
3.2 地域自立・活性化調査 第２回 専門研究会 
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◆企画書の内容 
 
①専門研究会全体の目的 
②第２回専門研究会の目的 
③開催日時・会場及び案内図 
④メンバー構成（案） 
⑤主なメンバーの略歴 
⑥配席図（案） 
⑦議事次第（案） 
⑧議事シナリオ（案） 
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①専門研究会の目的 
北陸地域国際物流戦略チームでは、わが国と中国や韓国を軸として、活発化

するアジア域内物流に対応させるため、北陸地域の重要な施策に「多様な輸送

経路の構築」を挙げている。 
その実現に向けては、北陸(新潟・富山・石川・福井)と対岸を結ぶ「日本海
横断国際フェリー」の就航が期待されている。 
本調査では、我が国の政策を鋭い視点で積極的に提言している総合政策研究

会のメンバーで構成する本研究会を通じて、最近注目を集めている新潟・韓

国・ロシアを結ぶ国際フェリー(三角航路)の話題について取り上げ、その有効
性と課題について、検討するものである。 

 
 

②第２回専門研究会の目的 
第 2回研究会では、はじめに「日本海横断国際フェリー」の相手国のひとつ、
中国の産業構造(工程間分業に適した産業構造)について、共通の認識として理
解する目的で、中国経済情勢に精通している新潟大学経済学部溝口准教授から、

研究会メンバーに話題を提供する。同話題を踏まえて、日本海横断国際フェリ

ーの必要性について討議する。 
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③開催日時・会場及び案内図 
日 時：平成 20年 1月 18 日（金）15:00 ～ 17:00 （予定） 
場 所：日本プレスセンタービル 9階 小会議室 

＜所在地：東京都千代田区内幸町２－２－１＞ 
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④メンバー構成（案） 

氏　　名

新潟大学 経済学部　准教授 溝口　由己

理事長 玉置　和宏

常務理事 高松　　亨

理事 田中　洋之助

理事 吉原　　勇

読売新聞社 論説副委員長 松田　英三

エフシージー総合研究所 編集委員 縣　　忠明

日経広告研究所 主席研究員 森野　美徳

港湾空港部 港湾計画課長 佐々木　規雄

新潟港湾・空港整備事務所長 吉田　秀樹

新潟県 交通政策局長 高橋　総一

新潟市 都市政策研究所 主任研究員 望月　迪洋

事務局

港湾空港部 港湾計画課 課長補佐 佐川　雅悦

港湾空港部 港湾計画課 企画係長 竹内　　悟

財団法人　ＷＡＶＥ 情報研究部長兼政策・計画研究部長 加藤　久晶

NPO法人 総合政策研究会 監事 本間　忠夫

国土交通省　北陸地方整備局

所　　　　　　　属

国土交通省　北陸地方整備局

NPO法人 総合政策研究会
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⑤主なメンバーの経歴・略歴 
■ 玉置 和宏 （たまき かずひろ） 
○ 経歴 
１９６２年４月  毎日新聞社東京本社入社 
         主に経済記者として大蔵省（現財務省）、外務省、運輸省（現国土

交通省）、経済企画庁（現内閣府）、日本銀行財界（日本経団連、日

本商工会議所）、各産業界を担当。 
１９８２年５月  編集局経済部副部長 
１９８６年１１月 週刊エコノミスト編集長 
１９９０年２月  論説委員 
１９９１年５月  論説副委員長 
２００４年３月  論説室顧問 
２００６年４月  特別顧問（現職） 
２００７年９月  特定非営利活動法人総合政策研究会理事長（現職） 
 

○ 現職 
神戸大学大学院経営学研究科講師（０６・４～現在＝財政・税制） 
東洋大学社会学部メディアコミュニケーション学科講師（０７・４～現在＝最新新聞論） 
一橋大学国際・公共政策大学院講師（０７・１０～現在＝特殊講義Ⅰ『国際経済と政治』） 
 
 

■ 田中 洋之助（たなか ようのすけ） 
○ 略歴 

毎日新聞経済部長、同論説委員を経て、現在同論説顧問。ほかに産業情報研究会会長、

ＮＨＫ解説委員、各種審議会委員など役職多数。主著に「世界恐慌はくるか」「栄光へ

の構図」「巨大企業の光と影」「三菱の栄光と苦悩」「日向方斉論」 
 
 

■ 高松 亨（たかまつ とおる） 
○ 経歴 
１９７２年 東京都立大学工学部土木工学科卒業 
１９７４年 東京都立大学大学院工学研究科土木工学専攻 修了 
   同年 運輸省入省 
１９９４年 第五港湾建設局清水港工事事務所長 
      東海大学海洋学部非常勤講師（港湾工学 94,95年度各後期） 
１９９６年 国土庁計画・調整局計画官 
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１９９９年 運輸省港湾局開発課長 
２００１年 国土交通省東北地方整備局副局長 
２００２年 （財）港湾空間高度化環境研究センター常務理事 
２００４年 （財）港湾空間高度化環境研究センター専務理事 
２００７年 武蔵工業大学教授に就任、現在に至る。 

 
 

■ 森野 美徳 （もりの よしのり） 
○ 経歴 

1972 年早稲田大学政治経済学部政治学科卒業、日本経済新聞社に入社。地方部編集委
員（都市政策、国土計画）などを務め、2001 年秋退社。同社在職中に、東京工業大学
大学院博士課程単位取得満期退学。現在は都市ジャーナリストとして活動。 
 
国土交通省日本風景街道（シーニック・バイウェイ・ジャパン）戦略会議委員、食料・

農業・農村政策審議会委員、国土審議会自立地域社会専門委員会委員長代理、社会資本

整備審議会公共用地分科会臨時委員、日本橋みちと景観を考える懇談会委員、東京都税

制調査会委員、社団法人日本都市計画学会評議員、東京商工会議所「複合エンターテイ

メント施設研究会」座長、ＪＴＢ交流文化賞選考委員、「美しい景を創る会」企画委員。

2005年 4月より日経広告研究所主席研究員を務める。 
 
 
■ 松田 英三 （まつだ えいぞう） 
○ 略歴 
昭和 23年生まれ。東京大学文学部卒業。昭和 46年読売新聞社入社。経済部次長、調査
研究本部主任研究員、論説委員を経て、平成 18年より論説副委員長。 
 
 

■ 縣 忠明 （あがた ただあき） 
○ 略歴 

1946年長野県生まれ。1970年に産経新聞社入社。宇都宮、新潟などの支局勤務。夕刊
フジに出向（政治担当）。1990年に産経新聞政治部（自民党、官邸キャップなどを担当）。
長野支局次長（長野五輪担当）と長野支局長（同）。1999年に編集局編集委員（地方、
選挙担当）。2002年に地方部長。2004年に論説委員（内政担当）。2006年に論説委員
兼（株）エフシージー総合研究所情報調査部編集委員。2007年にエフシージー総合研
究所専任となり、産経新聞は客員論説委員になる。 
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■ 吉原 勇 （よしはら いさむ） 
○ 略歴 

1938年生まれ。中央大学卒業。1964年毎日新聞入社。東部支局、中部本社報道部、同
経済部、東京本社経済部、同部副部長、大阪本社経済部副部長、経営企画室委員、西

部本社代表室長、不動産企画室長、編集委員を兼任、1994年退社。同年下野新聞社監
査役､1996年同社取締役、2002年退社。同年作新学院大学講師。2004年総合政策研究
会理事。 
著書は「トヨタ最強の経営」（日本産業出版社）。「日航が立ち上がる日」（日本リクル

ートセンター出版部）。「トヨタ三代の決断」（共著 ビジネス社）。「特命転勤－毎日新

聞を救え」（文藝春秋社） 
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⑥配席図（案） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＰＯ法人
総合政策研究会

監事

本間 忠夫

ＮＰＯ法人
総合政策研究会

理事

田中 洋之助

出入口出入口

国土交通省
北陸地方整備局
港湾空港部
港湾計画課
課長補佐

佐川 雅悦

日経広告研究所
主席研究員

森野 美徳

新潟県
交通政策局長

高橋 総一

新潟大学
経済学部 准教授

溝口 由己

国土交通省 北陸地方整備局
港湾空港部
港湾計画課長

佐々木 規雄

新潟市
都市政策研究所
主任研究員

望月 迪洋

読売新聞社
論説副委員長

松田 英三

ＮＰＯ法人
総合政策研究会
理事長

玉置 和宏

ＮＰＯ法人
総合政策研究会
常務理事

高松 亨

財団法人 WAVE
情報研究部長
兼政策･計画
研究部長

加藤 久晶

エフシージー総合研究所
編集委員

縣 忠明

国土交通省
北陸地方整備局
港湾空港部
港湾計画課
企画係長

竹内 悟

国土交通省 北陸地方整備局
新潟港湾・空港
整備事務所長

吉田 秀樹

作新学院大学
講師

吉原 勇
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⑦議事次第（案） 
 

地域自立・活性化調査 第２回 専門研究会 

 
                  日 時：平成 20年 1月 18 日（金）15:00 ～ 17:00
                  場 所：日本プレスセンタービル 9階 小会議室 

＜開催場所所在地：東京都千代田区内幸町２－２－１＞

 

議 事 次 第 

 

１．開  会 

   (1) 開会 

 

２．話題提供 

   (1) 国土交通省 北陸地方整備局 港湾計画課長 佐々木規雄 

      ・第１回研究会の概要と第２回研究会の主旨説明 

(2) 新潟大学 経済学部 溝口 由己 准教授 

      ・急進する中国の経済と産業構造について 

 

３．討議（意見交換） 

 

 

４．閉  会 

（以 上）

 

【配布資料】             

・議事次第               

・出席者名簿              

・座席表                

・「急進する中国の経済と産業構造」 説明資料 

・第１回 専門研究会の議事要旨  
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⑧議事シナリオ（案） 
 

15:00 佐々木課長 司会

北陸地方整備局港湾空港部港湾計画課長の佐々木でご
ざいます。

早速ですが、第二回目の研究会を開催させていただきま
す。

15:01 佐々木課長 あいさつ

研究会メンバー各位には、ご多用中にもかかわらずご参
集いただき、ありがとうございます。

さて、

・前回までの概要コメント
・第二回研究会の主旨説明(国際フェリーの意義=視点=ア
ジア貿易)
・研究会メンバーへのお願い(中央の視点から「国際フェ
リーの必要性」について討議)

15:11 佐々木課長 司会

それでは、ご議論をいただく前に、北陸地域国際物流戦略
チームの委員としてご尽力をいただいた新潟大学の溝口
先生から「急進する中国の経済と産業構造」と題して話題
を提供していただきたいと思います。
溝口先生、よろしくお願いいたします。

15:12
新潟大学
溝口先生

話題提供

新潟大学の溝口でございます。

本日は、「急進する中国の経済と産業構造」と題して
皆様方に私の日ごろの研究成果を報告したいと思います。

・急進する中国経済の現状と見通し
・日本の玄関口としての北陸の役割
・課題
・国際フェリー航路の重要性

15:42 佐々木課長 司会

溝口先生、ありがとうございました。

さて、ただいまの話題提供を軸として、皆様からご意見を
頂戴したいと思います。
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15:43
委員発言(玉
置氏)

意見

日本海横断国際フェリーの必要性に対する意見および提
案

15:48 委員発言(2) 意見

日本海横断国際フェリーの必要性に対する意見および提
案

15:53 委員発言(3) 意見

日本海横断国際フェリーの必要性に対する意見および提
案

15:58 委員発言(4) 意見

日本海横断国際フェリーの必要性に対する意見および提
案

16:03 委員発言(5) 意見

日本海横断国際フェリーの必要性に対する意見および提
案

16:08
委員発言(高
松先生)

意見

日本海横断国際フェリーの必要性に対する意見および提
案

16:13 佐々木課長 司会

ご意見、ありがとうございました。
ひととおりご意見をいただきましたが、特に補足がございま
したらご発言願います。

16:15
フリーディス
カッション

16:55 佐々木課長 司会

まとめ
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地域自立・活性化調査 第２回 専門研究会 

 
                  日 時：平成 20年 1月 18 日（金）15:00 ～ 17:00  
                  場 所：日本プレスセンタービル 9階 小会議室 

＜開催場所所在地：東京都千代田区内幸町２－２－１＞ 

 

議 事 次 第 

 

１．開  会 

   (1) 開会 

 

２．話題提供 

   (1) 国土交通省 北陸地方整備局 港湾計画課長 佐々木規雄 

      ・第１回研究会の概要と第２回研究会の主旨説明 

(2) 新潟大学 経済学部 溝口 由己 准教授 

      ・急進する中国の経済と産業構造について 

 

３．討議（意見交換） 

 

 

４．閉  会 

 

（以 上）  

 

【配布資料】             

・議事次第               

・出席者名簿              

・座席表                

・「急進する中国の経済と産業構造」 説明資料 

・第１回 専門研究会の議事要旨 
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氏　　名

新潟大学 経済学部　准教授 溝口　由己

理事長 玉置　和宏

常務理事 高松　　亨

理事 田中　洋之助

理事 吉原　　勇

読売新聞社 論説副委員長 松田　英三

エフシージー総合研究所 編集委員 縣　　忠明

日経広告研究所 主席研究員 森野　美徳

港湾空港部 港湾計画課長 佐々木　規雄

新潟港湾・空港整備事務所長 吉田　秀樹
＜代理出席＞

新潟県 交通政策局長 高橋　総一
＜代理出席＞

新潟市 都市政策研究所 主任研究員 望月　迪洋
＜代理出席＞

事務局

港湾空港部 港湾計画課 課長補佐 佐川　雅悦

港湾空港部 港湾計画課 企画係長 竹内　　悟

財団法人　ＷＡＶＥ 情報研究部長兼政策・計画研究部長 加藤　久晶

NPO法人 総合政策研究会 監事 本間　忠夫

順不同

国土交通省　北陸地方整備局

地域自立・活性化調査

第２回　専門研究会　出席者名簿

所　　　　　　　属

国土交通省　北陸地方整備局

NPO法人 総合政策研究会
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 1

日本およびアジア諸国における工程間分業について 

 
※出所：経済産業省（平成 19年７月）『平成 19年版 通商白書―生産性向上と成長に向け
た通商戦略―』、経済産業省（平成 18年 4月）『グローバル経済戦略』より、作成。 

2008年 1月 16日 
Ⅰ一体化が進展し世界経済への影響力を増大させる東アジア経済 

 

１．成長センターとして世界経済への影響力を強める東アジア1 

（1）高成長を持続する東アジア 

東アジアは、持続的な経済成長を遂げている。そして、東アジア・台湾・香港の実質 GDP
の対世界シェアは、1980年の 21.5%から 2005年には EU25を上回る 27.6%にまで拡大し
世界経済の中で大きな部分を占めるに至っている（図１－１－１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１－１ 東アジア・香港・台湾、NAFTA、EU25 の実質 GDP 対世界シェアの推移 

 

 

 

                                                  
1 東アジア：本白書では、日本、中国、韓国、ASEAN（インドネシア、シンガポール、タ
イ、フィリピン、マレーシア、ブルネイ、ベトナム、ミャンマー、ラオス、カンボジア）、

インド、オーストリラリア、及びニュージーランドの 16カ国を指す。 
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 2

（2）生産能力を拡大させる東アジア 

東アジアの高成長は特定の品目で特に顕著に表れており、品目によっては東アジアが世

界の生産の大部分を担い、東アジアの生産動向が世界の生産動向に大きな影響を与えるよ

うになっている。（図１－１－２、図１－１－３）。 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
図１－１－２自動車の生産割合 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１－１－３ デジタルカメラの生産割合 
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（3）消費市場として成長する東アジア 

東アジアは高成長に伴って１人当たり所得を増大させるとともに、中間層を拡大させて

おり、生産のみならず、消費市場としても成長しつつある。（図１－１－４）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図１－１－４ 中国、ASEAN4、インドの年収3,000ドル以上の人口の推計と1人当たりGDPの推移 
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２．一体化した域内経済関係を進化させる東アジア 

深化する東アジア域内経済関係 

域内貿易関係を深化させる東アジア 

東アジア内では、モノ、ヒト、カネの動きの一体化が進み、東アジア・台湾・香港は域

外との貿易よりも域内での貿易を大きく増加させ、1968 年から関税同盟を形成してきた
EU25との域内貿易比率の差を縮めてきている。 
域内貿易比率の推移を見ると、東アジア・台湾・香港では域内貿易が急速に進展し 1980

年の 35.7%から 2005年には 55.8%に上昇している。（図１－２－１）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１－２－１ 東アジア・台湾・香港、EU25、NAFTA の域内貿易比率 
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東アジアの域内貿易は財別では中間財が主導 

東アジア域内貿易は、域内貿易に占める中間財の比率が 1980年の 42%から 2005年には
60%へと急増しており、2005 年度には最終財と中間財との貿易額の比率が EU（1:1.3）、
NAFTA（1:1.1）に対して東アジアは（1:1.9）となっているなど、中間財の比率が EU 、
NAFTAを大きく上回っており、国境を越えた分業が進展している（図１－２－２）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２－２ 東アジア・台湾・香港、EU25、NAFTAの域内貿易の財別内訳 
 
 
 
図１－２－２ 東アジア・台湾・香港、EU25、NAFTA の域内貿易の財別内訳 
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東アジアの域内貿易は品目別では電気機械製品が主導 

東アジアの品目別域内貿易の割合をみると東アジアの域内貿易に占める電気機械の割合

が 1980年から大きく増加し 2005年には 27%に達している。一方、域内貿易に占める輸送
機械の割合は、2005年には EU25の 16%、NAFTAの 21%に対し、東アジアでは 3%と圧
倒的に少ない（図１－２－３）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図１－２－３ 東アジア・台湾・香港、EU25、NAFTA の域内貿易の品目別内訳 
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３．東アジアに広がる EPA/FTA ネットワーク 

東アジア域内で広がる EPA/FTA ネットワーク構築の取組 

制度的一体化を通じた域内経済の一層の一体化に向けて 

近年、東アジア域内では AFTAばかりではなく、ASEANを中心に域内各国間の EPA／
FTA交渉が急速に進展している。EPA／FTAは、域内の関税撤廃、制度緩和などを通じて、
生産要素の移動を妨げる「国境の壁」を低くし、国境を越えた企業活動（生産・販売活動）

を促進し、域内経済関係の深化に寄与するものである（図１－３－１）。 
 
 
 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図１－３－１ 東アジアにおける経済連携の動き 
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Ⅱ 東アジアにおける我が国企業の新たなる展開（東アジアを面としてとらえた事業活

動の本格化） 

１．生産面における変化（多国間工程分業の進展と生産・供給機能の集約化） 

（１）東アジア事業ネットワークの拡大と深化 

ネットワークの現状 

我が国の製造業は、東アジアへの直接投資を通じて事業ネットワークを形成し、生産コ

ストの低減や現地市場への参入等を図ってきている。その進出状況を事業機能の観点から

比較して見ると、中国・ASEANの事業拠点では生産機能を保有している割合の高さが際立
っており、NIEsやインド、オーストラリア、ニュージーランドでは販売・サービス機能を
保有する割合が高くなっている（図２－１－１）。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
図２－１－１ 我が国製造業が東アジアに保有する事業機能 
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ネットワークの拡大・深化：多国間工程分業の進展と生産・供給機能の集約化 

東アジアでは、域内における EPA／FTA の拡大による貿易障壁の低下等により、経済の
シームレス化・一体化が進むとともに、各国における規制制度改革の進展等、企業活動の自

由度は高まりつつある中で、我が国企業の東アジア事業ネットワークは更なる拡大・深化を

遂げつつある（図２－１－２） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１－２  過去 3年間における我が国製造業の東アジア生産・販売ネットワークの

変化（ｎ=173 社・複数回答） 
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（２）「三角貿易＋中間財相互供給」からなる多国間工程分業の進展 

東アジア進出企業における調達動向① 

我が国の製造業の東アジア拠点における部品や材料等の調達動向を見ると、日本からの

調達率が減少する一方で現地調達の割合は高まっており、その傾向は特に中国・ASEANに
おいて顕著に見られる。また、我が国の製造業の現地調達先の約 5 割は日系企業で占めら
れており、現地調達率上昇の背景には、汎用品等を現地調達に切り替えることに加え、我

が国企業の東アジア進出の進展もある（図２－１－３）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１ 我が国製造業の東アジア現地法人の調達動向 

 

 

図２－１－３ 我が国の製造業の東アジア現地法人の調達動向および現地調達先の割合 
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東アジア進出企業における調達動向② 

直近 3 年間における企業の調達額の変化に関する調査結果を見ると、現地調達額が「増
加」したとの回答割合が最も高くなっているが、この調査で注目されることは、現地調達

に次いで、拠点所在地以外の中国・ASEAN域内からの調達が「増加」したとの回答割合が
高くなっている点である。（図２－1－４、表２－１－１）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１－４ 我が国製造業の東アジア拠点における調達額の変化（3年前との比較）  

 

 
表２－１－１ 我が国製造業の中国・ASEAN 拠点における調達動向 
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東アジア域内における中間財相互供給の拡大 

東アジア域内における中間財貿易は急速に拡大している。我が国、NIEsからの中間財供
給も拡大している一方、中国や ASEAN も汎用品などを中心として輸出を急速に増加させ
ており、その結果として域内で中間財の相互供給も拡大している（図２－１－５、２－１

－６）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１－５ 東アジア域内における中間財貿易の推移 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１－６ 東アジア域内における中間財貿易（輸出国別割合）の推移 
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中間財相互供給進展の背景 

東アジア域内において中間財貿易額が大きく拡大する中で、特に中国や ASEANが域内
への中間財輸出を増加させている背景として、次の二点が考えられる。 第一に、日本、

NIEsや欧米からの直接投資を通じた中国・ASEANの部品供給能力の高まりである。第二
に、AFTA等の EPA／FTAにより、東アジア域内における関税障壁が低くなりつつあるこ
とが挙げられる（図２－１－７、図２－１－８）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－1－７ 東アジア販売市場における競合先 

（製造業・複数回答） 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図 ２－１－８既に発効している EPA／FTAが事業

活動に与えた影響（製造業、複数回答ｎ＝229） 
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三角貿易の概要 

多国間工程分業という観点からは、東アジアの関係する特徴的な貿易構造として、三角

貿易が挙げられる。三角貿易とは、主に、日本・NIEsにおいて生産された付加価値の高い
部品・加工品等を、中国・ASEANにおいて組み立て、日本や米国・EU等に向けて輸出す
るという貿易モデルを指しており、労働集約的な工程を賃金が比較的安い地域で行うとい

う東アジア事業ネットワークの特徴を反映したものと考えられている（図２－１－９）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

 

 

 

図２－１－９ 三角貿易構造の概要 

出所：経済産業省（平成 18年 4月）『グローバル経済戦略』24ページ 

 

 

 

 

 

 

114



 15

 

三角貿易は引き続き拡大① 

この三角貿易構造に関して近年の動向を見ると、日本・NIEsから中国・ASEAN4に対す
る中間財の輸出額、中国・ASEAN4から米国・EUに対する最終財の輸出額は、ともに増加
傾向にある。同様に、日本・NIEsの中間財輸出総額に占める中国・ASEAN4向けの輸出割
合、中国・ASEAN4の最終財輸出総額に占める米国・EU向けの輸出割合も、ともに上昇傾
向にある（図２－１－１０）。 

 

 

 

 

 

 

図２－１－１０東アジアが関係する三角貿易の動向 

三角貿易は引き続き拡大② 

日本・NIEsで生産した高付加価値部品を、中国・ASEANにおいて組み立て、日本や米

国・EU等へ輸出するという三角貿易は引き続き拡大傾向にあると考えられる。東アジアに

おける生産ネットワークは、三角貿易構造を中核としつつ、我が国企業の東アジア進出の

進展や現地企業の生産・技術レベルの向上、EPA／FTA等による関税障壁等の低下に伴い、

複数の域内国・地域にまたがる中間財の域内相互供給を拡大することにより、多国間工程

分業を高度化している（図２－1－１０）。 

 
 

 

 

 

 

 

 

図２－１－１０ 東アジアの多国間工程分業の進展 
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（3）東アジア市場の一体化に伴う域内の生産・供給機能の集約化 

EPA／FTAを契機とした規模の経済を追求する動き 

最近の特徴的な動きとして挙げられるのが、東アジア、特に ASEAN 域内の規模の経済
を追求した生産・供給機能の集約化の進展である。生産機能の集約化の近年の動きは、EPA
／FTA の進展等により一体化が進む東アジア域内を一つの市場とみなし、その中で、主に
域内供給のための最適生産体制を構築し、コスト削減や製品構成の充実などの規模の経済

の実現を図っていこうとしている点に特徴がある。（表２－１－２、図２－１－１１）。 
 
表２－１－２ 我が国企業の生産機能集約化の事例 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 

 

 

 

 

 

図２－１－１１ 生産品目の集中による域内供給機能集約化 
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商品別の貿易関係の変化 

商品別に 2000年から 2005年の ASEAN4の貿易関係の変化を見ると、例えば冷蔵庫・
洗濯機ではタイ、エアコンではタイ、マレーシアが域内への供給拠点としての役割を担う

ようになっていることがうかがえる。テレビに関しては、マレーシア、インドネシアから

の ASEAN域内輸出額の増加が目立つが、タイは、FTAで結ばれたインドへの輸出額を大
きく増加させている。このように域内市場としての一体化が進む中で、生産機能を集約化

して域内に広く供給する動きも見られるようになってきている（図２－１－１２～１４）。

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１－１２ ASEAN4 内における冷蔵庫（HS8418）貿易 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１－１３ ASEAN4 内におけるエアコン（HS8415）貿易 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－１－１４ ASEAN4 内及びタイ・インド間におけるテレビ（HS8528）貿易 
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２．販売面における変化（域内市場開拓の本格化） 

（１）東アジア市場への販売に向けた取組を強化する我が国企業 

拡大する東アジア市場向け販売額 

実際に、東アジアに進出する我が国企業の現地法人の現地販売額*と域内販売額**の合計
額を見ると、1999年以降着実に増加しており、東アジアを一つの市場として捉えた取組を
強化している（図２－２－１）。 

*現地販売額とは、現地法人の立地する進出先国・地域での販売額を示す。 
**域内販売額とは、現地法人の立地する進出先国・地域を除いた東アジア地域での販売額を示す。 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－１ 東アジアの日系現地法人（製造業）の現地・域内販売額の推移とGDPの推移 
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（2）東アジアを一つの市場ととらえた取組～販売統括拠点の設置による機能強化 

地域統括拠点の機能は販売関連機能へと重点をシフト 

東アジア市場における我が国企業の販売面における最近の特徴としては、地域統括拠点

を販売面中心に活用していこうとする動きが見られることが挙げられる。統括拠点の販売

機能の強化の背景としては、生産面における生産・供給機能の集約化と同様、東アジアに

おける EPA／FTAの進展によって貿易障壁が取り払われたことにより、域内経済のシーム
レス化が進んだことが挙げられる。（図２－２－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－２－２ 国別の地域統括拠点の保有機能の特徴 
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３．開発面における変化 

生産・販売機能と結びついた開発機能の東アジア進出 

近年、市場・生産拠点としての重要性が増しつつある東アジアへの製品設計・開発機能

の積極的な展開が見られる。東アジア拠点では、日本の研究開発拠点で行う開発の一部分

を担当する場合が多く、研究開発面でも機能分業を進めていくことが重要である（図２－

３－１、図２－３－２）。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図２－３－１図 我が国企業の研究開発機能の立地状況 

 
 
 

 

図２－３－２ 世界の企業の研究開発活動の国別立地状況  
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４.事業ネットワークを支える物流機能の高度化 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 インフラ整備とサービスの発展 

東アジアのシームレス化が進み、多国間工程分業の進展など事業ネットワークに深化が

見られる中で、東アジア各国に展開された各拠点間の物流ニーズが高まっている。また、

東アジア各国が自国経済の活性化に取り組む上でも、利用者のニーズに対応できる物流イ

ンフラを整備することで、立地拠点としての魅力を高めることが重要となってきている。

このため、中国－ASEAN間や、ASEAN域内各国、ASEAN各国－インド、中国－インド

をつなぐ高速道路、鉄道、航路等、国境をまたぐ面的な物流インフラ網の整備が進んでい

る（図２－４－１）。EPA/FTA の拡がりとともに、中国、ASEAN の物流インフラの発展が、

わが国企業のより効率的な事業ネットワーク構築を支えており、今後より一層の円滑な物

流の実現が望まれる。 
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図２－４－１ 東アジアにおける物流インフラ整備状況  

 

  

Ⅲ 我が国企業の東アジアへの展開がもたらす国内事業等へのメリット 

海外事業展開がもたらす効果 

東アジアに進出した我が国企業に対し海外展開による国内事業への影響を聞いたアンケ

ート調査によれば、生産額の増大など、国内事業へ概ねプラスの効果があったとしている 
（図３－１）。こうした企業は、海外での販路開拓を通じた市場の拡大や我が国からの比較

的高度な中間財の輸出の増大、国内での高付加価値品への特化等により、国内事業におけ

る生産額の増大や雇用者数の増加、収益性の向上などを実現している。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図３－１ 東アジアへの進出による国内事業への影響 
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Ⅳ シームレスな経済圏の実現による更なる発展を目指して 

東アジア諸国のビジネスリスク 

東アジアの各国ごとのビジネスリスクを見ると、中国では法・税務、知的財産保護など

制度上の問題点を指摘する企業が 50%を超えており、それ以外の部分についても、諸課題
を指摘する企業の割合が高くなっている。中国もWTO加盟約束事項を果たすべく、種々
の規制緩和を実施してはいるものの、法制度の運用面での不透明さも指摘されており、更

なる事業環境の整備が求められている。また、中国以外の国についても、フィリピン、イ

ンドネシアでは政治・社会的に不安定という問題点を指摘する企業が 50%を超えており、
インド、ベトナム等ではインフラの不整備が上位に挙げられている（表４－１）。東アジア

の成長の源泉ともなっている貿易や投資の拡大を促進するためにも、更に自由な企業活動

が行える事業環境を整備していくことが重要であり、そのためにも、現在指摘されている

課題を取り除いていくことが必要である。 

 
表４－１ 各国のビジネスリスク 
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地域自立・活性化調査 第２回 専門研究会の議事要旨 

 
 
日時：平成 20 年 1月 18 日 （金）15：00～17：00 

場所：日本プレスセンタービル ９階 小会議室 
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新潟大学 経済学部 准教授 溝口由己 

NPO 法人 総合政策研究会理事長 玉置和宏 

NPO 法人 総合政策研究会常務理事 高松亨 

NPO 法人 総合政策研究会理事 田中洋之助 

NPO 法人 総合政策研究会理事 吉原勇 

読売新聞社 論説副委員長 松田英三 

エフシージー総合研究所 編集委員 縣忠明 

日経広告研究所 主席研究員 森野美穂 

NPO 法人 総合政策研究会監事 本間忠夫 

新潟県 交通政策局長 高橋総一 ＜代理出席＞ 

新潟市 都市政策研究所 主任研究員 望月迪洋 ＜代理出席＞ 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課長 佐々木規雄 

国土交通省 北陸地方整備局 新潟港湾・空港整備事務所長 吉田秀樹 ＜代理出席＞ 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課 課長補佐 佐川雅悦 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課 企画係長 竹内悟 

財団法人 WAVE 情報研究部長兼政策・計画研究部長 加藤久晶 

 

■配布資料 

・議事次第 

・出席者名簿 

・座席表 

・「急進する中国の経済と産業構造」説明資料 

・第１回 専門研究会の議事要旨 

 
■会議内容 

１．開会 

 

２．話題提供 

（１） 国土交通省 北陸地方整備局 港湾計画課長 佐々木規雄 
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・第１回研究会の概要と第２回研究会の主旨説明 

（２）新潟大学 経済学部 准教授 溝口由己 

・急進する中国の経済と産業構造について 

 

３．討議（意見交換） 

 

【議事要旨】 
※ 敬称は省略 
 
玉置和宏 

以前の韓国は今の中国と同じ状況であった。例えば、以前の韓国自動車メーカーは、車

のエンジンを作ることが出来なかったが、日本の技術を身につけ、作るようになった。そ

の理由は、日本で売れなかった自動車メーカーが韓国にエンジン工場を作ったことがきっ

かけになったのである。 
二つ質問がある。 
第１点は、現在の中国は世界２番目のマーケットを保有する国であり、急速な経済成長

を成し遂げているが、今後の中国経済の成長はどうなるのか？ 
第２点は、今後の中国経済と物流との関係は？  

 
溝口由己 

中国経済の今後の見通しについて。 
中国は基幹部品に関して手をつけられずにいる。今後はモノではなくカネ（チャイナマ

ネー）がポイントになると思う。 
チャイナマネーで海外の基幹部品メーカーを買収する可能性がある。 
中国経済の成長の伸びについて。 
現在までの成長率は考えがたい。成長線はゆるくなるだろう。 
今後 10年、20年後まで成長するだろう。成長するためには二つハードルがあると思う。
一つは、投資と消費のアンバランス、もう一つは、国際収支のアンバランスである。 

 
玉置和宏 

国際分業との関係において物流ネットワークがどう変化していくのか？ 
 
溝口由己 

分業が進んでいるので、物流が拡大するのではないか。 
 
松田英三 
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中国経済の成長の制約要因は資源、環境だと思うが、どう思うか？ 
 
溝口由己 

その通りだと思う。 
たとえば、中国の鉄鋼生産量が急激に増えている。2006年度で 4億トンである。 
鉄鋼価格が高騰している。 
 
松田英三 

産業類型として、自動車は「すり合わせ型」で、電気製品は「組み合わせ型」の代表で

ある。日本の電気製品が潰れたのは組み合わせ型であるからであるという意見があり、日

本以外の海外市場においては評価されていない。ただ、日本の自動車産業は日本国外にお

いても強い。日本の自動車（トヨタ、ホンダ）が中国国内市場において自社ブランドを広

げて行くだろうと期待しているが、このあたりはどう思うか？ 
 
溝口由己 

まったく同感である。 
自動車産業は複雑で、産業類型はすり合わせ型である。 
自動車産業の成長についてはどういう結果が出るのか見守っているところである。 
車の生産においてモジュラー化の設計が始まっている。 
中国の車は発展途上国においては売上が伸びでおり、価格の面においての競争力が強い。 
自動車産業においてモジュラー化が進展してくのかどうかその動向をみて行きたい。 

 
吉原勇 

トヨタも自動車の部品のモジュラー化を少し取り入れてはいるが、自動車は安全性が大

事なので、モジュラー化には限界があると思う。 
中国の国際収支は日本より、良いと思う。 
日本のメーカーが中国の東北三省にどういうふうに進出したらいいのか？ 

 
溝口由己 

中国国内における外資系メーカーの進出先としては、広東、広州があり、最近では、上

海周辺に進出している。東北三省に進出している外資系企業は日系メーカーか韓国系メー

カーが多いが、量的には多くない。今後、東北三省に外資系企業が増えるかどうかは分か

らない。外資系の東北三省への進出について楽観的に考えていない。 
中国政府の外資受け入れ政策があるが、今後は選別して外資系企業を受け入れるであろ

う。 
チャイナマ・リスクがあるので、ベトナム進出もありうる。 
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吉原勇 

東北三省において工程間分業が可能な産業は何か？ 
 
溝口由己 

特定の業種は分からない。 
ただ、日系メーカーが中国に進出する場合、高い生産技術を持っているトップクラス企

業は進出して成功を収めるが、高い生産技術を持っていない中間クラスの企業は進出して

もうまくいかない。そのため、安易な進出は難しいと思う。 
 
懸忠明 

物流に関して工程間分業が進むと思う。上海に行った時に感じたのは、日本の港湾とは

モノやカネのスケールが違うことであった。上海に新港を作っているが、スケールでは競

争にならない。 
したがって、将来的には二つの道がある。一つは、三国間物流を通じて、域内の経済を

反映させて行く方法、もう一つは、中国 VS日韓連合の戦いが可能性としてあるのではない
かと思う。 
中国とスケールや資金力の違いがあるので、日本海の物流については、釜山港と提携し

てスケールの大きい物流産業を展開して行くべきであると思うが、どう思うのか？ 
チャイナ・イスラム金融は年率 30％、伸びている。 
 
溝口由己 

物流面においての中国の巨大さを考えると日本は中国と競争するのではなく、中国の近

隣国としてのメリットを最大限に活かす方法を考えたほうが良いと思う。 
中国人は利子が好きで、中国の物作りは極めて大雑把で、物作りに対して拘りもないた

め、異業種間での事業転換が一般的に行われている。 
 
田中洋介 

中国に対抗するためには、教育が重要で、量的には勝てないので、質的に勝つしかない。 
そのため、付加価値の高いサービスを提供することが良い。 
21世紀は中国の世紀である。 
今後、中国との関係（付き合い）をどうするかが世界各国の課題であり、重要なことで

ある。 
経済の面において日中は補完し合う関係であるべきだと思う。 
市場が大きい中国の経済の発展は、日本にとってチャンスである。 
地理的に有利な日本海をうまく利用すれば、日本経済にも良い影響をもたらすと思う。 
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EUが中国と対抗するため、米国と手を結ぶのではないか。 
佐々木規雄 

フェリーに関しては次回に議論する。 
日本との貿易、北陸の物流を見ても、大半が中国の貨物であり、そのおかげで北陸の物

流も伸びてきた。この流れに乗って物流を展開して行って良いのかということを確認した

かったため、溝口先生をお呼びしたわけである。 
今後、日中貨物は増えると思うが、南中国の方の貨物が多く、東北三省の貨物は多くな

い。 
フェリー航路を考える上で、東北三省の経済発展の可能性を見据えて行かなければなら

ない。今後、フェリーの可能性、日中、日韓、日露の貿易の状況あるいは物流の発展の可

能性などについて言及していただきたい。 
 
懸忠明 

フェリーというのは RORO船のことなのか？ 
 
佐々木規雄 

RORO船タイプの船に旅客が乗るタイプをフェリーという。 
 積み替えの必要のないものを指す。 
 
松田英三 

正式な特区は大連だけなのか？ 

東北三省に特区はないのか？ 

東北三省は鉄鋼など素材産業が中心で、国有企業が多い。 

 大連は日本企業の進出が多く、それなりに発展しているはずである。 

 

佐々木規雄 

海の出口は大連港しかなく、そういう面においては、大連港の貨物の受容力は満杯であ

る。 

 

懸忠明 

中国のフェリー貨物量は増えているのか？ 

 

佐々木規雄 

日中・日韓のフェリー貨物量は、相当増えている。 

 

懸忠明 
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エア便だと着陸の際の衝撃で製品に打撃があるため、液晶は船舶輸送が増えているらし

い。 
 
高松亨 

事実関係について教えていただきたい。 
日系企業が中国本土で作って供給する部分と日本国内で作って供給する部分の量的なイ

メージはあるのか？ 
 
溝口由己 

そういった量的なイメージはない。 
AV機器は日本から持っていくのが半分以上である。 

 
高松亨 

国内で作っているものが多いということなのか？つまり、値段の張るもの。 
中国に進出している企業はアセンブリーだけなのか？それとも日本に戻すのか？ 
立地場所は中国だけど、提供先は日本なのか？ 

 
森野美穂 

３年前に上海に行った時に、「韓国の自動車やスズキの自動車は品質が良くないので、乗

らないと。その代わりにトヨタ、ホンダの自動車が良い」と言っていた。中国人に車に対

するニーズが品質を重視するように変わってきたと思う。 
 昨年行った時には、自動車に対する志向が高級志向から長持ち志向に変わっていった。 
 
玉置和宏 

ドイツ経済について見ると、周辺の東ヨーロッパーが市場経済を取り入れて資本主義に

なりつつあることがドイツ経済を復興させていると思う。そういう意味では、中国やロシ

ア経済の発展が大事である。 
 
森野美穂 

日本の中小企業が世界（中国）においてビジネスチャンスを探す方法としてはどういう

糸口が必要なのか？ 
 
溝口由己 

新潟にある中小企業の経営者「何にもしない」という傾向がある。 
日本企業の中国への進出の傾向を見ると横並びで一斉に出てくることが多い。 
中小企業の経営者自身が努力するなど意識改革が必要であるのではないかと思う。 
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吉原勇 

新潟だけを視野に入れているのではなくて日本海全体を視野に入れている。 
 
佐々木規雄 

１．フェリー構想についていくつかの企業に聞いたところ、日本の北関東地域の貨物、

すなわち、液晶、半導体など、付加価値の高い貨物については、スピードや積み替え

のないフェリーを利用することによって優位性が出るのではないか。 
２．中国との工程間分業が進めば、日本が果たすべき役割が見えてくる。 
３．日本から出るべき物と、現地で作って現地のメーカーに渡す物との棲み分け。 
以上を整理した上で、フェリーの可能性と地域の活性化についてまた討論して頂きたい。 
 
森野美穂 

東北三省は資源依存型の産業が多い。 
東北三省には、日本企業の食品加工メーカーが極めて多く進出している。 
今後は日本海地域の輸入品として食品加工品が良いのではないか。 

 
高松亨 

デルのコンピューター会社が青森にアジアの製造センターを作っている。9割が日本の需
要である。液晶のモニターは高いのでモニターだけは輸入しているらしい。今後、中国本

土がそういう需要を担ったら、液晶モニターを日本から持って行くだろう。中国で部品だ

け作るのではなく、日本から部品などを持っていくようなイメージを持ったほうが良いの

ではないか。 
 
松田英三 

中国との貿易になると、トロイツア港から中国の東北三省までの輸送通路はスムーズに

行くのか？ 
 
佐々木規雄 

いろいろ問題はあるらしい。 
次回の講師先生からその点におつてお話が聞けるのであろう。 

 
松田英三 

中国は自分のどころに港を作る気はないのか？ 
 
佐々木規雄 
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中国もロシアも北朝鮮の羅津に投資を始めているという話は聞いている。 
 
懸忠明 

日本は、規模の経済では勝てないため、資本がなくても頭で勝負したほうがいい。 
港湾に関しては国家プロジェクトで進めたほうが良いのでは。 

 
佐々木規雄 

次回の研究会は、来週１月２５日の１５時から、今回と同じ会場にて開催する。 

以上。 
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3.3 地域自立・活性化調査 第 3回 専門研究会 
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地域自立・活性化調査 

第３回専門研究会 

 

企画書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財団法人 港湾空間高度化環境研究センター 
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◆企画書の内容 

 

①専門研究会全体の目的 

②第３回専門研究会の目的 

③開催日時・会場及び案内図 

④メンバー構成（案） 

⑤主なメンバーの略歴 

⑥配席図（案） 

⑦議事次第（案） 

⑧議事シナリオ（案） 
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①専門研究会の目的 

北陸地域国際物流戦略チームでは、わが国と中国や韓国を軸として、活発化

するアジア域内物流に対応させるため、北陸地域の重要な施策に「多様な輸送

経路の構築」を挙げている。 

その実現に向けては、北陸(新潟・富山・石川・福井)と対岸を結ぶ「日本海

横断国際フェリー」の就航が期待されている。 

本調査では、我が国の政策を鋭い視点で積極的に提言している総合政策研究

会のメンバーで構成する本研究会を通じて、最近注目を集めている新潟・韓

国・ロシアを結ぶ国際フェリー(三角航路)の話題について取り上げ、その有効

性と課題について、検討するものである。 

 

 

②第３回専門研究会の目的 

第３回研究会では、はじめに「日本海横断国際フェリー」就航に向けての取

り組み状況を、共通の認識として理解する目的で、構想段階から調査研究を行

っている環日本海研究所・三橋氏から、研究会メンバーに話題を提供する。同

話題を踏まえて、国際フェリーが地域へ与える波及効果について討議する。 
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③開催日時・会場及び案内図 

日 時：平成 20 年 1 月 25 日（金）15:00 ～ 17:00  

場 所：日本プレスセンタービル 9 階 小会議室 

＜所在地：東京都千代田区内幸町２－２－１＞ 
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④メンバー構成（案） 
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⑤主なメンバーの経歴・略歴 

■ 玉置 和宏 （たまき かずひろ） 

○ 経歴 

１９６２年４月  毎日新聞社東京本社入社 

         主に経済記者として大蔵省（現財務省）、外務省、運輸省（現国土

交通省）、経済企画庁（現内閣府）、日本銀行財界（日本経団連、日

本商工会議所）、各産業界を担当。 

１９８２年５月  編集局経済部副部長 

１９８６年１１月 週刊エコノミスト編集長 

１９９０年２月  論説委員 

１９９１年５月  論説副委員長 

２００４年３月  論説室顧問 

２００６年４月  特別顧問（現職） 

２００７年９月  特定非営利活動法人総合政策研究会理事長（現職） 

 

 

○ 現職 

神戸大学大学院経営学研究科講師（０６・４～現在＝財政・税制） 

東洋大学社会学部メディアコミュニケーション学科講師（０７・４～現在＝最新新聞論） 

一橋大学国際・公共政策大学院講師（０７・１０～現在＝特殊講義Ⅰ『国際経済と政治』） 

 

 

■ 田中 洋之助（たなか ようのすけ） 

○ 略歴 

毎日新聞経済部長、同論説委員を経て、現在同論説顧問。ほかに産業情報研究会会長、

ＮＨＫ解説委員、各種審議会委員など役職多数。主著に「世界恐慌はくるか」「栄光へ

の構図」「巨大企業の光と影」「三菱の栄光と苦悩」「日向方斉論」 

 

 

■ 高松 亨（たかまつ とおる） 

○ 経歴 

１９７２年 東京都立大学工学部土木工学科卒業 

１９７４年 東京都立大学大学院工学研究科土木工学専攻 修了 

   同年 運輸省入省 

１９９４年 第五港湾建設局清水港工事事務所長 

      東海大学海洋学部非常勤講師（港湾工学 94,95 年度各後期） 
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１９９６年 国土庁計画・調整局計画官 

１９９９年 運輸省港湾局開発課長 

２００１年 国土交通省東北地方整備局副局長 

２００２年 （財）港湾空間高度化環境研究センター常務理事 

２００４年 （財）港湾空間高度化環境研究センター専務理事 

２００７年 武蔵工業大学教授に就任、現在に至る。 

 

 

■ 松田 英三 （まつだ えいぞう） 

○ 略歴 

昭和 23 年生まれ。東京大学文学部卒業。昭和 46 年読売新聞社入社。経済部次長、調査

研究本部主任研究員、論説委員を経て、平成 18 年より論説副委員長。 

 

 

■ 吉原 勇 （よしはら いさむ） 

○ 略歴 

1938 年生まれ。中央大学卒業。1964 年毎日新聞入社。東部支局、中部本社報道部、同

経済部、東京本社経済部、同部副部長、大阪本社経済部副部長、経営企画室委員、西

部本社代表室長、不動産企画室長、編集委員を兼任、1994 年退社。同年下野新聞社監

査役､1996 年同社取締役、2002 年退社。同年作新学院大学講師。2004 年総合政策研究

会理事。 

著書は「トヨタ最強の経営」（日本産業出版社）。「日航が立ち上がる日」（日本リクル

ートセンター出版部）。「トヨタ三代の決断」（共著 ビジネス社）。「特命転勤－毎日新

聞を救え」（文藝春秋社） 

 

 

■ 楢岡 孝武 （ならおか たかたけ） 

○ 略歴 

２００３．４ 日本郵船株式会社 経営委員に就任 

２００５．４ ＮＹＫ ＬＩＮＥ ＪＡＰＡＮ の取締役（非常勤）に就任 

現在 東京船舶株式会社 代表取締役社長 （日本郵船の経営委員も兼務） 
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⑦議事次第（案） 
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⑧議事シナリオ（案） 
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地域自立・活性化調査 第３回 専門研究会 

 
                  日 時：平成 20年 1月 25 日（金）15:00 ～ 17:00  
                  場 所：日本プレスセンタービル 9階 小会議室 

＜開催場所所在地：東京都千代田区内幸町２－２－１＞ 

 

議 事 次 第 

 

１．開  会 

   (1) 開会 

 

２．話題提供 

   (1) 国土交通省 北陸地方整備局 港湾計画課長 佐々木規雄 

      ・第２回研究会の概要と第３回研究会の主旨説明 

(2) 財団法人 環日本海経済研究所 特別研究員 三橋郁雄 

      ・日本海横断国際フェリー事業への挑戦とその意義について 

 

３．討議（意見交換） 

 

 

４．閉  会 

 

（以 上）  

 

【配布資料】             

・議事次第               

・出席者名簿              

・座席表                

・「日本海横断国際フェリー事業への挑戦とその意義」 説明資料 

・第２回 専門研究会の議事要旨 
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日本海横断国際フェリー事業への挑戦とその意義（０８０１２５） 
               

概要 
この論文は世界経済の大きな流れを概観した上で、その流れに沿う環日本海地域の発

展方策について提案を行うと共に、その提案の実現に向けての動きを述べたものである。

その実現化の一部が日本海横断フェリールートの開設であり、北東アジア大陸部対岸と

日本との接続である。即ち、図們江地域を通って中国東北地域と日本首都圏を結びつけ

ると共に、日本首都圏と韓国首都圏を結ぶことを狙っている。このプロジェクトには日

本ロシア中国韓国の 4カ国が参加しており、現在最終段階に差し掛かっている。今後、
北東アジアで数多く取組まなければならない多国間協力の魁を成すものと考えている。。 
 
＆１．現代を席捲しているもの、大交流時代の到来 
今大交流時代が来ている。その状況を見てみよう。 
図１に世界貿易量の推移を示す。 
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図１ 世界貿易量の推移 
 
表１に世界の旅客移動量の推移を示す。 
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表１ 世界の旅客移動量の推移 
 
図２に世界各国の GDPの推移を示す。 
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図２ 世界各国の GDPの推移 

 
世界貿易量は着実に伸びており、1953年から 2003年までの 50年間に金額ベースで

100倍延びている。 
世界旅客流動量も着実に伸びており、1990 年から 2004 年までの 14 年間で 1.73 倍

になっている。 
世界の各国の GDPはアフリカなどの一部の国を除くと、1970年から 2000年までの

30年間で 10倍近く上昇している（現在価格ベース）（IMF, World economic outlook 
database, 4, 07）。 
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このように近年は一貫して世界的規模で貿易額、旅客移動量、GDP は増大傾向にあ
り、大交流時代が来ているのが分かる。 
次にこれを地域的に見てみる。 
まず、世界各地域別貿易比率の経年変化を見てみる。これによるとアジアのみが非常

に顕著な伸びを示しており、アジアの世界貿易に占める割合は 1953年 13.4％から 2003
年の 26.1％である。 
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図３ 世界各地域別貿易比率の経年変化 

 
また各地域別 GDPの経年変化を示す。ここでもアジアの伸びが他の地域と比べて非

常に顕著であることが分かる。 
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図４ 各地域別 GDPの経年変化 
 

アジアの中でも特に中国の経済成長が著しい。図５はこの状況を示すもので、1990
年代に入って一直線で延びている。 
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図５ 中国の GDPの経年変化 

 
北東アジアにその一角を占めるロシアについてみると（図６）、1998年を谷底にして

その後は順調に伸びている。以上より、特にアジア、特に東アジアにおいて大交流時代

の現象が顕著であることが分かる。 
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図６ ロシアの GDPの経年変化 
 
次にこのことを実際のモノの流れ（物流）で確認してみる。バラ貨物ではない一般貨

物を扱うコンテナ物流についてみると、表２は 2004年の世界コンテナ荷動き量の主要
トレード別輸送量の割合を示すものであるが、東アジアと関連した航路が世界の半分を

超えていることが分かる。また表３は 2004年世界コンテナ荷動き量について、積み地
別、揚げ地別割合を示すが、東アジアは積み地で 45％、揚げ地で 31％である。以上の
ことから、東アジアが世界物流の一大中心になっていることがわかる。 
 
表２ 世界コンテナ荷動き量の主要トレード別輸送量の割合（2004） 

 
 
表３ 世界コンテナ荷動き量の積み地別、揚げ地別割合（2004） 

 
 
＆２．東アジアの経済統合の可能性について 
以上より大交流時代の到来とそこにおける東アジアの位置づけが理解できたが、この

流れの究極の姿は経済統合であろう。そこで東アジアの経済統合の可能性について検討
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してみる。 
2.1．経済統合の必然性の検討 
東アジアを経済統合の方向へと導く要因としては次の項目がある。 

１）大交流時代の到来（国境を越えたモノ、ヒト、カネの移動、） 
上述した通りである。通信輸送の技術革新によるものである。近年東アジアにおいては、

国境を越えた交流の勢いが強まっていることが重要である。 
２）国際標準の普及 
経済統合のためには自国流を捨てる必要がある。制度において、施設において、考え

方において国際標準の導入が東アジア各国において進んでいる。この結果、国際貿易を

し、外資を入れることが多くの国で容易になりつつある。 
３） 国境を越えた共通取組み課題の出現 
以下のようなものがあり、これらがいやがうえにも東アジア各国に共通取り組みを強

要する。 
多国間経済事業（例えば国際分業） 
地球破滅兵器の拡散 
環境問題、資源不足問題、 
伝染病問題 
自然災害 
4) 前頭葉の進化に伴う弱肉強食思考からの脱却 
過去の国際関係においては相手を食わねばこちらが食べられてしまうと言う、野生動物

の世界がまかり通っていたが、近年に至り、そのような考えを持たなくとも生存が維持

できる環境が世界的に整ってきた。核兵器不拡散条約に参加する国の存在などがその例

である。それは理性の勝利であり、前頭葉の進化である。 
5) 経済統合推進力としての国際機関の実力向上 
近年における国連等の国際機関の指導力は目覚しいものがある。この国際機関は主に、

経済統合の方向に軸足を置いて行動しており、その影響力は大きい。 
6）先進地域は経済統合を歩む 
言うまでもなく、EUの例がある。この先進地域は力を益々強化しており、東アジア

も学ぶことになろう。 
 
このように経済統合の要因は拡大しつつあるものの、これらに反発するものとして民

族主義がある。これの台頭は避けられないが、人類は一貫して豊かさ、賢さを追求して

おり、また民族主義の暴発を抑える術をもてるようになっているので、到達の時期はと

もかくとして、経済統合の方向に各国がベクトルをそろえることはそんなに遠い将来と

は考えられない。このようにして経済統合は東アジアにとって十分現実的な目標となり

うると考えている。 
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2.2．東アジアにおける北東アジアの位置づけ 
以上より、大交流時代の到来と東アジアの位置づけ、及び方向が明確になったが、こ

の東アジア地域とは、厳密に言うと東アジアの中で経済繁栄している地域に限られ、具

体的には中国沿岸地域、日本、韓国、台湾、香港、ASEANを含む地域である。東アジ
ア地域の一部である北東アジアは、日本、韓国、北朝鮮、中国東北部、極東ロシア、モ

ンゴルから構成されるが、日本韓国を除く地域（ここでは北東アジア大陸部と称す）は

上記繁栄から大きく取り残されている。この地域は日本の隣人であり、日本にとって最

も重要な地域である。この北東アジア大陸部の経済発展方策の 1つを、上記時代の潮流
に沿う形で提案したい。これが日本海発展方策である。 
 
＆３．日本海発展方策 
以上を踏まえて日本海発展方策を提案する。 

 
３.1．北東アジアに大交流の渦を巻き起こす方法 
日本海発展方策の根幹は北東アジアに大交流の渦を巻き起こすことである。世界は大

交流時代に入っており、東アジアの南半分は上述したように、世界の大交流の中心にな

っている。これが北東アジアに起こらぬ筈がない。どのようにして生起するか。それは

東アジアの南半分が、主として中国人や、華僑の手に担われたように、中国人の活力を

活用することである。その方法は北東アジアの中国人を元気にすることである。 
中国東北部が元気がないのは中国東北地域にある吉林省、黒龍江省（合わせて 6500万
人）の一人当たり貿易額は中国平均の 5分の一に満たないことからもわかる（図 6-2参
照）。これはこの地域が陸封化していることが大きな原因であると考えられる。従って、

北東アジアに大交流の渦を巻き起こす具体的案としては中国東北地域の陸封地域を日

本海に導き、陸封化度合いを下げることが提案できる。 
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図 6-2 中国東北地域と中国全体についての 1万人あたりの貿易額の比較 

 
この地域は日本海へあと 10km のところまで接近している（そこが図們江地域であ

る）。この地域を日本海に導くことができれば、この地域の貿易が大いに発展し、また

中国人が日本海利用に積極的にでてくることで、日本海交流は大いに盛んになろう。ロ

シアもその他の日本海沿岸諸国もその交流の果実をとることができる。交流は相互信頼

を生み、共存関係を進展させる。我々を悩ましている隣国問題（拉致問題、歴史問題、

領土問題等）は解決に向かうであろう。交流の拡大こそ、最大の特効薬だからである。 
問題は通過国（ロシア若しくは北朝鮮）の納得の行く形でこの事業を興すことが可能か

どうかである。 
それにはどうしたらよいか。次の 4点を満足する事業を創出すべきである。 

１）日本海への距離が最短である図們江地域で行われるべきである。 
２）通過国主導で行う。 
３）資金調達の観点から外資を入れるべきである。 
４）多国間（通過国、荷主･旅客のルート利用者国、資金提供国等）協力事業となるの

で、その運営ノウハウを有するものを事業主体者として取り込むべきである。 
 
以上を踏まえ、私の交流拡大策を発展段階別に示す。 

 
３.2．日本海交流拡大策の具体的提案 
第 1段階：調査研究 
中国東北地域を含む北東アジア大陸部陸封地域（以下大陸陸封部と称す）を海に引き

出す方策を考える。このためには北東アジア全般についての輸送の将来ビジョンを示す
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必要がある。例えば北東アジア経済開発マスタープランの策定が必要である。 
我々は輸送面で既にこの段階を終了している。我々の研究の成果である北東アジア輸送

回廊ビジョンを図 7に示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図７北東アジア輸送回廊ビジョン 
 
第 2段階：小規模交流発生策の具体化１ 
作業は小から大へ徐々に進めるのがよい。まずは韓国と大陸陸封部との接続である。 
これは 7年前から韓国側の努力により既に実現している。延辺朝鮮族自治州と韓国束草
との間を国際フェリーが走っている。その輸送量はいろいろな制約が未解決であり、ま

だ僅かである。 
第 3段階：小規模発生策の具体化２ 
上記第 2段階の経験と実績を踏まえて、日本と大陸陸封部とを接続する試みである。
具体的には日本海横断フェリー航路の開設である。現在の取り組みは、この段階にある。

まだ実現はしていない。 
詳しくは後述する。 
 
第 4段階：大量輸送発生への対処の研究 
上記小規模発生が呼び水となり、また時代の流れを受けていろいろな制約要因が解消

し、次第に交流量は増大していくと考えられる。そうなると、大規模輸送ルートが必要

になる。従って、この段階で、大規模交流にどのように対処するか、調査研究を行う必

要がある。 
検討事項としては、大陸陸封部が図們江地域（図 7-2）のどの場所から大量に日本海

に抜けるか、がメインになろう。これについての代替案としては次の 3つがある。 
１） ロシア領の現在の国道、港湾を利用する案:：ロシアが最も重要視する密出入国者
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の遮断を克服するのが非常に難しい。 
２） 北朝鮮の現在の国道、港湾を利用する案:：上記と同様、密出入国者の遮断が問題 
３） 国際公道、国際港湾を新しく建設する案：密出入国者を遮断できる（そのような施

設をつくる）。 
 
第 5段階：国際公道、国際港湾の建設 
これは上記第 4段階の３）を最適とした場合の対策案である。私の提案は次の 2つの

施設をつくることである（図 7-3）。 
 
国際公道：ロシア領通過距離が最短部（10km）のところに地下式若しくは半地下式ト
ンネルの形で建設する。6車線車道と複線鉄道を有する。 
国際港湾：国際公道は海に向かい、若干、沖合いに出る。その端部に国際港湾を作る。

これは人口浮島であり、国際フェリーの交流拠点、国境を越えたトラックの相互乗り入

れの拠点となる。 
これらのいずれの施設においても密出入国者の遮断を可能とすることが前提である。 
 
第 6段階：日本海を交流の海とすべく上記施設の活用策を講じる。 
 
次に現在取組んでいる上記日本海交流拡大策の第三段階の状況について述べる。 

 
 

図 7-2 図們江地域（ロシア、中国、北朝鮮国境地域） 
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図 7-3 将来構想概念図 
 
＆４．日本海横断フェリー航路の開設に向けて（日本海交流拡大策の第三段階） 
これは日本海交流拡大策の第三段階に当るものである。 
ERINAを初めとする北東アジア各国の日本海交流促進関係者は、数年前より、日本
海横断フェリー航路の開設に向けた事業を共同で行っている。その結果、2006年 5月
に至り、日本、中国、韓国、ロシアの 4カ国関係者が、共同で有限責任の会社〔合弁会
社〕を造り、航路を運営することとなり、2007年の 7月には、その会社の本社は韓国
束草市、資本金額は 300 万ドル、株の 51％は韓国側、残りは 3 国（日本 16％、中国
16％、ロシア 17％）で拠出することで合意した。船舶は既存の韓国航路の国際フェリ
ーをチャーターすることとしている。2007年 12月には合弁会社設立のための合弁契約
に 4カ国関係者はサインし、社名を北東アジアフェリー〔株〕とすることを決めた。2008
年 1月現在は、会社設立の最終段階にあるが、会社はまだ設立されていない。航路開設
は会社設立の後、早い時期に行われる予定である。 
本章ではこの状況について経緯的に述べる。 
 
 
１． ERINAによる広範にわたる対岸輸送状況調査 
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ERINA（〔財〕環日本海経済研究所） は北東アジア各国の関係者と共同で、北東ア
ジア大陸部の輸送の現況と課題について調査研究し、その成果を北東アジア輸送回廊ビ

ジョンとしてまとめた。このあと、9 本の輸送回廊の内、No.4 の図們江輸送回廊の輸
送環境の抜本的改善（以下図們江事業と称す）を次の目標に置いた。このためには図們

江回廊を日本と接続するための日本海横断国際フェリー事業が最優先事業とされ、これ

の実現に取組むこととした。 
２． NPOの設立 
上記 1．の取り組みのため日本において全国規模の NPO（北東アジア輸送回廊ネッ
トワーク）の設立を行った。ERINA と言う小さい単位だけではとても対応できないか
らである。 
３．各国合意形成作業 

ERINAを中心に図們江事業のための国際会議を繰り返し開催した。（表４ 関係国会
議の経緯参照）この結果、日中ロの地方政府が日本海横断国際フェリー事業を熱望して

いることが判明した。また国土交通省がリードする形で各国船会社の本事業への参加の

検討が進んだ。その結果、協力船会社の identificationに成功した。この会社は韓国既
存航路の経験と実績を有しており、日本側の資金協力を得ることを前提に、本事業に参

加する意思を示した。そこで日韓での実行体制を検討していたところ、ロシア、中国の

参加申し入れがあり、結局、4ヶ国協力体制で横断航路開設を行うこととなった。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

表４ 関係国会議の経緯 
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４．第一次合意 

2006年 5月及び同 8月に、資本金 300万ドルの株式会社を出資率 日本：ロシア：
中国：韓国＝４：３：２：１で設立すること、本社は新潟に置くことで合意した。 
 
５．各国国内調整 
各国関係者は自国に戻り資金集めの調整に入ったが、この結果状況の変化が起こった。

韓国においては江原道と束草市がこれを機会に束草港の大幅な活性化を図るとして、過

半数の株の取得の意思を示すと共に、本社を束草市に置くことを考えた。2007年 2月
の新潟における４カ国５首長会議で韓国側のその意思が発表された。 
中国においては、日本企業が琿春に工場立地し航路開設を前提に生産を開始した。 
ロシアにおいてはロシア側参加者が大ザルビノ港開発計画を発表した。 
日本においては合弁会社への投資を行う投資会社が設立され、ERINAからここへ主導
権が移ることとなった。 
またこの間、周辺においては様々な問題が発生した。例えば、日本における北朝鮮問題

の深刻化、重要な貨物である中古車輸出状況の変化（カザフスタンの政策変更）、新潟

における国際フェリー埠頭の容量不足問題などである。 
 
６．第二次合意 

2007年 7月に 4カ国会議が持たれ、第一次合意を変更することとなった。即ち、資
本金 300 万ドルの株式会社の設立は変えないものの、出資率は日本：ロシア：中国：
韓国＝１６：１７：１６：５１、とし、韓国が過半数を握り、本社は束草市に置かれる

こととなった。4カ国合意書を図８に示す 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図８ 4カ国合意書 
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この結果、航路運営組織は図９に示す通りとなった。 

 
 
 
 
 
 
 

図 9 航路運営組織 
 
 
 
 
 

図９ 予定されている航路運営組織 
 

７．航路概要 
予想される航路は、既存の韓国航路の一部を割き、それを新潟へ回す形で、束草→新

潟→ザルビノを週一回行う。しかし出来るだけ早い時期に 2隻体制とし、束草→新潟→
ザルビノ→新潟→束草を週一回することとしている。 
輸送対象はコンテナ貨物輸送、自動車輸送、旅客輸送である。 
運航頻度：当面は週 1回 運航である。 
接続される地域は既存の韓国航路と合わせると、 
    吉林省・黒龍江省～新潟 
    ロシア沿海地方～新潟 
    韓国束草港（ソウルの日本海側出口）～新潟（東京の日本海側出口） 
となる。新潟が北東アジアの中心的位置づけとなる。 
現在考えている就航する国際フェリー船の諸元は次の通りである。 
    13,213総トン、 
    旅客定員 600名、 
    貨物容量コンテナ 132 TEU（自動車に換算して 500台）、 
    速度 24ノット 
 
８．既存航路の実績 
既存の韓国航路の輸送実績を図 10に示す 
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図 10 既存の韓国航路の輸送実績 
 
９．この航路のメリット 
この航路のメリットとしては、 
＊日本海沿岸地域の長年の悲願である対岸 7千万人との交流のブリッジとなる。 
＊新潟を、ロシア（沿海州）、中国（吉林省、黒龍江省）、韓国（江原道）と接続させる

ことが可能。 
＊韓国ソウル首都圏と日本東京首都圏を接続する最短ルートとなる。 
＊北東アジア大陸部と日本をつなぐ貿易輸送において輸送時間が最短のルートとなる。 
図 11に予定されている航路ルートを示す。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

図 11 予定されている航路ルート 
10．2008年 1月現在の状況 
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2007年 7月の合意以降、何回となく行われた協議により、漸く 2007年 12月に至り、
4 カ国合弁会社・北東アジアフェリー（株）設立の合弁契約書に 4 カ国がサインした。
出資比率は韓国側が 51％〔このうち 2自治体束草市及び江原道がそれぞれ 10％ずつ拠
出〕、ロシアが 17％、中国〔琿春市が一部資金を支援〕と日本が各々16％である。合弁
会社は韓国の会社になるため、韓国法に基づく外資導入許可、株式会社設立登記、その

ための韓国弁護士への委任手続きなど複雑な一連の手続き及び、それを各国が承認する

手続きが必要であり、これを現在こなしている段階であるが、併せて資金振り込みに当

って関係国間で最後の調整が行われている。この後は、4カ国合弁会社設立、航路開設
の作業があるが、確実に進んで行くべく、現在鋭意、努力中である。 
 
 
11．現在に至るまでに明らかになった課題 
１）民間レベル４カ国協議の難しさの克服 

4ヶ国合弁会社設立の大前提は、4カ国関係者間のコミュニケーションの確保、協力
をモットーとする内部規律の確保、信頼関係の構築である。韓国が 51％を取るので韓
国の会社として運営されるが、他の 3 カ国も 49％を有しており、会社運営上、協調体
制の維持が何よりも重要である。このためには、民間レベルの上に、より確固たる信頼

関係の構築のため、地方自治体レベルの支援ネットワークが存在することが望ましく、

民間企業同士だけでは踏み止まってしまう壁を越える必要がある。 
２）民間事業としての採算性の確保 

4カ国合弁会社は民間企業であり、採算性が確保されなければならない。この点、最
も大きい問題はこのルートが国境地域にあり政治的影響を非常に受け易いことである。

また、中ロ間国境輸送は次に述べるように未だ多くの改善すべき問題点を持っている。 
３）中ロ間国境輸送の改善 
ロシアザルビノ、ロシアクラスキノ、中国琿春間の輸送は僅か 60kmの距離であるが、

未だ輸送コストが高く、輸送効率も非常に悪い。国境通過に 3時間待たされる旅客もい
る。これはロシア側の国境通関施設が小規模であることによる。 
また、日本人、韓国人が国境通過する際、他に目的を持たない単なる通過だけの場合

は、ロシアから発行手続きが簡単なトランジットビザの発給が望まれるが、現在の手続

きは通行交通機関の切符の原本を求めるため、殆ど利用されておらず、旅客は通常の滞

在ビザ〔長い日数を要する〕を取得することが多い。このため日韓の国境通過旅客が増

大しない大きな原因となっていると言われている。 
 
４）韓国,中国当事者からの希望への対処 
韓国側出資者には束草市、江原道という自治体が参加している。中国側も琿春市が参

加する。これは本事業は公的性格が強いと言う判断からである。両国は日本、ロシアに
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おいても自治体の参加を望んでいる。 
５）地方政府レベルの支援の不可欠性 
日本においても地方政府レベルの支援は不可欠である。即ち、国際フェリー埠頭の整備

は港湾管理者としての新潟県の対応に大きく依存する。また、集荷、集客の面からは地

元経済振興責任者としての新潟市に依存するところが決して少なくない。 
６）中央政府レベルの支援の不可欠性 
また、本事業においては中央政府レベルの支援も不可欠である。国境を越える輸送で

あり、CIQ の協力が不可欠であると共に、国境警備隊の協力も必要となる。また日本
においては強く求められる国際フェリー埠頭の整備は、国の重要施策として実施される

べきである。 
７）国境を越えた北東アジア連携思想の普及 
本事業が円滑に進むためには、合弁会社に結集する各国関係者は妥協、譲歩が必要に

なる。民族主義と一線を画さなければならない。このためには、本事業の重要性を含む

真の意図が多くの関係者によく理解されることが根本的に必要である。 
 
＆５ あとがき 
今後の北東アジア発展の鍵は北朝鮮である。北朝鮮が核兵器を所有したことで北東ア

ジアの緊張は一気に高まったが、その後の６カ国会議の動きは我々に希望を持たせてい

る。しかし、まだどうなるか誰にも分からない。我々は今こそ、北東アジアの平和に向

けての動きを確固としたもののしなければならない。そのためには何よりも北東アジア

域内交流を盛んにすることが重要である。交流の増大は透明化を促し、相互信頼を招き

入れる。各国政府は北東アジア交流増大に向けて積極的な政策を取るべきであろう。日

本海横断フェリー事業はそれに向けての挑戦である。 
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地域自立・活性化調査 第３回 専門研究会の議事要旨 

 
 
日時：平成 20 年 1月 25 日 （金）15：00～17：00 

場所：日本プレスセンタービル ９階 小会議室 

■出席者 

財団法人 環日本海経済研究所 特別研究員 三橋郁雄 

NPO 法人 総合政策研究会理事長 玉置和宏 

NPO 法人 総合政策研究会常務理事 高松亨 

NPO 法人 総合政策研究会理事 田中洋之助 

NPO 法人 総合政策研究会理事 吉原勇 

読売新聞社 論説副委員長 松田英三 

日本郵船株式会社 経営委員 楢岡孝武 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課長 佐々木規雄 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課 課長補佐 中谷誠志 

国土交通省 北陸地方整備局 新潟港湾・空港整備事務所 副所長 中川洋一 

新潟県 交通政策局長 高橋総一（代理出席） 

新潟市 都市政策研究所 主任研究員 望月迪洋（代理出席） 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課 課長補佐 佐川雅悦 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課 企画係長 竹内悟 

NPO 法人 総合政策研究会監事 本間忠夫 

 

■配布資料 

・議事次第 

・出席者名簿 

・座席表 

・「日本海横断国際フェリー事業への挑戦とその意義」説明資料 

・第２回 専門研究会の議事要旨 

 
■会議内容 

１．開会 

 

２．話題提供 

（１） 国土交通省 北陸地方整備局 港湾計画課長 佐々木規雄 

・第２回研究会の概要と第３回研究会の主旨説明 
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（２）財団法人 環日本海経済研究所 特別研究員 三橋郁雄 

・日本海横断国際フェリー事業への挑戦とその意義について 

 

３．討議（意見交換） 

 

【議事要旨】 
※ 敬称は省略 
 
佐々木規雄 

日本海横断国際フェリー航路について三橋先生からお話を伺った。 

中国の東北三省にあまり貨物がない中で、何らかの切っ掛けがないと交流が進まない。 

しかし、潜在的な可能性はあると思うので、日本海横断国際フェリー航路を開設し、地域

の発展に繋げたいと思う。ご意見を提示して頂きたい。 

 

吉原勇 

「日本海交流拡大政策」の「北東アジア輸送回路」のトンネルは、具体的にどう進めら

れるのか？ 

 

三橋郁雄 

中国の東北地域から日本海までは 10km の距離で、日本の技術でトンネルは作るのは、難

しくない。問題は中国の許可と北朝鮮の許可である。この「日本海交流拡大政策」を進め

て行くためには、中国、北朝鮮、ロシア、日本の人々が参加する勉強会を作って勉強して

行くことが望ましい。中国は、北朝鮮を説得できると思う。 

しかし、日本海交流拡大政策を進める前に、日本海横断国際フェリー航路を成功させな

ければならないと思う。 

 

高松亨 

「北東アジア輸送回路」周辺の貨物は、どうか？ 

 

三橋郁雄 

貨物は、充分ある。中国の吉林省のドライフルーツ、木材製品が日本に流れているし、

合板はヨーロッパに流れている。このような貨物が日本に流れてくる可能性はある。吉林

省は 2,500 万、3,500 万の人口が住んでいる。日本海横断国際フェリー航路ができれば、吉

林省の人々は、必ず、日本との交流を求めて動くはずである。 

 

高松亨 
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ザルビノ港に日本から物を輸出して、そこで、国境を越えて、10km の道路を走って中国

に行く時に中国とロシアの国境のガードが極めて厳しい事実があるのか？ 

 

三橋郁雄 

 僕らのトンネル構想は、港が沖合に出来ているので、そこに、中国の税関がきていてそ

のまま中国に入れるという事である。 

  

高松亨 

構想は、そうであろう。 

ロシアと中国の国境を越えていくのに、その国境はトラブルなくすっと入れるというこ

となのか？ 

 

三橋郁雄 

すっと入れない。 

問題はロシアの税関である。 

現在、韓国からのフェリーがその国境を通過しているが、最優先的に通過させている。

しかし、ロシア人がコンテナの中身を開けるとか、国境を越えるまで税関の人が付き添う

とか、税関を通過するのに３時間以上、旅客が待たされるなどの問題がある。 

 

高松亨 

貨物の国境通過の問題に関しては、中国とロシアの間で、議論されているのか？ 

 

三橋郁雄 

貨物の国境通過の問題について議論されている。 

「合弁契約書」において記入されている。 

ロシアの税関通過の問題の改善が急務であることなども記入されている。 

それに対して、ロシア側も「努力する」とは言っている。ただし、ロシアが直ぐに、改

善に取り組んでいるわけではない。 

 

吉原勇 

中国側の問題はないか？ 

 

三橋郁雄 

特段の問題が、あるわけではない。 

 

楢岡考武 
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日本郵船は数年前に、日中の商売を始めた。 

北中国、大連、天津、青島を回る航路だったが、2年で止めた。その理由としては、採算

が合わないことと、中国と契約すると中国側が契約を簡単に破棄するため、契約を履行さ

せるのが極めて難しい。そのため、中国とパートナーは組まない。 

今度、日産、トヨタ、鈴木など日本の自動車メーカーがロシアに進出する。これの「輸

送」が大きなテーマである。トヨタは、ロシアの鉄道会社とコミットして、輸送にロシア

の鉄道を利用するらしい。ロシアの鉄道に対して、一つの義務感があるようだ。 

このような状況を踏まえて、我々もロシア政府やターミナル会社や運輸会社と色々と相

談しながら、サンクトペテブルクまで輸送する手段を模索中である。 

 私見では、名古屋から中部高速道路があるので、富山港や新潟港の間にシャトル便を設

け、そこからトヨタが貨物を出せば良いと思うが、どうも名古屋から出す傾向にある。 

 鉄道について。 

アメリカの鉄道の貨車の長さは、3km ぐらいある。最初の貨車が引っ張られると 10cm ず

れて、貨車ごとに 10cm ずつずれて、最後の貨車になると、ものすごい力が加えられ、貨物

に大きなダメージを与える。トヨタもトライしたが、失敗している。しかしながら、また、

トライすると言うことなので、いかにして安全に貨物を輸送できるか、我々も模索してい

るところである。 

 ザルビノ港から韓国へ、それから新潟へというループに対して、実は、興味がなかった。

このループは、売れるはずがない。船会社が投資するのは、貨物が集まる所であり、何も

海路を４本使う必要はない。 

 東北三省や満州は広軌鉄道で、シベリアランドブリッジまで、一本で繋げられる。しか

し、現状は難しい。そうことを考えると、将来的には、大連港がゲートポートとして役割

を担うことで、機能的にも採算的にも良いと思う。 

 日中韓露の 4 カ国構想を実現するに当たって、中国、ロシアとは、パートナーを組みた

くない。その理由は、話が纏まらないからである。パートナーを組むなら、日本の船会社

か、あるいは、韓国の船会社が良いと思う。これを前提に日本郵船も日本海横断国際フェ

リー航路を考えたい。 

 ロシアの企業、空港などは「賄賂をよこせ」という風潮があり、そういう所とは、パー

トナーを組みたくない。 

 

三橋郁雄 

企業ベースで考えると、そういうことがあるだろう。 

企業ベースだけでは、うまくいかないので、中国や韓国のように自治体が入るべきだと

思う。 

 

佐々木規雄 
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大連港は、港としては良いが、その背後の鉄道や道路など、動線がパンクすることはな

いのか？ 
 
楢岡考武 

パンクする可能性はあるだろう。 
 
松田英三 

トヨタが自動車に関して運ぼうとするのは、完成車ではなくて部品である。 
衝撃に耐えられない位の衝撃なのか？ 

 
楢岡考武 

大変な衝撃である。 
衝撃に耐えられるような梱包をしないと、打撃を受けてしまう。 

 
松田英三 

 それでは、専用船で完成車を運搬してほうが良いのか？ 
 
楢岡考武 

そうだ。完成車が良いと思う。しかし、関税の問題などがある。 
 

玉置和宏 

中国、ロシアのような金持ちの隣人について、日本との貿易関係を調べたら、中国は平

成 18 年まで、通産統計によると、輸出入額が 25 兆円である。ロシアは、1 年間で 50％以

上、貿易額が増えている。原油量は、いずれピークアウトすると思うので、原油の価格は、

下がらないと思う。そういう意味で、原油と天然ガスを保有しているロシアは無視出来な

い。 

 ロシアは、中国、インドに次ぐ経済大国になる可能性が十分にある。ロシアとの付き合

いは、長期的な観点から見ないといけない。そのためには「官」がやった方が良いと思う。 

 今後の日本の成長戦略は、中央政府がやるのではなく、「エリア」、「地域」でやるほうが

良い。 

 ヨーロッパの「環地中海構想」は活発に動いている。このように世界的な動向を見ても、

県、国、国境を越えた、地域、エリア別に経済活力を引き出すようなプロジェクトが必要

であると思う。 

 

吉原勇 

日本は世界の道路事情からして見て、コンテナの重量や道路の幅などの面で、改善すべ
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き点があると思うが、日本の道路体制に問題は、ないのか？ 

 

楢岡考武 

日本の道路規制は、かなり厳しい。 

45ft のコンテナの輸送は、トンネルの問題など、色々な規制があるので、輸送できる所

は、限られている。 

日本の道路を拡充して整備されれば良いのだが、現実は難しいであろう。 

 

佐々木規雄 

確かに、世界的に見ても、45ft コンテナは増えているので、それに対応しなければなら

ないと思う。しかし、道路局によると、「道路拡充には膨大な投資が必要で、コストがかか

るため、実現は難しい」と言っている。 

 30 年前から道路拡充の話はあったが、全く無視されている。 

 

玉置和宏 

現在の経済界のキーワードは、CO2である。 

CO2 削減など環境問題を考えると、鉄道輸送、コンテナ輸送を利用するモーダルシフト

は、非常に重要になってくる。 

鉄道やコンテナ輸送より、航空輸送は 7、8割の CO2を出す。 

 

楢岡考武 

トヨタ、キャノンは、CO2、環境問題、モーダルシフトに熱心で、力を入れている。 

 

松田英三 

シベリア鉄道は、デイーゼルなのか？ 

 

三橋郁雄 

現在、シベリア鉄道の貨物は、完全に電化である。 

 

高松亨 

新潟・日本海側は、鉄道との結節の可能性が太平洋側と比べて、良いと言えるのかどう

か？ 

 

佐々木規雄 

調べていない。 

調べてみる。 
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三橋郁雄 

東京から新潟までの貨物輸送の場合、40ft はトンネルにぶつかるから、駄目である。 

 

吉原勇 

フェリーは、いつ頃から運航するのか？ 

 

三橋郁雄 

2008 年 3 月に運航する予定だったか、最後の調整で、４カ国間の協議を経て決めること

になっているので、遅れると思う。 

国と国との間の事業主体同士の行事には、「官」が入らないと信頼を得にくい。 

信頼を得るには、トップ同士のネットワークを作るべきである。 

 

玉置和宏 

 北東アジアの発展の鍵は、北朝鮮がキーワードであると三橋さんが主張されている。そ

の通りだと思う。 

佐々木さん、北朝鮮の話があまり出ていないが、タブーなのか？それとも様子をみるの

か？ 

 

佐々木規雄 

様子をみる。 

 

高松亨 

三橋さんがなさっているこの事業、会社の設立に直接、関係しなくても、ロシアと付き

合ってきた中で、新潟、日本海側との歴史的経験が生かされているとか、あるいは、人が

関っているとか、といったことは、あるのか？  

 

三橋郁雄 

 ある。 

この事業以外にも、他の事業も関係している。 

ロシアは日本の中古車を買っており、ロシア人は日本を高く評価している。また、色々

な面で日本と接触しようとしている。 

 この事業を通じて、ロシアとのネットワークを形成し、情報交換をすることによって、

他の事業も動かしている。  

フィランドがロシア貿易で栄えている。 

ロシアと他の国が貿易する場合、銀行同士の付き合いがないため、L/C 貿易が出来ない。 
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つまり、ロシアと他の国との貿易の中で、フィランドがロシアの代わりに L/C の役割を

果たしている。 

ロシアの取引は、全て現金決済で行われている。ロシアは、いつ L/C が出来るようにな

るのは、まだまだ、先である。ロシアは、国有の土地を私有化している段階であり、いま

だに、ロシアの社会制度が整えていないし、色々な問題がある。 

日本においても、佐渡ヶ島がフィランドのような役割を果たしたら良いと思う。そのた

め、佐渡ヶ島をノービザ特区するのが、我々の構想である。 

 

望月迪洋（代理出席） 

地元（新潟）でも、ロシアとの貿易を少しずつやっている。 

例として、一生産者によってチューリップをパブロスクまで輸出している。 

新潟港は定期便がない中で、地元の農産家や製造業の人々が出せるような環境づくりを

するべきではないかと思う。 

 

佐々木規雄 

2 月 8 日の有識者の懇談会を開く予定である。過去 3回の研究会の概略を高松先生に講演

して頂く。 

2 月 20 日のシンポジウムは、公開にする。 

また、本日三橋さんからのお話しにもあったが、日本海横断国際フェリー航路の就航が

予定より遅れる見込みである。本調査においては、就航に先立って行われる予定であった

デモンストレーション運航時に貨物や旅客の追跡調査を行う予定であったが、その調査の

実施が困難であるようだ。 

ところで、本日玉置さんや高松さんから、現在の経済界のキーワードは CO2であり、CO2

削減など環境問題を考えた場合、鉄道輸送が非常に重要になってくるといったご意見や、

北陸地域は鉄道との結節の可能性が太平洋側と比べて良いと言えるのか、というご質問を

いただいた。今後はそういった国内の鉄道輸送などと国際フェリーの連携や結節も視野に

入れた検討を進めていく必要性を強く感じた。 

 

（以上） 
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3.4 地域自立・活性化調査 第 4回 専門研究会 
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地域自立・活性化調査 

第４回専門研究会 

 

企画書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財団法人 港湾空間高度化環境研究センター 
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◆企画書の内容 

 

①専門研究会全体の目的 

②第４回専門研究会の目的 

③開催日時・会場及び案内図 

④メンバー構成（案） 

⑤主なメンバーの略歴 

⑥配席図（案） 

⑦議事次第（案） 

⑧議事シナリオ（案） 
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①専門研究会の目的 

北陸地域国際物流戦略チームでは、わが国と中国や韓国を軸として、活発化

するアジア域内物流に対応させるため、北陸地域の重要な施策に「多様な輸送

経路の構築」を挙げている。 

その実現に向けては、北陸(新潟・富山・石川・福井)と対岸を結ぶ「日本海

横断国際フェリー」の就航が期待されている。 

本調査では、我が国の政策を鋭い視点で積極的に提言している総合政策研究

会のメンバーで構成する本研究会を通じて、最近注目を集めている新潟・韓

国・ロシアを結ぶ国際フェリー(三角航路)の話題について取り上げ、その有効

性と課題について、検討するものである。 

 

 

②第４回専門研究会の目的 

第４回研究会では、第３回研究会に引き続き、「日本海横断国際フェリー」の

安定的就航に向けて鍵を握る対岸の物流システムを、共通の認識として理解す

る目的で、中国経済情勢に精通している富山大学経済学部・李准教授から、研

究会メンバーに話題(「中国の内国輸送と国外輸送とのリンケージ」)を提供す

る。同話題を踏まえ、我が国において北陸地域が果たすべき役割について討議

する。
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③開催日時・会場及び案内図 

日 時：平成 20 年 2 月 22 日(金) 15:00～17:00  

場 所：日本プレスセンタービル 9 階 大会議室 

＜所在地：東京都千代田区内幸町２－２－１＞ 
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④メンバー構成（案） 
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⑤主なメンバーの経歴・略歴 

■ 玉置 和宏 （たまき かずひろ） 

○ 経歴 

１９６２年４月  毎日新聞社東京本社入社 

         主に経済記者として大蔵省（現財務省）、外務省、運輸省（現国土

交通省）、経済企画庁（現内閣府）、日本銀行財界（日本経団連、日

本商工会議所）、各産業界を担当。 

１９８２年５月  編集局経済部副部長 

１９８６年１１月 週刊エコノミスト編集長 

１９９０年２月  論説委員 

１９９１年５月  論説副委員長 

２００４年３月  論説室顧問 

２００６年４月  特別顧問（現職） 

２００７年９月  特定非営利活動法人総合政策研究会理事長（現職） 

 

○ 現職 

神戸大学大学院経営学研究科講師（０６・４～現在＝財政・税制） 

東洋大学社会学部メディアコミュニケーション学科講師（０７・４～現在＝最新新聞論） 

一橋大学国際・公共政策大学院講師（０７・１０～現在＝特殊講義Ⅰ『国際経済と政治』） 

 

 

■ 高松 亨（たかまつ とおる） 

○ 経歴 

１９７２年 東京都立大学工学部土木工学科卒業 

１９７４年 東京都立大学大学院工学研究科土木工学専攻 修了 

   同年 運輸省入省 

１９９４年 第五港湾建設局清水港工事事務所長 

      東海大学海洋学部非常勤講師（港湾工学 94,95 年度各後期） 

１９９６年 国土庁計画・調整局計画官 

１９９９年 運輸省港湾局開発課長 

２００１年 国土交通省東北地方整備局副局長 

２００２年 （財）港湾空間高度化環境研究センター常務理事 

２００４年 （財）港湾空間高度化環境研究センター専務理事 

２００７年 武蔵工業大学教授に就任、現在に至る。 
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■ 松田 英三 （まつだ えいぞう） 

○ 略歴 

昭和 23 年生まれ。東京大学文学部卒業。昭和 46 年読売新聞社入社。経済部次長、調査

研究本部主任研究員、論説委員を経て、平成 18 年より論説副委員長。 

 

 

■ 吉原 勇 （よしはら いさむ） 

○ 略歴 

1938 年生まれ。中央大学卒業。1964 年毎日新聞入社。東部支局、中部本社報道部、同

経済部、東京本社経済部、同部副部長、大阪本社経済部副部長、経営企画室委員、西

部本社代表室長、不動産企画室長、編集委員を兼任、1994 年退社。同年下野新聞社監

査役､1996 年同社取締役、2002 年退社。同年作新学院大学講師。2004 年総合政策研究

会理事。 

著書は「トヨタ最強の経営」（日本産業出版社）。「日航が立ち上がる日」（日本リクル

ートセンター出版部）。「トヨタ三代の決断」（共著 ビジネス社）。「特命転勤－毎日新

聞を救え」（文藝春秋社） 

 

 

■ 楢岡 孝武 （ならおか たかたけ） 

○ 略歴 

２００３．４ 日本郵船株式会社 経営委員に就任 

２００５．４ ＮＹＫ ＬＩＮＥ ＪＡＰＡＮ の取締役（非常勤）に就任 

現在 東京船舶株式会社 代表取締役社長 （日本郵船の経営委員も兼務） 
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⑥配席図（案） 

 

 

 

 

179



⑦議事次第（案） 
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⑧議事シナリオ（案） 
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地域自立・活性化調査 第４回 専門研究会 

 
                  日 時：平成 20年 2月 22 日（金）15:00 ～ 17:00  
                  場 所：日本プレスセンタービル 9階 大会議室 

＜開催場所所在地：東京都千代田区内幸町２－２－１＞ 

 

議 事 次 第 

 

１．開  会 

     挨拶 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾計画課長 佐々木規雄 

 

２．話題提供 

富山大学 経済学部 准教授 李 瑞雪 

     ・中国大陸における水運産業の発展 

～利用の拡大とサービスの国際化～ について 

 

３．討議（意見交換） 

 

 

４．閉  会 

 

（以 上）  

 

【配布資料】             

・議事次第               

・出席者名簿              

・座席表                

・「中国大陸における水運産業の発展 ～利用の拡大とサービスの国際化～」 説明資料 

・第３回専門研究会の議事要旨 
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氏　　名

富山大学 経済学部　准教授 李　瑞雪

理事長 玉置　和宏

常務理事 高松　　亨

理事 吉原　　勇

読売新聞社 論説副委員長 松田　英三

日本郵船株式会社 経営委員 楢岡　孝武

国土交通省　北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課長 佐々木　規雄

富山県 商工労働部立地通商課物流通商班長 河内　誠

事務局

港湾空港部 港湾計画課 課長補佐 佐川　雅悦

港湾空港部 港湾計画課 石井　繁治

NPO法人 総合政策研究会 監事 本間　忠夫

オブザーバー

富山県 土木部 港湾空港課 課長補佐 中野　聡一郎

順不同

国土交通省　北陸地方整備局

地域自立・活性化調査

第４回　専門研究会　出席者名簿

所　　　　　　　属

NPO法人 総合政策研究会

184



中
国
大
陸
に
お
け
る
水
運
産
業
の
発
展

~~
利
用
の
拡
大
と
サ
ー
ビ
ス
の
国
際
化

~~

20
08

年
2月

22
日

（
金

）

於
：
日

本
プ
レ
ス
セ

ン
タ
ー

ビ
ル

地
域
自
立
・活
性
化
調
査
第
４
回
専
門
研
究
会

185



話
の

流
れ

•
Ⅰ

．
水

運
大

国
と
し
て
の

中
国

•
Ⅱ

．
T字

型
の

水
運

体
系

：
沿

海
＋

長
江

•
Ⅲ

．
水

運
シ
ス
テ
ム

の
高

い
投

資
効

率

•
Ⅳ

．
T字

型
水

運
体

系
と
そ

の
経

済
的

意
義

•
Ⅴ

．
長

江
水

運
の

国
際

化
：
海

と
の

リ
ン
ケ

ー
ジ

•
Ⅵ

．
長

江
水

運
の

抱
え
る
問

題
点

•
Ⅶ

．
広

が
り
つ

つ
あ

る
日

系
企

業
の

水
運

利
用

•
Ⅷ

．
日

本
地

方
港

湾
活

性
化

へ
の

イ
ン
プ
リ
ケ

ー
シ
ョ
ン
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Ⅰ
．
水

運
大

国
と
し
て
の

中
国

•
「
世

界
の

工
場

」
と
言

わ
れ

る
中

国
で
の

製
造

機
能

の
肥

大
化

は
外

航
海

運
の

膨
張

を
も
た

ら
し
た

と
い

う
状

況
は

周
知

の
通

り
–

07
年

に
全

国
の

港
の

コ
ン
テ
ナ

取
扱

量
は

1億
TE

U
を
突

破
–

06
年

に
主

要
沿

海
港

湾
の

輸
出

入
貨

物
の

取
扱

量
は

15
.7
億

ト
ン

–
9割

以
上

の
輸

出
入

貨
物

は
外

航
海

運
に

よ
っ
て
輸

送
さ
れ

る
–

6つ
の

港
は

世
界

コ
ン
テ
ナ

取
扱

量
上

位
20

に
ラ
ン
ク
イ
ン

–
14

の
港

の
年

間
貨

物
取

扱
量

は
1億

ト
ン
を
超

え
る

–
中

国
の

港
に

寄
航

す
る
外

国
籍

の
船

舶
は

年
間

7万
隻

以
上

–
中

国
の

港
に

発
着

す
る
コ
ン
テ
ナ

航
路

を
開

設
す

る
海

外
船

社
は

30
カ
国

10
0

社
以

上
、

–
外

航
コ
ン
テ
ナ

航
路

は
約

35
00

本
（
ス
ペ

ー
ス
チ

ャ
ー

タ
ー

に
よ
り
重

複
計

算
有

り
）

•
燃

料
・
原

料
・
部

品
・
設

備
な
ど
の

in
w

ar
d輸

送
と
完

成
品

の
ou

tw
ar

d輸
送

と
い

う
形

で
、
中

国
発

着
の

国
際

海
運

は
さ
ら
に

伸
長

す
る
と
予

測
さ
れ

る

187



06
年

度
コ
ン
テ
ナ

取
扱

量
上

位
の

中
国

大
陸

港
湾

9
.0
6

1
1
7
.3
4

中
山

港
1
0

3
0

1
3
0
.2
3

連
雲

港
9

2
1
.2

3
2
1
.2

大
連

港
8

2
0
.2
2

4
0
1
.8
7

ア
モ
イ
港

7

2
3
.9
3

5
9
5

天
津

港
6

4
0
.9
4

6
6
0

広
州

港
5

3
5
.7

7
0
6
.8

寧
波

ー
舟

山
港

4

2
2
.1
1

7
7
0
.2

青
島

港
3

1
4
.0
3

1
8
4
6
.8
9

深
圳

港
2

2
0
.1

2
1
7
1

上
海

港
1

前
年

比
伸

び
率

(％
)

取
扱

量
(T
E
U
)

港
名

ラ
ン
キ

ン
グ

ソ
ー

ス
：
『
中

国
現

代
物

流
発

展
報

告
20

07
』
p.

50
4
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Ⅱ
．
水

運
の

重
要

性
と

T字
型

水
運

体
系

•
一

方
、
経

済
の

高
度

成
長

に
伴

っ
て
国

内
輸

送
体

系
も
急

ピ
ッ
チ

で
整

備
さ
れ

て
い

る
状

況
は

多
く
の

調
査

研
究

に
よ
っ
て
報

告
さ
れ

た

•
と
り
わ

け
、
高

速
道

路
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク
の

急
速

な
整

備
な
ど
、

陸
運

の
発

展
状

況
は

注
目

を
集

め
た

•
し
か

し
、
余

り
注

目
さ
れ

て
こ
な
い

水
運

は
中

国
国

内
運

送
体

系
に

お
い

て
極

め
て
重

要
な
位

置
づ

け
と
な
っ
て
い

る
–

水
運

の
輸

送
分

担
率

：
12

％
（
ト
ン
ベ

ー
ス
）
、

62
％

（
ト
ン
キ

ロ
ベ

ー
ス
）

–
水

運
の

輸
送

実
績

（
06

年
度

）
：
24

.9
億

ト
ン
（
前

年
比

11
％

増
）
、

55
48

6.
8億

ト
ン
キ

ロ
（
同

比
12

％
増

）
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中
国

輸
送

ラ
イ
ン
総

延
長

の
推

移
（
万

キ
ロ
）

う
ち
、
国

際
航

空
う
ち
、
高

速
道

路

1.
59

30
.3

0
83

.6
6

10
.9

7
0.

07
10

5.
67

5.
81

19
92

1.
59

16
.6

4
50

.6
8

10
.9

2
0.

05
10

2.
83

5.
78

19
90

1.
68

35
.1

9
10

4.
56

10
.2

7
0.

16
11

1.
78

5.
90

19
94

4.
82

96
.6

2
21

1.
35

12
.3

4
4.

53
34

5.
70

7.
71

20
06

3.
82

89
.4

2
20

4.
94

12
.3

3
3.

43
18

7.
07

7.
44

20
04

2.
98

57
.4

5
16

3.
77

12
.1

6
2.

51
17

6.
52

7.
19

20
02

2.
47

50
.8

4
15

0.
29

11
.9

3
1.

63
14

0.
27

6.
87

20
00

2.
31

50
.4

4
15

0.
58

11
.0

3
0.

87
12

7.
85

6.
64

19
98

1.
93

39
.6

3
11

6.
65

11
.0

8
0.

34
11

8.
58

6.
49

19
96

パ
イ
プ

ラ
イ
ン

航
空

河
川

道
路

鉄
道

年
度

•
中

国
の

河
川

総
延

長
は

43
万

キ
ロ
、
そ

の
う
ち
、
水

運
利

用
可

能
距

離
は

12
.3

4
万

キ
ロ
に

の
ぼ

り
、
世

界
最

長
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通
航

可
能

な
河

川

内
航

海
運

ラ
イ
ン

港

•“
T”

字
型

の
水

運
体

系
の

骨
格

（
沿

海
＋

長
江

）

•
昔

と
比

べ
て
通

航
可

能
な
河

川
数

は
大

き
く
減

っ
た

が
、
長

江
の

通
航

キ
ャ
パ

シ
テ
ィ
は

増
大

、
「
黄

金
の

水
道

」
と
呼

ば
れ

る
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中
国

北
部

の
水

運
と
港

〔
1：

11
00

万
）

•
北

部
に

お
い

て
、
松

花
江

や
黒

竜
江

の
季

節
利

用
を
除

い
て
、
輸

送
ル

ー
ト
と
し
て
の

河
川

の
重

要
性

は
総

じ
て
低

い

•
中

華
文

明
の

「
母

な
る
河

」
・
黄

河
は

現
在

、
慢

性
的

な
水

不
足

な
ど
に

よ
り
、
殆

ど
運

航
不

可
能

•
内

海
で
あ

る
渤

海
は

古
来

か
ら
東

北
地

域
と
華

北
地

域
、
山

東
半

島
を
結

ぶ
重

要
な
輸

送
ル

ー
ト
。
数

多
く
の

フ
ェ
リ
ー

が
沿

海
諸

港
を
連

結
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中
国

南
部

の
水

運
と
港

（
1：

11
00

万
）

•
①

長
江

水
系

、
②

京
杭

大
運

河
、

③
珠

江
水

系
は

最
も

重
要

な
河

川
航

路

•
長

江
、
珠

江
、
京

杭
大

運
河

、
長

江
デ

ル
タ
、
珠

江
デ

ル

タ
か

ら
な
る
「
２
横

１
縦

２
網

」
の

河
川

水
運

ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
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長 江 デ ル タ の 地 図
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珠
江

デ
ル

タ
の

地
図
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長
江

主
要

港
間

の
運

航
距

離
（
キ

ロ
）

沿
海

主
要

港
間

の
運

航
距

離
（
キ

ロ
）

•
長

江
お

よ
び

そ
の

主
要

支
流

の
貨

物
輸

送
量

は
全

国
河

川
の

そ
れ

の
約

4割
（
ト
ン
ベ

ー
ス
）
を
占

め
る

•
07

年
の

長
江

本
流

の
貨

物
輸

送
量

は
11

億
ト
ン
に

達
し
（
00

年
に

は
4億

ト
ン
）
、
世

界
最

大
。

2位
の

ミ
シ
シ
ッ
ピ
川

の
約

2倍
。

06
年

度
の

中
国

26
本

の
鉄

道
幹

線
の

貨
物

輸
送

実
績

は
10

.6
億

ト
ン

•
同

年
、
長

江
諸

港
の

貨
物

取
扱

量
は

9.
11

億
ト
ン
、
コ
ン
テ
ナ

取
扱

量
は

55
1.

2万
TE

U
に

達
し
た

主
要

河
川

の
運

航
距

離
（
キ

ロ
）

長
江

本
流

の
コ
ン
テ

ナ
船

は
3～

4千
t(2

00
～

30
0T

EU
積

み
)が

一
般

的
！
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Ⅲ
．
投

資
効

率
が

優
れ

る
水

運
シ
ス
テ
ム

•
第

10
次

5ヶ
年

計
画

期
間

中
、
交

通
運

輸
部

門
に

お
け

る
固

定
資

産
投

資
総

額
の

う
ち
、
水

運
シ
ス
テ
ム

に
向

け
ら
れ

た
の

は
8％

弱
、
ト
ラ
ッ
ク
陸

運
の

そ
れ

の
約

10
分

の
１
、
鉄

道
シ
ス
テ
ム

の
そ

れ
の

６
割

•
し
か

し
、
各

輸
送

モ
ー

ド
の

中
で
、
水

運
の

貨
物

輸
送

量
の

年
平

均
伸

び
率

は
最

も
高

か
っ
た

•
第

9次
５
ヶ
年

計
画

期
間

中
も
、
水

運
シ
ス
テ
ム

へ
の

投
資

は
道

路
、
鉄

道
と
比

べ
て
極

め
て
貧

弱
だ

っ
た

が
、
輸

送
へ

の
貢

献
度

は
大

き
か

っ
た

！

•
同

じ
傾

向
は

06
年

に
お

い
て
も
見

ら
れ

る
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第
10

次
5ヶ

年
計

画
期

間
中

の
貨

物
輸

送
量

の
変

化

4
.4
2

8
0
5

6
3
6
.1
5

6
.5
1

2
.6

1
.8
7

パ
イ
プ
ラ
イ

ン

1
0

0
.0
8

0
.0
5

8
.3
3

0
.0
3

0
.0
2

航
空

1
7
.2
6

4
8
3
1
9
.8
3

2
3
7
3
4
.2

1
1
.6
6

2
0
.8

1
2
.2
4

水
運

6
.3
8

8
4
7
5
.8
1

6
1
2
9
.3
9

4
.4
1

1
3
1
.3
8

1
0
3
.8
8

ト
ラ
ッ
ク

9
.2
5

2
0
7
3
3
.9
5

1
3
3
3
6
.1

1
0
.4
7

2
6
.9
5

1
6
.5
5

鉄
道

1
3
.0
9

7
8
3
3
4
.6
7

4
3
8
8
1
.8

5
.8
6

1
8
1
.7
6

1
3
4
.5
6

総
輸

送
量

年
平

均
伸

び
率

(％
)

2
0
0
5
年

2
0
0
0
年

年
平

均
伸

び
率

(％
)

2
0
0
5 年

2
0
0
0 年

ト
ン
キ

ロ
ベ

ー
ス
輸

送
量

（
億

ト
ン
キ

ロ
）

ト
ン
ベ

ー
ス
輸

送
量

（
億

ト
ン
）

項
目

出
所

：
『
中

国
物

流
年

鑑
』
20

06
年

版
p.

23
0
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20
06

年
度

モ
ー

ド
別

の
投

資
額

と
貨

物
輸

送
量

1
.5
2

2
9
.5

1
3
1
8
.2

1
.5

6
.7

3
.2

n
.a

n
.a

パ
イ
プ
ラ

イ
ン

n
.a

n
.a

n
.a

0
n
.a

n
.a

0
.9

8
5
5
.6
4

都
市

公
共

交
通

0
.1
1

1
9
.5

9
4
.3

0
.0
1
7

1
3
.9

3
4
9
.4
(万

t)
0
.5

4
6
3
.1
4

航
空

6
2
.0
2

8
.5

5
3
9
0
7
.8

1
2

1
1

2
4
.4

1
.1

9
9
4
.7
2

水
運

1
1
.1

1
1

9
6
4
7

7
2

8
.9

1
4
6
.1

6
.7

6
2
7
7
.5
4

ト
ラ
ッ
ク

2
5
.2
6

5
.9

2
1
9
5
4
.2

1
4

7
.1

2
8
.8

2
.2

2
0
3
9
.4
5

鉄
道

分
担

率
(%
)

前
年

比
の

伸
び

率
(％

)

貨
物

輸
送

量
（
ト

ン
キ

ロ
ベ

ー
ス
）

(億
t・
km

)

分
担

率 (％
)

前
年

比
の

伸
び

率
(％

)

貨
物

輸
送

量
（
ト

ン
ベ

ー
ス
）
(億

t）

投
資

総
額

に
占

め
る
割

合
(％

)

固
定

資
産

の
た

め
の

投
資

額
（
億

元
）

ソ
ー

ス
：
『
20

06
年

国
民

経
済

和
社

会
発

展
統

計
公

報
』
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Ⅳ
．

T字
型

水
運

体
系

と
経

済
の

地
理

的
分

布

•
沿

海
航

路
と
長

江
航

路
か

ら
な
る

T字
型

水
運

体
系

の
サ

ー
ビ
ス
範

囲
は

中
国

の
経

済
先

進
地

域
と
重

な
る

•
沿

海
、
沿

長
江

の
19

の
省

・
直

轄
市

の
G

D
P
、
人

口
、
貿

易
額

は
そ

れ
ぞ

れ
全

国
の

８
０

%
、

71
.4

%
、

96
%
を
占

め
る

(0
6年

度
統

計
)

•
長

江
の

沿
岸

地
帯

が
各

省
の

最
も
経

済
活

動
の

活
発

地
域

で
、
産

業
の

集
積

地
で

あ
る

•
沿

長
江

の
大

型
企

業
の

必
要

な
鉄

鉱
石

の
80

%
、
石

油
の

72
%
、
石

炭
の

83
%
は

長
江

水
運

に
依

存

•
05

年
11

月
、
交

通
部

と
沿

長
江

7省
2市

は
共

同
で
「
協

力
し
て
黄

金
水

道
を
建

設
し
、
長

江
流

域
の

経
済

発
展

を
促

進
す

る
」
を
題

と
す

る
シ
ン
ポ

ジ
ウ

ム
を
開

催

•
シ
ン
ポ

ジ
ウ

ム
の

議
論

を
踏

ま
え
て
、

06
年

11
月

に
「
長

江
水

運
発

展
協

調
指

導
チ

ー
ム

」
が

発
足

。
向

こ
う

5年
間

総
額

15
0億

元
を
航

路
改

造
に

投
資

し
、

20
10

年
頃

に
長

江
の

貨
物

輸
送

量
を
現

在
の

2～
3倍

増
を
目

標
に
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•
江

蘇
省

の
沿

長
江

８
市

（
南

京
、

鎮
江

、
揚

州
、
泰

州
、
常

州
、
無

錫
、

蘇
州

、
南

通
）
は

全
省

の
47

.3
%

の
面

積
、

55
.2

%
の

人
口

を
占

め
、

86
.5

%
の

G
D

P
、

95
.8

%
の

対
内

FD
A
額

、
97

.7
%

の
貿

易
額

を
実

現
し
て
い

る

•
同

省
の

長
江

諸
港

の
輸

出
入

貨
物

取
扱

量
と
コ
ン

テ
ナ

貨
物

取
扱

量
は

そ
れ

ぞ
れ

長
江

本
流

全
体

の
約

、
90

%
と

75
%
を
占

め
る
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•
徽

州
商

人
（
徽

商
）
、
徽

州
文

化
を
育

ん
だ

同
省

の
長

江
沿

岸
地

域

•
安

徽
省

の
「
晥

江
経

済
帯

」
は

同
省

の
経

済
中

心
地

•
蕪

湖
（
自

動
車

）
、
馬

鞍
山

（
製

鉄
）
、
銅

陵
（
非

鉄
）
、
安

慶
（
石

油
化

学
）
は

同
省

の
基

幹
産

業
で
あ

る

•
蕪

湖
の

対
岸

の
裕

渓
口

港
は

長
江

の
中

で
最

重
要

な
石

炭
複

合
輸

送
（
鉄

道
→

水
運

）
の

中
継

港
。
年

間
中

継
量

は
約

58
0万

ト
ン
に

上
る
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※
湖

北
省

•
全

省
の

75
％

の
大

中
都

市
は

長
江

・
漢

江
沿

岸
に

集
中

•
全

省
の

90
％

の
石

炭
、

85
％

の
石

油
、

95
％

の
鉄

鉱
石

は
長

江
水

運
に

よ
っ
て
運

ば
れ

て
く
る
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Ⅴ
．
長

江
水

運
の

国
際

化

海
と
の

リ
ン
ケ

ー
ジ
：

「
江

海
聨

運
」
と
「
江

海
直

達
」
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「
江

海
聨

運
」
：
河

/海
連

結
輸

送
の

展
開

•
上

海
港

・
寧

波
ー

舟
山

港
を
ハ

ブ
に

、
長

江
水

系
・
京

杭
大

運
河

な
ど

を
フ
ィ
ー

ダ
ー

と
す

る
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク
。
相

互
依

存
の

関
係

–
06

年
、
長

江
幹

線
が

フ
ィ
ー

ダ
ー

と
し
て
上

海
港

と
の

外
貿

コ
ン
テ
ナ

輸
送

量
は

19
5万

TE
U
、
前

年
比

22
％

増

–
武

漢
で
通

関
し
た

輸
出

貨
物

の
８
割

は
長

江
水

運
→

上
海

港
→

基
幹

航
路

と
い

う
ル

ー
ト
に

–
07

年
、
杭

甬
運

河
（
杭

州
ー

寧
波

）
拡

張
工

事
の

竣
工

に
よ
り
杭

州
か

ら
50

0ト
ン
級

の
船

舶
が

寧
波

港
に

ア
ク
セ

ス
可

能
。
杭

甬
運

河
だ

け
で
な
く
、
京

杭
大

運
河

、
長

江
水

系
、
銭

塘
江

水
系

ま
で
、
寧

波
ー

舟
山

港
と
ネ

ッ
ト
ワ

ー
ク
化

–
輸

入
鉄

鉱
石

の
輸

送
ル

ー
ト
：
大

型
専

用
船

が
北

侖
港

入
港

後
、

1千
～

5千
ト

ン
級

の
海

運
船

舶
に

積
み

替
え
、
長

江
沿

線
の

各
製

鉄
所

へ
運

び
込

む
。
或

い
は

北
倉

港
で

50
0ト

ン
級

の
河

川
船

舶
に

積
み

替
え
、
杭

甬
運

河
、
京

杭
大

運
河

経
由

で
長

江
に

入
る
と
い

う
ル

ー
ト
で
運

ぶ

–
重

慶
か

ら
の

二
輪

車
輸

出
、
蕪

湖
（
奇

瑞
）
か

ら
四

輪
車

輸
出

も
長

江
水

運
に

よ
り
上

海
港

ま
で
運

び
、
そ

れ
か

ら
外

航
船

に
積

載
。
こ
こ
数

年
自

動
車

の
輸

出
は

急
増
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「
江

海
直

達
」
の

動
き
：
外

航
船

社
の

長
江

進
出

•
近

年
、
沿

海
航

路
の

内
航

船
に

加
え
て
、
近

海
航

路
の

外
航

船
は

長
江

の
港

に
寄

港
す

る
動

き
が

活
発

に
な
っ
て
い

る

–
01

年
に

延
べ

1万
隻

の
外

国
籍

海
運

船
舶

が
長

江
の

港
に

寄
港

、
そ

の
数

は
年

々
増

加
す

る
傾

向

–
07

年
、
長

江
本

流
の

港
の

外
貿

貨
物

取
扱

量
1.

14
億

ト
ン
（
前

年
比

19
.5
％

増
）
、

コ
ン
テ
ナ

取
扱

量
55

1.
2T

E
U
（
前

年
比

37
％

増
）

–
中

国
交

通
部

の
推

計
に

よ
れ

ば
、

20
10

年
に

、
長

江
本

流
の

貨
物

運
送

量
は

13
億

ト
ン
に

達
し
、
う
ち
、
輸

出
入

貨
物

が
約

35
%
の

4.
5億

ト
ン
に

の
ぼ

る
と
い

う
。

長
江

諸
港

の
コ
ン
テ
ナ

取
扱

量
は

16
00

万
TE

U
に

達
す

る
見

通
し

–
と
り
わ

け
長

江
下

流
地

域
（
江

蘇
省

な
ど
）
に

輸
出

型
企

業
の

集
積

が
厚

く
、
荷

動
き
（
需

要
）
が

旺
盛

。
07

年
、
億

ト
ン
超

の
14

の
港

の
う
ち
、

3つ
の

河
川

港
は

全
て

江
蘇

省
内

に
あ

る
。
蘇

州
港

は
2億

ト
ン
近

く
に

達
し
、
そ

の
殆

ど
が

輸
出

入
貨

物
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•
世

界
河

川
輸

送
最

大
手

の
中

国
長

江
航

運
集

団
総

公
司

（
長

航
）
は

、
90

年
代

末
か

ら
30

00
~4

00
0ト

ン
級

の
海

運
船

舶
を
導

入
。
長

江
諸

港
か

ら
沿

海
諸

港
ま
で
、
さ
ら
に

遠

洋
ま
で
の

航
路

を
次

々
と
開

設

•
長

期
傭

船
を
含

め
て
現

在
、
同

社
は

10
0隻

余
（
16

0万
積

載
重

量
ト
ン
）
の

外
航

適
格

船
を
運

航
し
、
沿

海
お

よ
び

遠
洋

の
輸

送
量

は
全

体
の

5割
程

度
を
占

め
る
に

至
っ
た

。

「
江

海
直

達
」
輸

送
サ

ー
ビ
ス
は

「
江

海
聨

運
」
サ

ー
ビ
ス
と
並

ん
で
、
同

社
の

主
力

商
品

と
な
っ
て
い

る

•
同

社
は

長
江

、
運

河
、
沿

海
、
遠

洋
の

諸
航

路
輸

送
を
一

体
的

に
行

い
、
荷

主
企

業
に

総
合

的
な
物

流
サ

ー
ビ
ス
を
提

供
す

る
唯

一
の

物
流

企
業

で
あ

る

•
積

み
替

え
無

し
の

河
海

間
直

結
輸

送
は

リ
ー

ド
タ
イ
ム

の
短

縮
な
ど
荷

主
企

業
に

大
き

な
利

便
性

を
与

え
、
強

い
支

持
を
集

め
た

•
80

年
代

に
復

活
し
た

名
門

船
社

の
民

生
公

司
は

長
江

主
要

港
と
沿

海
主

要
港

と
の

間
の

コ
ン
テ
ナ

輸
送

に
注

力
。
保

有
船

腹
は

1万
TE

U
超

「
江

海
直

達
」
の

動
き
：
長

江
の

内
航

船
社

が
海

へ
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民
生

公
司

の
運

航
す

る
主

力
コ
ン
テ
ナ

船
型

、
30

0T
E

U
積

み

総
長

11
2m

、
幅

17
.2
ｍ

、
高

さ
5.

8m
、
喫

水
3.

2ｍ
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Ⅵ
．
長

江
水

運
の

抱
え
る
問

題
点

•
小

型
船

の
過

多
に

よ
る
混

雑
が

頻
発

。
乾

物
バ

ラ
積

み
船

型
の

平
均

サ
イ
ズ

は
40

0ト
ン
以

下
。

10
00

ト
ン
に

引
き
上

げ
る
の

が
当

面
の

目
標

•
上

流
で
は

、
「
三

乱
」
（
①

航
路

に
ゴ
ミ
の

無
法

投
棄

、
②

砂
や

石
の

無
法

採
掘

、
③

小
屋

の
無

法
建

築
）
に

よ
る
航

路
破

壊

•
67

本
の

跨
江

橋
梁

に
よ
る
通

行
制

約
。
と
り
わ

け
南

京
長

江
大

橋
に

よ
る
制

約
が

甚
大

•
マ
ル

チ
モ
ー

ド
・
タ
ー

ミ
ナ

ル
の

未
整

備
に

よ
る
陸

運
（
ト
ラ
ッ
ク
、
鉄

道
）
と
の

接
続

が
円

滑
さ
を
欠

く
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南
京

長
江

大
橋

武
漢

長
江

大
橋

•
南

京
長

江
大

橋
の

最
高

通
航

高
度

は
24

メ
ー

ト
ル

、
幅

15
0メ

ー
ト
ル

•
長

江
に

ア
ク
セ

ス
す

る
外

航
船

の
99

%
は

南
京

以
東

の
港

に
寄

港
す

る
。

•
80

年
代

以
来

、
中

国
政

府
は

数
十

億
元

を
投

じ
て
、
蕪

湖
、
安

慶
、
九

江
、
黄

石
、
武

漢
、
城

陵
磯

、
重

慶
に

整
備

し
た

5千
ト
ン
級

バ
ー

ス
や

コ
ン
テ
ナ

船
バ

ー
ス
に

接
岸

す
る

30
00

ト
ン
級

以
上

の
船

舶
は

少
な
い

。
一

方
、
南

京
以

東
の

港
は

飽
和

状
態

に
達

し
つ

つ
あ

る
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マ
ル

チ
モ
ー

ダ
ル

型
物

流
拠

点
の

モ
デ

ル
ケ

ー
ス
：

北
フ
ラ
ン
ス
の

物
流

団
地

・
「
デ

ル
タ
３
」

•
北

フ
ラ
ン
ス
の

リ
ー

ル
市

の
ド
ゥ
ー

ジ
に

あ
る
物

流
団

地
「
デ

ル
タ
３
」
は

英
仏

海
峡

ト
ン

ネ
ル

と
、
フ
ラ
ン
ス
最

大
港

湾
施

設
で
あ

る
ダ

ン
ケ

ル
ク
港

か
ら
そ

れ
ぞ

れ
10

0キ
ロ
の

位
置

に
あ

る
。
石

炭
跡

地
の

再
開

発
•

投
資

総
額

は
30

0億
ユ

ー
ロ
、

S
N

C
F（

フ
ラ
ン
ス
国

有
鉄

道
や

E
D

F（
フ
ラ
ン
ス
電

力
会

社
）
な
ど
の

企
業

が
55

％
、
ノ
ー

ド
県

や
パ

・
ド
・
カ
レ
ー

県
、
地

元
の

商
工

会
議

所
な
ど

が
45

％
出

資
。

03
年

に
供

用
開

始
•

30
ｈ
ａ
の

敷
地

に
、

34
万

㎡
の

物
流

セ
ン
タ
ー

群
が

稼
動

•
道

路
、
水

路
、
鉄

道
の

３
つ

の
モ
ー

ド
に

よ
っ
て
全

欧
交

通
網

へ
の

リ
ン
ク
が

便
利

–
道

路
：
Ａ

1、
Ａ

21
、
Ａ

26
の

3本
の

高
速

道
路

–
鉄

道
：
施

設
内

に
7本

の
鉄

道
引

込
み

線
が

敷
か

れ
て
お

り
、

1日
最

大
で

40
本

の
貨

物
列

車
の

発
着

が
可

能
–

水
路

：
55

0ｍ
の

バ
ー

ス
を
有

す
る
港

が
あ

り
、
リ
ー

ル
港

を
経

て
、
ダ

ン
ケ

ル
ク
港

、
ロ
ッ
テ

ル
ダ

ム
港

、
ア
ン
ト
ワ

ー
プ
港

な
ど
の

欧
州

主
要

港
と
航

路
で
結

ぶ
。
所

在
地

域
の

ノ
ー

ル
＝

パ
・
ド
・
カ
レ
ー

圏
は

70
0キ

ロ
の

河
川

水
路

網
を
有

し
、
う
ち

20
0キ

ロ
は

大
型

船
の

航
行

も
可

能
–

三
つ

の
モ
ー

ド
を
選

択
で
き
る
た

め
、
事

故
や

自
然

災
害

が
発

生
し
た

際
に

柔
軟

に
対

応
が

可
能

•
内

航
と
鉄

道
の

利
用

を
促

進
す

る
た

め
、
ト
ラ
ッ
ク
一

台
あ

た
り
の

滞
留

時
間

を
30

分
内

に
制

限
•

主
要

な
入

居
企

業
は

ロ
イ
・
マ
ー

リ
ン
（
Ｄ
ＩＹ

大
手

）
、
フ
ナ

ッ
ク
・
エ
ベ

イ
ユ

・
ジ
ュ
ー

（
玩

具
小

売
）
、
ゲ

フ
コ
（
３
Ｐ
Ｌ
）
な
ど
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Ⅶ
．
広

が
り
つ

つ
あ

る
日

系
企

業
の

水
運

利
用

•
長

江
下

流
沿

岸
都

市
（
上

海
、
南

京
、
無

錫
、
常

州
）
に

工
場

を
集

中
し
て
い

る
シ
ャ
ー

プ

–
も
と
も
と
中

国
各

地
の

営
業

所
倉

庫
や

代
理

店
倉

庫
向

け
の

輸
送

は
ト
ラ
ッ
ク
と
鉄

道
を
利

用
し
て
い

た

–
輸

送
コ
ス
ト
や

ス
ケ

ジ
ュ
ー

ル
の

安
定

性
と
い

っ
た

問
題

で
、
ソ

リ
ュ
ー

シ
ョ
ン
を
調

査
・
検

討
し
た

結
果

、
沿

海
内

航
と
長

江
水

運
の

低
廉

さ
、
安

定
さ
に

着
目

–
01

年
頃

か
ら
沿

海
部

都
市

と
長

江
沿

岸
都

市
へ

の
輸

送
を
水

運
に

切
り
替

え
た

。
流

通
在

庫
が

若
干

増
え
た

が
、
コ
ス
ト
減

と
安

定
性

増
の

効
果

が
得

ら
れ

た
と
い

う
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Ⅶ
．
広

が
り
つ

つ
あ

る
日

系
企

業
の

水
運

利
用

•
内

航
海

運
の

利
用

に
よ
り
支

払
物

流
費

の
削

減
に

成
功

し
た

ア
サ

ヒ
ビ
ー

ル
（
中

国
）

–
北

京
、
煙

台
、
青

島
、
杭

州
、
深

圳
に

製
造

拠
点

を
設

立
。
製

品
間

の
水

平
分

業
に

よ
っ
て
、
量

産
効

果
を
得

る
と
と
も
に

フ
ル

ラ
イ

ン
の

商
品

体
制

を
構

築
。
年

間
約

55
万

ト
ン
の

ビ
ー

ル
を
生

産
販

売

–
拠

点
間

の
製

品
相

互
供

給
の

長
距

離
輸

送
は

ト
ラ
ッ
ク
、
鉄

道
を

利
用

し
て
い

た
が

、
02

年
以

降
、
物

流
コ
ス
ト
削

減
の

た
め

に
内

航
海

運
に

シ
フ
ト

–
鮮

度
管

理
と
い

っ
た

点
が

懸
念

さ
れ

た
が

、
台

風
な
ど
の

悪
天

候
に

よ
る
影

響
を
除

い
て
、
安

定
的

な
輸

送
ス
ケ

ジ
ュ
ー

ル
が

組
め

る
と
い

う
。

–
02

年
~0

4年
の

間
、
支

払
物

流
費

の
対

売
上

高
比

率
は

7%
か

ら
5%

に
改

善
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Ⅶ
．
広

が
り
つ

つ
あ

る
日

系
企

業
の

水
運

利
用

•
長

江
水

運
の

可
能

性
を
最

大
限

に
見

出
し
て
、
活

用
す

る
四

川
ト
ヨ
タ

–
生

産
車

種
：
プ
ラ
ド
、
コ
ー

ス
タ
ー

。
販

売
が

良
好

だ
が

、
ロ
ー

カ
ル

調
達

が
困

難

–
部

品
産

業
の

集
積

が
既

に
形

成
し
て
い

る
上

海
地

域
や

天
津

地
域

な
ど
か

ら
の

調
達

や
日

本
か

ら
の

Ｃ
Ｋ
Ｄ
部

品
に

依
存

–
上

海
地

域
か

ら
の

輸
送

モ
ー

ド
は

鉄
道

を
選

ん
で
い

た
が

、
ス
ケ

ジ
ュ
ー

ル
が

不
安

定
な
た

め
、

05
年

か
ら
段

階
的

に
長

江
水

運
に

モ
ー

ダ
ル

シ
フ
ト

–
船

社
（
長

航
、
民

生
）
と
テ
ス
ト
を
繰

り
返

し
、
上

海
港

か
ら
濾

州
港

ま
で
の

輸
送

日
数

は
10

～
12

日
ま
で
短

縮
。
鉄

道
の

平
均

水
準

と
拮

抗
す

る
が

、
ぶ

れ
が

少
な
く
、
ト
レ
ー

ス
も
容

易

215



ブ
ル

ー
線

：
水

運
ル

ー
ト

赤
線

：
ト
ラ
ッ
ク
輸

送
ル

ー
ト

赤
点

：
部

品
メ
ー

カ
ー

の
所

在
地

四
川

ト
ヨ
タ
の

部
品

メ
ー

カ
ー

所
在

地
お

よ
び

部
品

調
達

物
流

ル
ー

ト

日 本

Ｃ
Ｋ
Ｄ
部

品

•
上

海
で
集

荷
・
配

送
セ

ン
タ
ー

を
運

営
し
、
ミ
ル

ク
ラ
ン
方

式
に

よ
り
、
当

該
域

外
の

部
品

メ
ー

カ
ー

か
ら
集

荷
し
て
、
セ

ン
タ
ー

内
で
梱

包
し
て
上

海
港

も
し
く
は

上
海

駅
に

持
ち
込

ん
で
発

送
す

る

•
天

津
地

域
の

セ
ン
タ
ー

か
ら
の

輸
送

は
ま
だ

鉄
道

を
利

用
し
て
い

る
が

、
内

航
海

運
船

で
上

海
ま
で

運
び

、
Ｃ
Ｋ
Ｄ
部

品
お

よ
び

上
海

調
達

品
と
混

載
し
た

う
え
で
、
長

江
水

運
船

に
載

せ
る
と
い

う
方

法
を

検
討

中
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日
産

の
広

州
工

場
お

よ
び

系
列

の
部

品
メ
ー

カ
ー

の
工

場
は

、
河

川
沿

い
の

工
業

団
地

に
立

地

専
用

バ
ー

ス
や

広
々

と
し
た

コ
ン
テ
ナ

ヤ
ー

ド
が

団
地

の
企

画
に

含
ま
れ

る

珠
江

デ
ル

タ
の

河
川

水
運

網
の

利
便

性
を
考

慮
し
た

立
地

戦
略
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Ⅷ
．
日

本
地

方
港

湾
活

性
化

へ
の

イ
ン
プ
リ
ケ

ー
シ
ョ
ン

•
内

航
の

ネ
ッ
ト
ワ

ー
ク
化

と
国

際
化

•
沿

海
フ
ェ
リ
ー

網
や

長
江

航
路

を
視

野
に

入
れ

た
、
中

国
水

運
と
の

幅
広

い
リ
ン
ケ

ー
ジ

–
日

中
両

国
の

産
業

集
積

間
の

分
業

・
協

業
関

係
へ

の
適

応

•
マ
ル

チ
モ
ー

ダ
ル

型
物

流
拠

点
の

整
備

、
一

貫
複

合
輸

送
の

円
滑

化
の

た
め

の
取

り
組

み
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地域自立・活性化調査 第４回 専門研究会の議事要旨 
 

 
日時：平成 20 年 2月 22 日 （金）15：00～17：00 

場所：日本プレスセンタービル ９階 大会議室 

■出席者 

富山大学 経済学部 准教授 李瑞雪 

NPO 法人 総合政策研究会理事長 玉置和宏 

NPO 法人 総合政策研究会常務理事 高松亨 

NPO 法人 総合政策研究会理事 吉原勇 

読売新聞社 論説副委員長 松田英三 

日本郵船株式会社 経営委員 楢岡孝武 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課長 佐々木規雄 

富山県商工労働部立地通商課物流通商班長 河内誠 

事務局 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課 課長補佐 佐川雅悦 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課 石井繁治 

NPO 法人 総合政策研究会監事 本間忠夫 

オブザーバー 

富山県 土木部 港湾空港課 課長補佐 中野聡一郎 

 

■配布資料 

・議事次第 

・出席者名簿 

・座席表 

・「中国大陸における水運産業の発展～利用の拡大とサービスの国際化～」説明資料 

・第３回 専門研究会の議事要旨 

 
■会議内容 

１．開会 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾計画課長 佐々木規雄 

 

２．話題提供 

富山大学 経済学部 准教授 李瑞雪 

・中国大陸における水運産業の発展 

～利用の拡大とサービスの国際化～について 

３．討議（意見交換） 

 

【議事要旨】 
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※ 敬称は省略 
 
高松亨 

中国の経済発展において、中国の内陸と沿岸地域での経済的な地域格差があるように思

われるが、内陸の発展のために、運河を作るなど、中国政府による政策意図があるのか？ 

 

李瑞雪 

中国の北方地域は中国文明の発祥地であり、南方地域より先に発達していた。しかし、

食料の自給率が下がり、北方地域は南方地域に依存せざるを得なくなった。そのため、北

京から杭州までの京杭大運河を作り、南方地域から食料を北方地域に運ぶようになってい

た。 

最近、大運河を見直す動きがある。 

つい最近、中国は 50 年ぶりの大雪が南方地域に降り、鉄道、トラックなどの交通手段が

マヒし、停電を起こした。その理由は、石炭によって発電するシステムになっているため、

鉄道やトラックなどの交通手段がマヒすると石炭の輸送が出来なくなり、停電してしまう

からである。しかし、陽子江の周辺地域は、水運を利用して石炭を輸送したため、停電を

免れた。 

戦争になった場合、中国の沿海地域と北方地域は、真っ先にターゲットとなる地域なの

で、中国の内陸である重慶を近代産業地として整備し、発達させた。現在、重慶は産業蓄

積地になっている。 

 

高松亨 

直行船はどこまで行くのか？ 

 

李瑞雪 

2,000 トン～3,000 トン級の直行船は、武漢まで通る。 

 

高松亨 

海運船舶は外国のどこの船舶と結んでいるのか？ 

 

李瑞雪 

韓国の釜山港、シンガポール港の航路が多い。東南アジアを寄港しながら、シンガポー

ル港に行っている。 

 

高松亨 

雨季、乾季などの季節の影響はあるのか？ 

 

李瑞雪 

洪水時以外は、問題なく通る。 
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高松亨 

日本と結ばれる可能性はあるのか？ 
 
李瑞雪 

以前、日本の船社と結んだことがあるが、うまく行かずに、実現しかった。 
 
楢岡考武 

省によって船会社があるようだが、その実態と船会社の運行形態はどうなのか？ 
 
李瑞雪 

以前は、各省に船会社の支店があり、各支店は地方政府の管轄下にあったが、2000年前
後に地方政府との関係は切られ、本社（COSCO,CHINA SHIPPING）の子会社としてそ
の管轄に入るか、あるいは、完全に民間に売却された。 

 
玉置和宏 

 資料の 8ページの中国の水運の投資額と貨物輸送量は、内航海運も含んでいるのか？ 

 
李瑞雪 

含んでいる。 
 
佐々木規雄 

中国の水運は、我が国の内航海運と同様である。 

中国政府は、水運に対して投資して行こうとする傾向はあるのか？ 

 

李瑞雪 

1980 年代に物流のネットワークを整備するために、高速道路と鉄道に巨大な投資を行っ

ていたが、高速道路の投資効率が良くないことに気が付き、水運に投資するようになった。 

2005 年 11 月、交通部と長江沿岸７省２市は共同で「協力して黄金水道を建設し、長江

流域の経済発展を促進する」ためのシンポジウムを開催した。このシンポジウムを踏まえ

て、2006 年 11 月に「長江水運発展協調指導チーム」が発足され、今後 5 年間、総額 150

億元を航路改造に投資し、2010 年頃には長江の貨物輸送量を現在の 2～3 倍に増加させる

ことが目標である。 

長江水運の課題としては、①船社の集約化、②400 トン以下の船型を 2010 年には 1500

トンにすることである。 

南京市の長江橋の高さの影響で 1,500 トン級の船までしか通行できない。 

  

松田英三 

 大運河を通航できる船の大きさは？ 
 
李瑞雪 
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陽子江から杭州までは、1000トン級の船までが通航できる。 
小さい船が多く、非常に混雑している。 
 
松田英三 

船舶は、閘門のところに引っかかる。閘門は何段階になっているのか？ 
時間はどのぐらいかかるのか？ 
 
李瑞雪 

3段の閘門を使っている。 
 
楢岡考武 

 上海から重慶まで行くのに、山狭ダムに引っかかり、そこには 3 段の閘があるので、2

日位かかるそうである。 

運河を上る時に、船が順番待ちで並んでいるらしい。 

 

李瑞雪 

以前、西の陽子江は物流ルートとして利用価値がないと判断されていたが、最近、利用

価値を認めるようになり、船が通行しやすくするために、カーブを直線にしたり、大きな

石をなくしたりして整備した。 
 
高松亨 

 ほかの輸送手段と比べて水運の輸送費はどうなのか？ 

 

楢岡考武 

名古屋から上海までが 3万円で、上海から成都まで 1,300 ドルで、日本と比べて安い。 

 

李瑞雪 

中国の内航は日本より安い。鉄道に比べて 3割程度安い。 

 

楢岡考武 

アメリカの場合、ミシシッピー川の水運から鉄道に輸送手段が変わった。中国は鉄道か

ら水運に変わるようだが、将来的には鉄道の方が優位になるような気がするが、どうなの

か？ 

 

李瑞雪 

鉄道より、水運の方がずっと安定的で、定時性も優れている。また、鉄道の長さは 7.71

万キロで、河川の長さは 12.34 万キロで、鉄道より長い。 

 

松田英三 

中国は石炭火力が中心であるが、石炭の輸送はどうなっているのか？ 
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李瑞雪 

陽子江に三つの石炭の専用埠頭があり、鉄道と水運が繋がっている。 

石炭の輸送は、水運に 7割程度、依存している。 

 

高松亨 

中国・日本間の貿易量が増えると、中国の内陸の重慶港などと日本の沿岸を結ぶ直航便

の開航の可能性はあるのか？ 

 

李瑞雪 

ぜひ、実現して欲しい。 
中国の産業蓄積地と日本の産業集積地との間の連携が重要になるのではないかと思う。 
 
楢岡考武 

 小規模の船で寄港地が多くなると、採算が合わなくなる。 

日中間の航路の運賃が安すぎる。 

 

吉原勇 

適切な運賃はいくらなのか？  

 

楢岡考武 

TEU 当たりの適切な価格としては、600 ドル～700 ドルである。 

9 割 5 分は中国の船会社が運んでいる。 

 

佐々木規雄 

 次回は富山で開催する。 
（以上） 
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3.5 地域自立・活性化調査 第 5回 専門研究会 
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地域自立・活性化調査 

第５回専門研究会 

 

企画書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

財団法人 港湾空間高度化環境研究センター 
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◆企画書の内容 

 

①専門研究会全体の目的 

②第５回専門研究会の目的 

③開催日時・会場及び案内図 

④メンバー構成（案） 

⑤主なメンバーの略歴 

⑥配席図（案） 

⑦議事次第（案） 

⑧議事シナリオ（案） 
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①専門研究会の目的 

北陸地域国際物流戦略チームでは、わが国と中国や韓国を軸として、活発化

するアジア域内物流に対応させるため、北陸地域の重要な施策に「多様な輸送

経路の構築」を挙げている。 

その実現に向けては、北陸(新潟・富山・石川・福井)と対岸を結ぶ「日本海

横断国際フェリー」の就航が期待されている。 

本調査では、我が国の政策を鋭い視点で積極的に提言している総合政策研究

会のメンバーで構成する本研究会を通じて、最近注目を集めている新潟・韓

国・ロシアを結ぶ国際フェリー(三角航路)の話題について取り上げ、その有効

性と課題について、検討するものである。 

 

 

②第５回専門研究会の目的 

第５回研究会では、はじめに「日本海横断国際フェリー」の安定的就航に向

けて鍵を握る港湾利用者のニーズ・シーズを、共通の認識として理解する目的

で、戦略チームの企業ヒアリングおよびワーキングを通じて北陸地域の企業動

向に精通している東海大学海洋学部・松尾教授から、研究会メンバーに話題を

提供する。同話題を踏まえて、国際フェリーの有効性について討議する。
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③開催日時・会場及び案内図 

日 時：平成 20 年 2 月 29 日（金）15:00 ～ 17:00  

場 所：富山県民会館 3F 特別会議室（304 号室） 

＜所在地：富山市新総曲輪 4番 18 号＞ 
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④メンバー構成（案） 
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⑤主なメンバーの経歴・略歴 

■ 玉置 和宏 （たまき かずひろ） 

○ 経歴 

１９６２年４月  毎日新聞社東京本社入社 

         主に経済記者として大蔵省（現財務省）、外務省、運輸省（現国土

交通省）、経済企画庁（現内閣府）、日本銀行財界（日本経団連、日

本商工会議所）、各産業界を担当。 

１９８２年５月  編集局経済部副部長 

１９８６年１１月 週刊エコノミスト編集長 

１９９０年２月  論説委員 

１９９１年５月  論説副委員長 

２００４年３月  論説室顧問 

２００６年４月  特別顧問（現職） 

２００７年９月  特定非営利活動法人総合政策研究会理事長（現職） 

 

 

○ 現職 

神戸大学大学院経営学研究科講師（０６・４～現在＝財政・税制） 

東洋大学社会学部メディアコミュニケーション学科講師（０７・４～現在＝最新新聞論） 

一橋大学国際・公共政策大学院講師（０７・１０～現在＝特殊講義Ⅰ『国際経済と政治』） 

 

 

■ 高松 亨（たかまつ とおる） 

○ 経歴 

１９７２年 東京都立大学工学部土木工学科卒業 

１９７４年 東京都立大学大学院工学研究科土木工学専攻 修了 

   同年 運輸省入省 

１９９４年 第五港湾建設局清水港工事事務所長 

      東海大学海洋学部非常勤講師（港湾工学 94,95 年度各後期） 

１９９６年 国土庁計画・調整局計画官 

１９９９年 運輸省港湾局開発課長 

２００１年 国土交通省東北地方整備局副局長 

２００２年 （財）港湾空間高度化環境研究センター常務理事 

２００４年 （財）港湾空間高度化環境研究センター専務理事 

２００７年 武蔵工業大学教授に就任、現在に至る。 
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■ 松田 英三 （まつだ えいぞう） 

○ 略歴 

昭和 23 年生まれ。東京大学文学部卒業。昭和 46 年読売新聞社入社。経済部次長、調査

研究本部主任研究員、論説委員を経て、平成 18 年より論説副委員長。 

 

 

■ 吉原 勇 （よしはら いさむ） 

○ 略歴 

1938 年生まれ。中央大学卒業。1964 年毎日新聞入社。東部支局、中部本社報道部、同

経済部、東京本社経済部、同部副部長、大阪本社経済部副部長、経営企画室委員、西

部本社代表室長、不動産企画室長、編集委員を兼任、1994 年退社。同年下野新聞社監

査役､1996 年同社取締役、2002 年退社。同年作新学院大学講師。2004 年総合政策研究

会理事。 

著書は「トヨタ最強の経営」（日本産業出版社）。「日航が立ち上がる日」（日本リクル

ートセンター出版部）。「トヨタ三代の決断」（共著 ビジネス社）。「特命転勤－毎日新

聞を救え」（文藝春秋社） 

 

 

■ 楢岡 孝武 （ならおか たかたけ） 

○ 略歴 

２００３．４ 日本郵船株式会社 経営委員に就任 

２００５．４ ＮＹＫ ＬＩＮＥ ＪＡＰＡＮ の取締役（非常勤）に就任 

現在 東京船舶株式会社 代表取締役社長 （日本郵船の経営委員も兼務） 
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⑥配席図（案） 
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⑦議事次第（案） 
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⑧議事シナリオ（案） 

 

 

236



 

 

237



地域自立・活性化調査 第５回 専門研究会 

 
                  日 時：平成 20年 2月 29 日（金）15:00 ～ 17:00  
                  場 所：富山県民会館 3F 特別会議室（304号室） 

 

 

議 事 次 第 

 

１．開  会 

     挨拶 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾計画課長 佐々木規雄 

 

２．話題提供 

東海大学海洋学部 教授 松尾俊彦 
「国際フェリーと港湾利用企業のニーズ・シーズ」 

       伏木海陸運送株式会社 代表取締役社長 田中清夫 
「伏木富山港と対岸諸国（ロシア）との物流・観光の現状と将来について」 

 

３．討議（意見交換） 

 

４．閉  会 

 

（以 上）  

 

【配布資料】             

・議事次第               

・出席者名簿              

・座席表                

・「国際フェリーと港湾利用企業のニーズ・シーズ」 説明資料 

・「伏木富山港と対岸諸国（ロシア）との物流・観光の現状と将来について」説明資料 

・第４回専門研究会の議事要旨 
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氏　　名

東海大学 海洋学部 教授 松尾　俊彦

理事長 玉置　和宏

常務理事 高松　　亨

理事 吉原　　勇

読売新聞社 論説副委員長 松田　英三

日本郵船株式会社 経営委員 楢岡　孝武

伏木海陸運送株式会社 代表取締役社長 田中　清夫

伏木富山港湾事務所 所長 大釜　達夫

港湾空港部 港湾計画課長 佐々木　規雄

富山県 商工労働部次長 池田　　進

事務局

国土交通省　北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課 課長補佐 佐川　雅悦

富山県 商工労働部立地通商課物流通商班長 河内　　誠

順不同

地域自立・活性化調査

第５回　専門研究会　出席者名簿

所　　　　　　　属

NPO法人 総合政策研究会

国土交通省　北陸地方整備局
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１
）

Ｊ
Ｒ
貨

物
と
国

際
フ
ェ
リ
ー

の
連

携
事

例
（
１
）

上
海
ス
ー
パ
ー
エ
ク
ス
プ
レ
ス

◆
上

海
⇔

博
多

間
を
運

航
（
週

２
便

）
◆

ほ
ぼ

航
空

便
と
同

様
な
ス
ケ

ジ
ュ
ー

ル
を
実

現

航
路

航
路

運
航
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

運
航
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

木
金

土
日

月
火

土

上 海 出 港

博 多 入 港

国 内 輸 送

月
火

水
木

金
土

日

博 多 入 港

東 京 店 舗 配 達

上 海 出 港

【
資

料
】

Ｊ
Ｒ
貨

物
Ｈ
Ｐ
よ
り
作

成

関 東 配 送 セ ン タ ｜ 着

週
末
セ
－
ル

関 東 配 送 セ ン タ ｜ 着
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輸
出

輸
入

Ｊ
Ｒ
貨

物
と
国

際
フ
ェ
リ
ー

の
連

携
事

例
（
２
）

Ｊ
Ｒ
貨

物
と
国

際
フ
ェ
リ
ー

の
連

携
事

例
（
２
）

カ
メ
リ
ア
ラ
イ
ン

2
0
0
4
年
7
月
に
高
速
フ
ェ
リ
ー
を
投
入
す
る
こ
と
と
同
時
に
デ
イ
リ
ー
運
航
化
さ
れ
た
「
カ
メ
リ
ア
ラ
イ
ン
」
と
毎
日
定
時
刻
に
運
行
す
る

鉄
道
を
接
続
す
る
こ
と
に
よ
り
、
毎
日
フ
ラ
イ
ト
が
あ
る
航
空
便
と
並
ぶ
、
利
便
性
の
高
い
サ
ー
ビ
ス
が
実
現
。

フ
ェ
リ
ー
が
毎
日
運
航
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
い
つ
で
も
、
高
速
S
E
A
&
R
A
IL
が
利
用
可
能
。

2
0
0
4
年
7
月
に
高
速
フ
ェ
リ
ー
を
投
入
す
る
こ
と
と
同
時
に
デ
イ
リ
ー
運
航
化
さ
れ
た
「
カ
メ
リ
ア
ラ
イ
ン
」
と
毎
日
定
時
刻
に
運
行
す
る

鉄
道
を
接
続
す
る
こ
と
に
よ
り
、
毎
日
フ
ラ
イ
ト
が
あ
る
航
空
便
と
並
ぶ
、
利
便
性
の
高
い
サ
ー
ビ
ス
が
実
現
。

フ
ェ
リ
ー
が
毎
日
運
航
し
て
い
る
こ
と
か
ら
、
い
つ
で
も
、
高
速
S
E
A
&
R
A
IL
が
利
用
可
能
。

◆
釜

山
⇔

博
多

間
を
デ

イ
リ
ー

運
航

◆
ほ

ぼ
航

空
便

と
同

様
な
ス
ケ

ジ
ュ
ー

ル
を
実

現

航
路

運
航
ス
ケ
ジ
ュ
ー
ル

【
資

料
】

Ｊ
Ｒ
貨

物
Ｈ
Ｐ
よ
り
作

成
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J
R
貨

物
に

と
っ
て
福

岡
・
釜

山
間

の
国

際
一

貫
輸

送
ル

ー
ト
は

、
海

上
ル

ー
ト
の

距
離

は
短

く
陸

上
輸

送
（
鉄

道
）
ル

ー
ト
の

距
離

は
長

い
た

め
、
採

算
的

に
も
と
て
も
魅

力
的

な
ル

ー
ト
で
あ

る
。

そ
の

反
面

、
新

潟
・
ロ
シ
ア
間

に
国

際
フ
ェ
リ
ー

の
ル

ー
ト
が

出
来

て
も
、
新

潟
・
東

京
間

の
区

間
の

距
離

が
短

く
さ
ほ

ど
収

益
に

繋
が

ら
な
い

た
め

、
そ

ん
な
に

魅
力

を
感

じ
な
い

。

Ｊ
Ｒ
貨

物
の

収
益

だ
け

の
問

題
で
は

な
く
、
C
O

2排
出

量
の

削
減

に
貢

献
す

る
も
の

で
あ

り
、
国

家
と
し
て
政

策
（
後

押
し
）
が

必
要

。

JR
貨

物
へ

の
ヒ
ア
リ
ン
グ

21

260



３
．
国
際
フ
ェ
リ
ー
へ
の
追
い
風

261



・
「
物

流
施

策
大

綱
」

（
1
9
9
7
.4
）

・
「
新

総
合

物
流

施
策

大
綱

」
（
2
0
0
1
.7
）

・
「
総

合
物

流
施

策
大

綱
（
2
0
0
5
-
2
0
0
9
）
」

（
2
0
0
5
.1
1
）

「
国

際
物

流
戦

略
チ

ー
ム

」
の

設
置

【
１
】
国

際
物

流
戦

略
チ

ー
ム

の
提

言

23
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最
終

提
言

最
終

提
言

提
言
１
北
陸
地
域
の
国
際
物
流
機
能
の
改
善
・強
化

提
言
２
多
様
な
輸
送
経
路
へ
の
対
応

提
言
３
企
業
の
立
地
促
進
に
向
け
た
取
り
組
み

提
言
４
北
陸
地
域
の
国
際
物
流
機
能
の
利
用
促
進

2-
1

北
東

ア
ジ
ア
と
の

多
様

な
輸

送
モ
ー

ド
の

構
築

3-
1

Ｓ
Ｃ
Ｍ

の
構

築
に

適
し
た

北
陸

地
域

の
企

業
立

地
の

促
進

3-
2

効
率

的
な
企

業
活

動
を
支

援
す

る
た

め
の

タ
ー

ミ
ナ

ル
と
近

隣
地

の
一

体
的

な
利

用

4-
1

地
域

間
・
港

湾
間

連
携

に
よ
る
国

際
物

流
機

能
の

利
用

促
進

4-
2

ＩＴ
を
活

用
し
た

国
際

物
流

機
能

の
利

用
促

進

1-
1

国
際

物
流

機
能

の
強

化
に

よ
る
沖

待
ち
等

の
解

消
1-

2
北

陸
地

域
の

厳
し
い

自
然

条
件

に
負

け
な
い

国
際

物
流

機
能

の
改

善
1-

3
効

率
的

な
集

荷
・
集

配
を
可

能
と
す

る
高

機
能

物
流

セ
ン
タ
ー

の
整

備

263



【
２
】
国

土
形

成
計

画

25

264



第
２
部

分
野

別
施

策
の

基
本

的
方

向

第
４
章

交
通

・
情

報
通

信
体

系
に

関
す

る
基

本
的

な
施

策

第
１
節

総
合

的
な
国

際
交

通
・
情

報
通

信
体

系
の

構
築

（
２
）
東

ア
ジ
ア
と
の

直
接

交
流

の
促

進
に

向
け

た
施

策

265



【
３
】
今

後
の

港
湾

政
策

（
交

通
政

策
審

議
会

答
申

）

27

266



267



268



30

269



31

270



32

271



【
４
】
海

洋
基

本
計

画

33

272



273



274



４
．
企
業
へ
の
ヒ
ア
リ
ン
グ
内
容

275



港
湾

空
港

利
用

者
ワ

ー
キ

ン
グ

参
加

メ
ン
バ

ー
（
予

定
）

港
湾

空
港

利
用

者
ワ

ー
キ

ン
グ

参
加

メ
ン
バ

ー
（
予

定
）

東 部 ブ ロ ッ ク ワ ー キ ン グ

西 部 ブ ロ ッ ク ワ ー キ ン グ

立
場

・
視

点
立

場
・
視

点
機

関
名

機
関

名

コ
ー

デ
ィ
ネ

ー
タ
ー

新
潟

大
学

経
済

学
部

溝
口

准
教

授

荷
役

サ
ー

ビ
ス

㈱
リ
ン
コ
ー

コ
ー

ポ
レ
ー

シ
ョ
ン

〃
㈱

新
潟

国
際

貿
易

タ
ー

ミ
ナ

ル

総
合

物
流

中
越

運
送

㈱

〃
商

船
三

井
ロ
ジ
ス
テ
ィ
ク
ス
㈱

荷
主

（
バ

ル
ク
）

北
越

製
紙

㈱

荷
主

（
コ
ン
テ
ナ

）
㈱

コ
メ
リ

〃
㈱

ク
ラ
レ

〃
信

濃
電

気
製

錬
㈱

〃
長

印
飯

山
中

央
市

場
㈱

〃
昭

和
電

工
㈱

〃
新

光
電

気
工

業
㈱

行
政

北
陸

信
越

運
輸

局

〃
北

陸
地

方
整

備
局

立
場

・
視

点
立

場
・
視

点
機

関
名

機
関

名

コ
ー

デ
ィ
ネ

ー
タ
ー

東
海

大
学

海
洋

学
部

松
尾

教
授

荷
役

サ
ー

ビ
ス

伏
木

海
陸

運
送

㈱

〃
㈱

金
沢

港
運

〃
敦

賀
海

陸
運

輸
㈱

総
合

物
流

ト
ナ

ミ
運

輸
㈱

船
社

等
神

原
汽

船
カ
ン
パ

ニ
ー

荷
主

（
バ

ル
ク
）

中
越

パ
ル

プ
㈱

〃
㈱

ア
イ
・
テ
ッ
ク

〃
㈱

コ
マ
ツ

荷
主

（
コ
ン
テ
ナ

）
Ｙ
Ｋ
Ｋ
㈱

〃
大

京
㈱

〃
津

田
駒

工
業

㈱

〃
㈱

ジ
ャ
ス
ト
コ
ー

ポ
レ
ー

シ
ョ
ン

〃
藤

田
光

学
㈱

行
政

北
陸

信
越

運
輸

局

〃
北

陸
地

方
整

備
局

276
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潜
在

的
な
フ
ェ
リ
ー

貨
物

の
例

潜
在

的
な
フ
ェ
リ
ー

貨
物

の
例

順
位

会
社

名
売
上
高

１
東
京
エ
レ
ク
ト
ロ
ン
㈱

83
4.

2

２
㈱
ア
ル
バ
ッ
ク

80
3.

4

３
大
日
本
ス
ク
リ
ー
ン
製
造
㈱

66
3.

8

４
キ
ャ
ノ
ン
㈱

64
7.

3

５
A

pp
lie

d 
M

at
er

ia
ls
（
米
）

61
1.

4

６
㈱
ニ
コ
ン

57
9.

7

７
㈱
日
立
ﾊ
ｲ
ﾃ
ｸ
ﾉ
ﾛ
ｼ
ﾞ
ｰ
ｽ
ﾞ

42
4.

4

８
㈱
ダ
イ
フ
ク

21
7.

5

９
As

ys
tT

ec
hn

ol
og

ie
s,

 In
c（
米
）

16
2.

3

10
芝
浦
メ
カ
ト
ロ
ニ
ク
ス
㈱

15
8.

0

○
北
陸
地
域
の
主
な
進
出
企
業
（
2
0
0
5
年
以
降
）

資
料
）
「
北
陸
地
域
国
際
物
流
戦
略
チ
ー
ム
」
第
二
回
本
部
会
資
料
（
元
は
新
聞
掲
載
情
報
か
ら
作
成
）【
凡

例
】

：
進

出
企

業
：
主

な
進

出
企

業○
北
陸
製
紙

新
潟
工
場
増
産
（
新
潟
市
）

→
投
資
額

約
5
5
0
億
円

○
北
陸
製
紙

新
潟
工
場
増
産
（
新
潟
市
）

→
投
資
額

約
5
5
0
億
円

○
松
下
電
器

新
工
場
（
魚
津
市
）

→
投
資
額

約
1
,
3
0
0
億
円

○
松
下
電
器

新
工
場
（
魚
津
市
）

→
投
資
額

約
1
,
3
0
0
億
円

○
村
田
製
作
所

新
工
場
（
白
山
市
）

→
投
資
額

約
3
0
0
億
円

→
雇
用
人
数
2
0
0
人

○
村
田
製
作
所

新
工
場
（
白
山
市
）

→
投
資
額

約
3
0
0
億
円

→
雇
用
人
数
2
0
0
人

○
加
賀
東
芝
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス

新
工
場

（
能
美
市
）

→
投
資
額

約
5
5
0
億
円

○
加
賀
東
芝
エ
レ
ク
ト
ロ
ニ
ク
ス

新
工
場

（
能
美
市
）

→
投
資
額

約
5
5
0
億
円

○
巴
川
ﾌｧ
ｲ
ﾝｺ
ｰ
ﾃ
ｨ
ﾝｸ
ﾞ敦
賀
工
場

（
敦
賀
市
）

→
投
資
額

約
6
0
億
円

→
雇
用
人

数
2
0
0
人

○
巴
川
ﾌｧ
ｲ
ﾝｺ
ｰ
ﾃ
ｨ
ﾝｸ
ﾞ敦
賀
工
場

（
敦
賀
市
）

→
投
資
額

約
6
0
億
円

→
雇
用
人

数
2
0
0
人

○
世
界
の
ﾃ
ﾞ
ｨ
ｽ
ﾌ
ﾟ
ﾚ
ｲ
製
造
装
置
ﾒ
ｰ
ｶ
ｰ
上
位
1
0
社

写
真

：
㈱

岩
瀬

運
輸

機
工

Ｈ
Ｐ

（
出

典
）
V

LS
I R

es
ea

rc
h 

In
c（

米
国

）

($
m

illi
on

)
○

産
業

機
械

の
輸

送
に

利
用

さ
れ

る
無

振
動

車
の

例

○
R

oR
o船

に
よ
る
高

速
・
高

品
質

輸
送

の
例

39
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現
在

、
ロ
シ
ア
向

け
に

国
際

Ｒ
Ｏ
Ｒ
Ｏ
航

路
が

あ
る
が

、
中

古
車

市
場

の
伸

び
か

ら
考

え
る

と
、
中

国
や

韓
国

向
け

の
国

際
Ｒ
Ｏ
Ｒ
Ｏ
航

路
の

開
設

も
夢

で
は

な
い

。
Ｒ
Ｏ
Ｒ
Ｏ
を
受

け
入

れ
る
施

設
と
し
て
は

、
万

葉
埠

頭
で
十

分
に

可
能

で
あ

る
。

富
山

・
B
社

（
港

運
業

者
）

急
ぎ
の

貨
物

で
、
下

関
ま
で
車

を
走

ら
せ

関
釜

フ
ェ
リ
ー

を
利

用
す

る
こ
と
が

あ
る
。

中
国

や
韓

国
と
の

フ
ェ
リ
ー

が
週

２
便

あ
れ

ば
、
北

陸
港

湾
に

お
け

る
利

用
が

考
え
ら
れ

る
。

富
山

・
A
社

（
機

械
メ
ー

カ
）

北
陸

３
県

の
中

で
は

金
沢

は
観

光
拠

点
が

た
く
さ
ん

あ
る
こ
と
か

ら
、
観

光
客

の
誘

致
が

で
き
る
の

で
は

な
い

か
と
思

う
。

金
沢

・
C
社

（
港

運
業

者
）

40
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ロ
シ
ア
に

は
、
自

動
車

産
業

が
進

出
し
始

め
て
お

り
、
当

社
の

製
品

で
あ

る
ゴ
ム

の
需

要
が

見
込

め
る
。
ウ

ラ
ジ
オ

ス
ト
ク
な
ど
と
の

航
路

が
で
き
れ

ば
シ
ベ

リ
ア
鉄

道
を
経

由
し
た

輸
送

が
可

能
に

な
る
。
期

待
し
て
い

る
。
た

だ
、
物

量
的

に
１
社

で
は

で
き
な
い

の
で
、
ロ
シ

ア
と
の

輸
出

貨
物

の
あ

る
荷

主
が

必
要

で
あ

る
。

新
潟

・
D
社

（
素

材
加

工
メ
ー

カ
）

ア
ル

ミ
ホ

イ
ー

ル
に

関
し
て
、
ロ
シ
ア
か

ら
輸

入
す

る
話

が
で
て
い

る
も
の

の
、
現

状
で
は

ロ
シ
ア
か

ら
の

輸
入

ル
ー

ト
が

確
立

さ
れ

て
い

な
い

。
輸

入
先

の
工

場
は

、
モ
ス
ク
ワ

の
南

8
0
0
km

に
あ

る
こ
と
か

ら
、
シ
ベ

リ
ア
ラ
ン
ド
ブ
リ
ッ
ジ

の
鉄

道
輸

送
が

利
用

で
き
れ

ば
と
考

え
て
い

る
。
極

東
ロ
シ
ア
か

ら
輸

送
で
き
れ

ば
望

ま
し
い

。

新
潟

・
E
社

（
素

材
加

工
メ
ー

カ
）

極
東

ロ
シ
ア
と
の

航
路

が
必

要
に

な
る
と
思

う
。
北

朝
鮮

が
開

か
れ

れ
ば

中
国

東
北

部
と
も
つ

な
が

り
、
期

待
が

で
き
る
。
シ
ベ

リ
ア
鉄

道
は

将
来

有
望

な
輸

送
ル

ー
ト
に

な
る
。

北
陸

に
は

ロ
シ
ア
か

ら
の

観
光

客
も
き
て
お

り
、
新

潟
が

ロ
シ
ア
や

中
国

と
つ

な
が

り
、

日
本

海
側

の
窓

口
に

な
る
。

新
潟

・
F社

（
素

材
加

工
メ
ー

カ
）

41

280



新
潟

・
G
社

（
金

属
加

工
メ
ー

カ
）

中
国

航
路

が
週

２
～

３
便

程
度

、
安

定
的

に
就

航
す

る
実

績
が

あ
れ

ば
、
鹿

島
港

を
利

用
し
て
い

る
輸

出
コ
ン
テ
ナ

貨
物

を
北

陸
港

湾
に

シ
フ
ト
す

る
こ
と
を
商

社
に

提
案

す
る
こ
と
が

で
き
る
。

対
岸

諸
国

と
の

フ
ェ
リ
ー

や
Ｒ
Ｏ
Ｒ
Ｏ
輸

送
に

関
し
て
、
中

国
東

北
地

方
で
生

産
し
て
い

る
商

品
の

大
連

港
出

港
貨

物
の

切
り
替

え
可

能
性

が
あ

る
。
な
お

、
中

国
東

北
地

方
で
は

、
割

り
箸

や
合

板
を
生

産
し
て
お

り
大

連
経

由
で
輸

入
し
て
い

る
。

新
潟

・
H
社

（
流

通
業

者
）

42
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直
江

津
港

あ
た

り
か

ら
フ
ェ
リ
ー

航
路

が
あ

れ
ば

使
い

た
い

と
考

え
る
。
そ

の
際

、
条

件
と
し
て
週

3
便

は
必

要
で
あ

る
。

長
野

・
Ｊ
社

（
メ
ー

カ
）

中
国

と
の

輸
送

手
段

と
し
て
、
リ
ー

ド
タ
イ
ム

の
短

い
フ
ェ
リ
ー

、
Ｒ
Ｏ
Ｒ
Ｏ
船

は
非

常
に

よ
い

。
航

路
と
し
て
、
直

江
津

－
釜

山
、
大

連
を
希

望
す

る
。

も
し
輸

出
を
開

始
す

る
と
し
た

場
合

、
当

初
は

、
各

週
2
0
ft
隔

週
1
本

程
度

の
利

用
で

徐
々

に
増

や
し
て
い

き
、
週

に
4
0
ft
2
本

ま
で
を
想

定
す

る
。
中

国
と
の

航
路

は
北

京
の

近
く
の

港
湾

（
天

津
）
が

望
ま
し
い

。

長
野

・
Ｉ
社

（
食

品
メ
ー

カ
）

敦
賀

港
と
釜

山
港

・
台

中
港

を
結

ぶ
（
短

日
数

で
）
フ
ェ
リ
ー

が
あ

れ
ば

、
4
0
フ
ィ
ー

ト
H
ig
h

C
u
be

コ
ン
テ
ナ

の
輸

送
を
検

討
で
き
る
。

滋
賀

・
Ｋ
社

（
ガ

ラ
ス
メ
ー

カ
）
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北
東

ア
ジ
ア
と
の

間
に

就
航

し
て
い

る
国

際
フ
ェ
リ
ー

は
、
輸

送
距

離
が

短
い

こ
と
か

ら
、

A
IR
と
比

べ
て
も
遜

色
が

な
く
、
コ
ス
ト
を
考

え
て
も
非

常
に

魅
力

的
で
あ

る
。

東
京

・
Ｍ

社
（
総

合
物

流
業

者
）

食
品

の
ホ

ッ
ト
デ

リ
バ

リ
ー

サ
ー

ビ
ス
（
Ｈ
Ｄ
Ｓ
）
の

需
要

は
多

く
あ

る
が

、
鉄

道
コ
ン
テ
ナ

（
5
t）
を
効

率
的

に
扱

え
る
Ｒ
Ｏ
Ｒ
Ｏ
船

が
効

果
的

で
あ

る
。
ト
レ
ー

ラ
ー

に
積

載
し
た

ま
ま

航
走

し
、
港

に
到

着
後

、
夜

中
、
消

費
地

に
向

か
っ
て
走

り
、
翌

朝
に

は
到

着
す

る
。

こ
の

Ｈ
Ｄ
Ｓ
は

通
常

の
コ
ン
テ
ナ

船
よ
り
輸

送
料

金
が

高
い

も
の

の
、
Ａ
ｉｒ
よ
り
安

い
こ
と
が

、
荷

主
に

対
す

る
セ

ー
ル

ス
ポ

イ
ン
ト
で
あ

る
。

東
京

・
Ｌ
社

（
船

社
）

北
東

ア
ジ
ア
と
の

間
に

就
航

し
て
い

る
国

際
フ
ェ
リ
ー

は
、
輸

送
距

離
が

短
い

こ
と
か

ら
、

A
IR
と
比

べ
て
も
遜

色
が

な
く
、
コ
ス
ト
を
考

え
て
も
非

常
に

魅
力

的
で
あ

る
。

東
京

・
Ｎ
社

（
船

社
）
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★
国

際
フ
ェ
リ
ー

の
課

題

・
便

数
の

問
題

（
週

２
～

３
便

は
必

要
か

）

・
鉄

道
と
の

リ
ン
ク
（
国

内
は

も
と
よ
り
S
L
B
も
含

め
て
）

・
観

光
客

の
利

用

・
上

海
・
台

湾
や

南
ア
ジ
ア
航

路
の

希
望

も
多

い

・
Ａ
ｉｒ
と
の

比
較
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北
陸

地
域

に
国

際
フ
ェ
リ
ー

や
Ｒ
Ｏ
Ｒ
Ｏ
船

の
航

路
が

で
き
て
も
、
紙

は
急

ぐ
貨

物
で
は

な
い

こ
と
か

ら
、
利

用
す

る
こ
と
は

な
い

と
考

え
る
。

富
山

・
Ｑ
社

（
製

紙
メ
ー

カ
）

★
利

用
に

懐
疑

的
な
意

見

ロ
シ
ア
、
韓

国
（
束

草
）
、
新

潟
を
結

ぶ
フ
ェ
リ
ー

が
敦

賀
港

に
寄

港
す

る
よ
う
に

な
っ
た

場
合

で
も
、
当

社
の

物
流

に
は

関
係

が
な
い

。
敦

賀
港

に
上

海
港

と
を
結

ぶ
フ
ェ
リ
ー

や
Ｒ
Ｏ
Ｒ
Ｏ
船

の
直

行
便

が
あ

れ
ば

、
敦

賀
港

を
利

用
す

る
考

え
が

あ
る
。

福
井

・
Ｐ
社

（
め

が
ね

メ
ー

カ
）

三
角

航
路

な
ど
新

潟
港

に
お

け
る
フ
ェ
リ
ー

に
関

し
て
は

、
人

が
ど
れ

ぐ
ら
い

利
用

す
る

の
か

、
貨

物
運

賃
に

競
争

力
が

あ
る
の

か
疑

問
で
あ

る
。
九

州
の

よ
う
に

対
岸

と
近

け
れ

ば
問

題
は

な
い

が
、
北

陸
の

よ
う
に

対
岸

と
距

離
が

あ
る
と
、
時

間
を
か

け
て
ど
れ

だ
け

の
人

が
利

用
す

る
か

不
明

で
あ

る
。

新
潟

・
Ｒ
社

（
港

運
業

者
）

46
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47

５
．
ま
と
め
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48

★
国

際
フ
ェ
リ
ー

の
役

割

①
中

国
・
ロ
シ
ア
の

内
陸

部
と
の

物
流

を
考

え
る
な
ら
一

貫
輸

送
は

重
要

で
、

そ
れ

を
支

え
る
フ
ェ
リ
ー

や
Ｒ
Ｏ
Ｒ
Ｏ
船

は
最

適
な
船

型

②
シ
ー

ム
レ
ス
・
ア
ジ
ア
の

形
成

に
は

国
際

フ
ェ
リ
ー

・
R
O
R
O
船

が
重

要

（
た

だ
し
、
シ
ャ
ー

シ
の

共
通

化
は

必
要

）

③
環

境
問

題
は

重
要

で
Ｓ
ｅ
ａ
＆

Ｒ
ａ
ｉｌ
の

構
築

は
国

策

④
国

際
フ
ェ
リ
ー

は
観

光
立

国
に

も
貢

献

⑤
海

洋
基

本
法

（
第

2
0
条

海
上

輸
送

の
確

保
）
に

も
大

い
に

関
連

す
る
と
こ
ろ
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地域自立・活性化調査 第５回 専門研究会の議事要旨 
 

 
日時：平成 20 年 2月 29 日 （金）15：00～17：00 

場所：富山県民会館 3 階 特別会議室（304 号室） 

■出席者 

東海大学 海洋学部 教授 松尾俊彦 

NPO 法人 総合政策研究会理事長 玉置和宏 

NPO 法人 総合政策研究会常務理事 高松亨 

NPO 法人 総合政策研究会理事 吉原勇 

読売新聞社 論説副委員長 松田英三 

日本郵船株式会社 経営委員 楢岡孝武 

伏木海陸運送株式会社 代表取締役社長 田中清夫 

国土交通省 北陸地方整備局 伏木富山港湾事務所 所長 大釜達夫 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課長 佐々木規雄 

富山県商工労働部 次長 池田進 

事務局 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課 課長補佐 佐川雅悦 

富山県商工労働部 立地通商課 物流通商班長 河内誠 

 

■配布資料 

・ 議事次第 

・ 出席者名簿 

・ 座席表 

・ 「国際フェリーと港湾利用企業のニーズ・シーズ」説明資料（松尾俊彦） 

・ 「平成 19 年分 伏木税関支署管内貿易概況」大阪税関伏木税関支署 

・ 「Regular International Passengers and Cargo Line Vladivostok-Fushiki by M/V 

《RUS》」 

・ 「350 万分 1 環日本海諸国図」富山県・（財）日本地図センター 

・ 第 4回 専門研究会の議事要旨 

・ 日本海横断国際フェリーシンポジウム in NIIGATA（開催結果・議事要旨） 

 
■会議内容 

１．開会 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾計画課長 佐々木規雄 

 

２．話題提供 

２．１ 東海大学 海洋学部 教授 松尾俊彦 

   「国際フェリーと港湾利用企業のニーズ・シーズ」 
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［概要］ 

（１）国内フェリーの選択モデルと港湾 

 構内フェリー航路の可能性に関するモデル式を作成して検討すると、新たな 10 航路の可

能性が導き出される。また、CO2排出量削減を目指すモーダルシフトの要請からも、フェリ

ー航路の新設が要請される。 

（２）国際フェリーの意義 

 国際フェリーの利点としては、①高品質な輸送サービスの提供 ②環境問題への対応 

が挙げられるが、②については、JR 貨物を活用した Sea & Rail 方式を国として後押しす

ることが望まれる。 

（３）国際フェリーへの追い風 

 「国際物流戦略チームの提言（北陸地整）」、「国土形成計画（国交省国土計画局）」、「今

後の港湾政策（交通政策審議会）」「海洋基本計画（首相官邸総合海洋政策本部）」で国際フ

ェリーの増設が提言されている。 

（４）企業へのヒヤリング 

 北陸・関東地方の企業には、国際フェリー貨物が潜在しているが、一部に懐疑的意見も

ある。 

（５）まとめ 

 国際フェリーは、シームレス・アジアの形成、観光立国、海上輸送の確保、環境問題（Sea 

& Rail）のために重要である。そのためには、シャーシの共通化が必要である。 

 

２．２ 伏木海陸運送株式会社 代表取締役社長 田中清夫 

   「伏木富山港と対岸諸国（ロシア）との物流・観光の現状と将来について」 

［概要］ 

・ 伏木富山港は、北東アジアに対する日本の表玄関である。 

・ 東海北陸自動車道が 2008 年 4 月に開通すると、中部圏と北東アジアが結び付く。 

・ 伏木税関支署の貿易概況統計（平成 19 年度）を見ると、ロシア・中国・韓国 3 カ国と

の貿易は重要である。 

・ ロシアへの中古車輸出が伸びている。2007 年の伏木税関支署からの輸出台数は 149,909

台であり、全国の 34.0%を占めている。ただし、木材輸入は不安定である。 

・ 伏木富山港における対ロシアのコンテナ定期船は月 1便、定期貨客船（フェリー“ルー

シー号”）は週 1便、RO-RO 船は毎日、来ている。 

・ ルーシー号により、2007 年には 7,719 人が来日し、7,500 人が離日した。ほとんどがロ

シア人である。 

・ 対岸貿易は拡大の趨勢にある。 

・ 黒竜江省が国際フェリー航路に対して関心を示している。 

・ 対岸諸国から日本へ観光客を誘致したい。 

・ Sea & Rail によるモーダルシフトの推進のためには、JR 貨物㈱の支援、伏木富山駅の

改修が必要である。 

 

３．討議（意見交換） 
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【議事要旨】 

※ 敬称は省略 
 
高松亨 

 地域活性化を進めた時の苦労話を田中社長にお話いただきたい。 

 

田中清夫 

 ルーシー号も、かつては携帯品として中古自動車を積む程度だった。今は、ロシア人に

とって日本が“あこがれの地”になっており、ロシア人が日本へ来たがっている。 

 数年前、伏木海陸運送㈱がウラジオストクの旅行業者とタイアップし、伏木海陸運送㈱

がビザの発給を引き受けるようにした。それ以来、ロシア人旅行者が増えた。彼らは、バ

スで東京やディズニーランドへ観光に行き、3 日後、あるいは、次の船で帰国する。帰国

の際、中古自動車を買って帰る。中古自動車と言っても、平均価格 65 万円／台もする。伏

木富山港に客船ターミナルがないのが問題であり、改善の要がある。ルーシー号は 340 台 

しか積めないので、それ以上になると、伴走の RO-RO 船を走らせる。 

 中古車輸出の将来については、分からない。将来は新車輸出になるのか、あるいは、サ

ンクトペテルブルグで製造した新車を使用することになるのかも知れない。 

 ザルビノ港（トロイツァ港）から在来定期船のカラ船が中古自動車を積みに来る。これ

らは、シベリア鉄道と接続しており、鉄道枠を持っている。2007 年のことだが、日本へ来

る時、黒竜江省からの貨物を積み込もうとしたが、ロシア国境を通過できなかった。 

 ロシアの旅行業者は積極的であり、「ビザを取ってくれれば、客を集める」と言っている。 

 中古車輸出を手がけているのはロシア人・パキスタン人が多く、日本人は 1割である。

パキスタン人は、世界的ネットワークを持っている。 

 シャーシの共通化の課題は、車検や保険など、日本側の問題である。 

 

楢岡考武 

 ヨーロッパでは、自動車が国境を越える時、国ごとにナンバープレートを付けなければ

ならず、規制は厳しい。 

 

佐々木規雄 

 日本で走行する時は、日本のナンバープレートを付ければ良いのではないか。 

 

松田英三 

 日本の港には、自動車を扱うスペースがないのではないか。CIQ は可能だろうか。 

 

田中清夫 

 伏木港の万葉埠頭には、広い土地がある。 

 

池田進 
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 客船に対しては、CIQ 体制の整備が必要である。現状では、人員が不足している。 

 

佐々木規雄 

 ターミナル施設整備を港湾管理者だけでなく、より広く協力体制を考えたい。 

 

楢岡考武 

 今後、韓国人観光客が増えるのではないか。将来の観光客を呼ぶ戦略を考えたらどうか。 

 将来、中古自動車の輸出はなくなるのではないか。 

 

田中清夫 

 国際フェリーが定着したら、SLB への接続やモーダルシフトの推進など、次の戦略を考

えたい。 

 ロシアについては、ロシア極東は鉱物資源が豊富だが、産業の中心はモスクワにある。 

 将来、日本からロシア極東へ新車を供給することも有り得るのではないか。 

 

楢岡考武 

 トヨタは、自動車を名古屋港から出すこととしている。このルートを変えさせるのは難

しいのではないか。 

 

高松亨 

 自動車部品の SLB 利用による輸送構想については、宮城県知事と秋田県知事が協力して

いる。 

 

田中清夫 

 SLB 利用による輸送構想は、CO2排出量削減の問題がポイントである。 

 

佐々木規雄 

 富山県としては、対岸諸国との交流について、どのように考えているか。 

 

池田進 

 富山県にとっても、外人観光客の誘致が課題である。 

 現在、富山空港から上海・大連・ソウル・ウラジオストクへ定期航空便が就航している。 

 今、韓国・台湾がターゲットとなっており、小松空港～台北定期航空便の話も出ている。 

 これまで、ロシア人観光客はターゲットになっていなかった。これから力を入れてゆき

たい。取り敢えずは、台湾をターゲットとしたい。 

 企業誘致については、高速道路のインターチェンジ、港との距離、CO2排出量問題が課題

となる。 

 SLB 利用輸送については、トヨタも富山ルートを研究していると聞いている。 

 

佐々木規雄 
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 韓国への国際フェリー就航も考えられる。フェリー貨物は、電子機器・液晶パネルなど、

高付加価値貨物である。 

 

田中清夫 

 一般に、高付加価値貨物はエアカーゴとなり、安い貨物はコンテナカーゴとなる。 

 博多港・下関港は釜山港に近いと言う利点があるが、北陸の港湾は難しいのではないか。

貨物の確保が大事である。 

 出来ることなら、輸入はファーストポート、輸出はファイナルポートが望ましい。 

 

高松亨 

 旅客は片荷にならないので、ベースカーゴになるのではないか。 

 

田中清夫 

 その通りだ。 

 

玉置和宏 

 データを見ると、日本の貨物のモーダルシフトは進んでいないのではないか。モーダル

シフトについては、自動車会社が社会的責任を、より真剣に考えるべきである。ヨーロッ

パでは、鉄道を大事にしていると思うが、どうか。 

 

松尾俊彦 

 ヨーロッパでも、鉄道のトンキロは少なくて、約 10%である。他方、米国では東西を結

ぶ輸送距離が長いので、鉄道利用率が高い。日本では、規制をかけなければ鉄道利用は増

えないで、トラック利用が続くであろう。ただし、トラック運転手の確保が問題となろう。 

 JR 貨物㈱は各旅客鉄道会社から線路を借用しているので、線路の確保が難しい。 

 

田中清夫 

 日本でモーダルシフトを推進するためには、船舶の利用が大事である。一方、高速道路

の無料化を進められたら、海運にとっては大変なことになる。 

 

玉置和宏 

 ロシア経済は石油高騰の恩恵を受けている。ロシア経済の発展に伴う富裕層の増加など、

日本もその成果を受け止めるべきである。石油価格が 5割上がると、鉄道にとっては追い

風になると思うが、どうか。 

 

松尾 俊彦 

 日本の場合、JR 貨物㈱は線路容量が足りない。鉄道のトンキロは、それほど増えていな

い。関東・関西地方で鉄道へのモーダルシフトが進めば効果的であるが、関東～関西の線

路容量は満杯なので、なかなかうまく行かない。特に、名古屋付近が混雑してボトルネッ

クになっている。 
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松田英三 

 JR 東海㈱は、通勤時に線路が混雑するので、貨物を嫌っている。一方、ヨーロッパのフ

ェリーを見ると、乗用車を多く載せている。 

 

佐々木規雄 

 名古屋でも、自動車メーカーに関わる意識の高い人が努力すれば状況が変わるのではな

いか。 

 

玉置和宏 

 自動車メーカーは、以前、排ガスが問題になった時は、社会的責任を自覚して行動した。

今は、やや意識が退化しているようだが、社会的責任を一層、自覚して欲しい。 

 

佐々木規雄 

 今後は、「環境に優しい輸送」を考えて行きたい。 

 

高松亨 

 今後、日本国内の輸送量は増加しない。増えるのは貿易貨物である。とすれば、増分と

なる貿易へのアクセス輸送について、「環境に優しい輸送」を考えるべきである。 

 

佐々木規雄 

 日本海沿岸では、コンテナ貨物の伸びが船腹を上回っているが、増分については「環境

に優しい輸送」を考えて行きたい。 

 

玉置和宏 

 ところで、伏木港の万葉埠頭は、何時、完成するのか。 

 

大釜達夫 

 今、3バースは完成しているが、計画中の残りの 2バースについては、10 年以内の完成

は難しい。 

 

玉置和宏 

 コンテナ貨物についてはどうか。 

 

大釜達夫 

 現状で 10 万 TEU まで取扱い可能であるが、さらに増加すると想定し、最重点課題として

整備を進める予定である。 

 

田中清夫 

 ルーシー号は、かつて万葉埠頭に接岸していたが、冬場の静穏度の関係から、今は接岸
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バースを内港へ変更している。 

 

佐々木規雄 

 議論はつきないが、今回はこれで終了する。 
（以上） 
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3.6 地域自立・活性化調査 第 6回 専門研究会 
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地域自立・活性化調査 

第６回専門研究会 

 

企画書 

 

 

 

 

 

 

 

 

 
 

財団法人 港湾空間高度化環境研究センター 
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◆企画書の内容 
 
①専門研究会全体の目的 
②第６回専門研究会の目的 
③開催日時・会場及び案内図 
④メンバー構成（案） 
⑤主なメンバーの略歴 
⑥配席図（案） 
⑦議事次第（案） 
⑧政策提言（案） 
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①専門研究会の目的 
北陸地域国際物流戦略チームでは、わが国と中国や韓国を軸として、活発化

するアジア域内物流に対応させるため、北陸地域の重要な施策に「多様な輸送

経路の構築」を挙げている。 
その実現に向けては、北陸(新潟・富山・石川・福井)と対岸を結ぶ「日本海
横断国際フェリー」の就航が期待されている。 
本調査では、我が国の政策を鋭い視点で積極的に提言している総合政策研究

会のメンバーで構成する本研究会を通じて、最近注目を集めている新潟・韓

国・ロシアを結ぶ国際フェリー(三角航路)の話題について取り上げ、その有効
性と課題について、検討するものである。 

 
 

②第２回専門研究会の目的 
第６回研究会では、これまで行った第１回～第５回研究会や有識者懇談会お

よびシンポジウムでの話題や討議内容を踏まえて作成した「政策提言（案）」

について、専門研究会メンバーからのご意見を伺うと共に、今後の取りまとめ

方針の決定することを目的とする。。 
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③開催日時・会場及び案内図 
日 時：平成 20年 3月 7 日（金）15:00 ～ 17:00 （予定） 
場 所：日本プレスセンタービル 9階 小会議室 

＜所在地：東京都千代田区内幸町２－２－１＞ 
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④メンバー構成（案） 
 

氏　　名

理事長 玉置　和宏

常務理事 高松　　亨

理事 吉原　　勇

読売新聞社 論説副委員長 松田　英三

エフシージー総合研究所 編集委員 縣　　忠明

日本郵船株式会社 経営委員 楢岡　孝武

国土交通省　北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課長 佐々木　規雄

事務局

港湾空港部 港湾計画課 課長補佐 佐川　雅悦

港湾空港部 港湾計画課 係長 竹内　　悟

財団法人　ＷＡＶＥ 情報研究部長兼政策・計画研究部長 加藤　久晶

NPO法人 総合政策研究会 監事 本間　忠夫

所　　　　　　　属

NPO法人 総合政策研究会

国土交通省　北陸地方整備局

 

313



⑤主なメンバーの経歴・略歴 
■ 玉置 和宏 （たまき かずひろ） 
○ 経歴 
１９６２年４月  毎日新聞社東京本社入社 
         主に経済記者として大蔵省（現財務省）、外務省、運輸省（現国土

交通省）、経済企画庁（現内閣府）、日本銀行財界（日本経団連、日

本商工会議所）、各産業界を担当。 
１９８２年５月  編集局経済部副部長 
１９８６年１１月 週刊エコノミスト編集長 
１９９０年２月  論説委員 
１９９１年５月  論説副委員長 
２００４年３月  論説室顧問 
２００６年４月  特別顧問（現職） 
２００７年９月  特定非営利活動法人総合政策研究会理事長（現職） 
 

○ 現職 
神戸大学大学院経営学研究科講師（０６・４～現在＝財政・税制） 
東洋大学社会学部メディアコミュニケーション学科講師（０７・４～現在＝最新新聞論） 
一橋大学国際・公共政策大学院講師（０７・１０～現在＝特殊講義Ⅰ『国際経済と政治』） 
 
 

■ 高松 亨（たかまつ とおる） 
○ 経歴 
１９７２年 東京都立大学工学部土木工学科卒業 
１９７４年 東京都立大学大学院工学研究科土木工学専攻 修了 
   同年 運輸省入省 
１９９４年 第五港湾建設局清水港工事事務所長 
      東海大学海洋学部非常勤講師（港湾工学 94,95年度各後期） 
１９９６年 国土庁計画・調整局計画官 
１９９９年 運輸省港湾局開発課長 
２００１年 国土交通省東北地方整備局副局長 
２００２年 （財）港湾空間高度化環境研究センター常務理事 
２００４年 （財）港湾空間高度化環境研究センター専務理事 
２００７年 武蔵工業大学教授に就任、現在に至る。 
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■ 松田 英三 （まつだ えいぞう） 
○ 略歴 
昭和 23年生まれ。東京大学文学部卒業。昭和 46年読売新聞社入社。経済部次長、調査
研究本部主任研究員、論説委員を経て、平成 18年より論説副委員長。 
 
 

■ 縣 忠明 （あがた ただあき） 
○ 略歴 

1946年長野県生まれ。1970年に産経新聞社入社。宇都宮、新潟などの支局勤務。夕刊
フジに出向（政治担当）。1990年に産経新聞政治部（自民党、官邸キャップなどを担当）。
長野支局次長（長野五輪担当）と長野支局長（同）。1999年に編集局編集委員（地方、
選挙担当）。2002年に地方部長。2004年に論説委員（内政担当）。2006年に論説委員
兼（株）エフシージー総合研究所情報調査部編集委員。2007年にエフシージー総合研
究所専任となり、産経新聞は客員論説委員になる。 
 
 

■ 吉原 勇 （よしはら いさむ） 
○ 略歴 

1938年生まれ。中央大学卒業。1964年毎日新聞入社。東部支局、中部本社報道部、同
経済部、東京本社経済部、同部副部長、大阪本社経済部副部長、経営企画室委員、西

部本社代表室長、不動産企画室長、編集委員を兼任、1994年退社。同年下野新聞社監
査役､1996年同社取締役、2002年退社。同年作新学院大学講師。2004年総合政策研究
会理事。 
著書は「トヨタ最強の経営」（日本産業出版社）。「日航が立ち上がる日」（日本リクル

ートセンター出版部）。「トヨタ三代の決断」（共著 ビジネス社）。「特命転勤－毎日新

聞を救え」（文藝春秋社） 
 
 

■ 楢岡 孝武 （ならおか たかたけ） 
○ 略歴 
２００３．４ 日本郵船株式会社 経営委員に就任 
２００５．４ ＮＹＫ ＬＩＮＥ ＪＡＰＡＮ の取締役（非常勤）に就任 
現在 東京船舶株式会社 代表取締役社長 （日本郵船の経営委員も兼務） 
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⑥配席図（案） 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

ＮＰＯ法人
総合政策研究会

監事

本間 忠夫

出
入

口
出

入
口

国土交通省
北陸地方整備局
港湾空港部
港湾計画課
課長補佐

佐川 雅悦

日経広告研究所
主席研究員

森野 美徳

国土交通省
北陸地方整備局
港湾空港部
港湾計画課長

佐々木 規雄

読売新聞社
論説副委員長

松田 英三

ＮＰＯ法人
総合政策研究会

理事長

玉置 和宏

ＮＰＯ法人
総合政策研究会
常務理事

高松 亨

ＮＰＯ法人
総合政策研究会

理事

吉原 勇

日本郵船株式会社
経営委員

楢岡 孝武

エフシージー
総合研究所
編集委員

縣 忠明

財団法人 WAVE
情報研究部長
兼政策･計画
研究部長

加藤 久晶
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⑦議事次第（案） 
 

地域自立・活性化調査 第６回 専門研究会 

 
                  日 時：平成 20年 3月 7 日（金）15:00 ～ 17:00
                  場 所：日本プレスセンタービル 9階 大会議室 

＜開催場所所在地：東京都千代田区内幸町２－２－１＞

 

議 事 次 第 

 

１．開  会 

     挨拶 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾計画課長 佐々木規雄 

 

２．討議（意見交換） 

      政策提言の内容について 

 

３．閉  会 

（以 上）

 

【配布資料】             

・議事次第               

・出席者名簿              

・座席表                

・政策提言（案） 

・第１回～第５回専門研究会の議事要旨  
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⑧政策提言（案） 
 

日本海を物流の動脈にせよ 
      日中韓ロ四カ国国際フェリー就航を梃子に 

 
 江戸時代から明治の中ごろまでは北前船が行き交い栄えていた日本海沿岸は、鉄道

の開通とともに勢いを失い、とくに第二次世界大戦後対岸との交易が寂れてから停滞を

続けていた。｢裏日本｣と呼ばれ、どちらかというと陽の当たらない地域というイメージ

があったがどうやら再浮上する時が近づきつつあるようだ。原油高を背景にロシアの購

買力が急速に高まっているほか中国東北部の経済が明るさを増し、対岸貿易が伸びてい

るからである。このため北陸地区の都市や港湾は他の港湾を尻目に快進撃を続けている。 
 例えば新潟港の二〇〇六年の国際コンテナ取扱量をみると十六万三千八百九十八

ＴＥＵ（二十フィートコンテナ一個を基準とする単位)で前年比四％増となり、全国の
第十位に上がってきている。一九九五年には十四位だったから、確実に上昇傾向にある。

この間の新潟港のコンテナ取扱量は四・五倍であり、全国平均の一・五倍を大きく上回

っている。 
 伏木富山港もほぼ同じ傾向を示している。同港の二〇〇六年の国際コンテナ取扱量

は六万千八百二十一ＴＥＵで前年比一〇・八％増。この取扱量は十年前の二・八五倍で

ある。同港の特色はロシア航路を持っていることであり、近年、ロシア向け中古車輸出

が急増していることが輸出の伸びに大きく貢献している。伏木税関支署によると二〇〇

七年の実績は十六万五千台、金額は千六十二億円で前年比七〇・九％増である。 
 両港とも二〇〇七年の後半からサブプライム問題や日本国内の住宅着工の落ち込

みでやや伸び悩んでいるもののロシアとの貿易は好調で、最近はチューリップ、りんご、

イチゴ、梨などがロシアに輸出され、高値で取引されているという。チューリップはオ

ランダ産と競合関係にあるが、オランダ産は二、三日しか持たないが日本産は一週間経

っても鮮度が落ちないとして好評を博している。 
 ここ数年の日本経済は驚異的な成長を続ける中国に引っ張られる形で上昇してき

た。「産業の米」といわれる粗鋼生産量をみると、オイルショックがあった一九七三年

から一九九九年まで、世界全体でもほぼ七億トンで推移していた。ところが二〇〇〇年

から二〇〇一年にかけて八億トン台に乗せ、二〇〇二年には九億トンに達した。二〇〇

四年には十億トンを超え、二〇〇六年には十二億トン、二〇〇七年は十三億トンを記録

している。この全てが中国の増産の影響である。一九九〇年代後半に一億トンの大台に

乗せた中国は、二〇〇三年には二億トンを突破、二〇〇五年には三億五千万トンとなり、

二〇〇七年はとうとう四億八千九百万トンを達成した。長らくトップを維持したことが

ある日本の年産は約一億二千万トンだから、途方もない量を生産していることがわかる。
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そこには四億トンを超える鉄鉱石など膨大な資源が吸い込まれ、生産された消費財が世

界中に輸出されている。 
鉄だけでなくあらゆる基幹産業を育成し力を蓄えた中国は、安い人件費を梃子にして

世界中から資本と技術を導入、世界の工場として成長し始めた。東南アジア諸国から必

用資材や部品を調達する一方、日本との間では複雑な工程間分業体制を築きつつある。 
例えば、いくつかの初歩的な工程は労賃の安い国でこなし、精密さを要請されている

工程は日本で行い、それを中国に集めて組み立てる、といった具合である。なかには日

本に二度持ち込んで作業をこなすケースもあるといわれる。 
かつてわが国の家電メーカーは完成品を中国に輸出、高いブランド力を誇っていた。

ところが現在、ブランド力を保持している企業は少なくなり、多くが中国のメーカーに

重要部品を供給する部品メーカーになっているのである。 
日本の自動車メーカーだけはまだ独自の方式を貫いている。トヨタの場合、これまで

エンジン、変速機など主要部品は国内で生産、海外の工場に輸送して組み立てる方式を

とっていたが、二〇〇五年からガソリンエンジンはインドネシア、ディーゼルエンジン

はタイ、変速機はインドでそれぞれ集中生産、海外工場間で部品をやりとりする方式に

改めた。中国での現地生産もこの方式に準じているが、日本からの輸送がやや多い。ア

ジアの港湾機能の進化がそうした戦略を可能にしたのである。その結果、あらゆる段階

でのジャスト・イン・タイム化が図られ、物流経費は一〇％削減できたという。国内の

雇用を優先し、エンジンなどの主要部品は日本国内で生産するという基本姿勢を貫いて

きたトヨタだが、世界で生き残るため最新のＳＣＭ（サプライ・チェーン・マネージメ

ント)を取り入れたのである。 
急速に発展している中国南部や沿海部に比べやや取り残されているのが東北部の遼

寧、黒竜江、吉林の三省である。大連という港を擁し重化学工業も発達している遼寧省

はともかく、黒竜江、吉林両省には約六千五百万人が暮らしているが、一人当たりＧＮ

Ｐは中国全土の平均の五分の一にすぎないといわれている。 
国連開発計画（ＵＮＤＰ）はこうした状況を打破するとともに北朝鮮の経済発展にも

つながるとして一九九〇年台のはじめ「豆満江(中国では図們江)地域開発計画」をつく
り、中国、ロシア、北朝鮮、韓国、モンゴルの五カ国が調印、参加した。この計画は、

北朝鮮の羅津、先鋒両港の港湾施設を整備し、北朝鮮、中国東北部、ロシアの豆満江流

域一帯の経済のボトムアップを図るのが狙いだった。この計画に沿って中国は豆満江北

岸の琿春(フエチュン)を国境開放都市に指定、琿春辺境経済合作区として外資の導入を
進めた。その結果、韓国や日本企業が進出、生産も軌道に乗り始め、急ピッチで経済成

長中である。 
けれども北朝鮮は、核開発問題で国際的に孤立、日本との間での拉致問題が影響した

のか豆満江開発には非常に消極的でその後北朝鮮の道路・港湾整備計画は進展していな

い。国連開発計画は二〇〇五年、権限を計画に賛成した五カ国に譲って手を引いた格好
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になっている。そこで琿春への進出企業は製品の輸出ルートに頭を悩ませているのが実

情という。 
問題は、中国東北部の玄関口が大連港しかないことである。このため大連港は大混雑

しており、沖待ちが多い。しかも春先には霧がたちこめ荷役作業が出来ないことがある。

仮に日本企業が琿春から大連まで千六百キロを陸送し、日本にコンテナ輸送すると七日

から十一日かかるという。日本海を利用できるとすればそれが二、三日ででき、運賃も

三割から四割下がるとみられている。 
そこで急にクローズアップされているのが北朝鮮、中国との国境に近いロシアの港ト

ロイツァ(旧ザルビノ)活用案である。トロイツァから中国の国境まで二十キロメートル
足らずで、琿春までは七十キロメートルである。港は水深八・五メートルから十メート

ルで一万トンクラスの船も接岸でき、羅津港の代わりとして十分使える。しかも舗装道

路がある。このルートが開設できれば関係国にとってはメリットが大きい。とくに中国

東北部、ロシア極東地区、日本の北陸はそれぞれの国のなかで格差が問題になっている

地域だけに意義がある。 
交流促進の突破口を開こうとしているのが新潟からトロイツァを回って韓国の束草

(ソクチョ)を経由、新潟に帰ってくる三角国際フェリー航路の新設計画である。新潟の
関係者は当初、日本の船会社に就航を要請したがいずれも難色を示し、結局韓国の船会

社になった経緯がある。既に韓国、ロシア、中国、日本の四カ国の関係者は共同出資に

よる会社、「北東アジアフェリー」を設立することで合意、現在手続き中で、年内には

運航を開始する予定である。 
「北東アジアフェリー」の資本金は三百万ドルで出資比率は韓国五一％、ロシア一

七％、中国、日本各一六％と決定、韓国の五一％の中には地方自治体である束草(ソク
チョ)市の一〇％、江原道の一〇％が含まれている。社長には現在束草-―トロイツァ間
のフェリーを運航している韓国企業、東春航運社長の白晟昊(ベク ソンホ)氏が就任す
る。 
 ロシア側の拠点となるトロイツァの一帯は八世紀から十世紀にかけて繁栄した渤

海国の「日本道」といわれたところで、日本に船出する使節や交易船が出発したポシェ

ット港に近い。渤海国からは約二百年の間に三十四回も使節が来日、日本からも十数回

派遣されている。古の交易ルートが千年ぶりに復活しようとしているのだ。 
 韓国側の拠点、束草は三十八度線のやや北に位置しているが、朝鮮戦争以後韓国が

支配する地域になっている。きれいな砂浜の海水浴場に加えて温泉があり、朝鮮半島の

名山のひとつの雪岳山の登山口でもあるため最近韓国有数のリゾート地として急発展、

近代的都市になっている。そうしたことからこのフェリー航路は観光にも役立つと期待

されている。 
こうした動きに拍車を駆けると思われるのが、現在国土交通省を中心に関係省庁の間

で策定中の「国土形成計画」である。五次にわたった全国総合開発計画を引き継ぐもの
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で、現在全国計画がほぼまとまり、広域地方計画の策定に移る段階にあるが、この計画

の戦略的目標が「シームレスアジア」であるといわれている。 
すなわちアジア各国は国境も地理的障害もすべて克服し、シームレス状態で協力関係

を築き上げるよう努力しようというわけである。そうなると地理的に大陸に近い日本海

側の地域にチャンスが訪れることはいうまでもない。 
中国は南部や沿海部の賃金がかなり上昇してきたことや、格差是正、産業の適正配分

という観点から今後東北部での産業育成に力を注ぐと予想されている。既にトヨタは吉

林省に新しい自動車組立工場を建設する意向を固めたといわれている。加えてロシアは

その豊かなエネルギー資源を北東アジア回廊に振り向ける用意があるという。 
現在わが国の外国貿易のうち、日本海側の港湾を経由するものの比率は五％程度とい

われている。しかし「シームレスアジア」が進展すれば劇的に変化する可能性があるの

である。三地域の交流が深まれば北陸は大躍進が見込めるわけで、十年後のコンテナ貨

物の取扱量は最低でも一・九倍、場合によっては九・四倍になるという予測もある(図) 
わが国はこの動きに備えなくてはならない。日本海側の発展性に目を向け、日本経済

全体を成長軌道に乗せることを模索しなければならない。 
 そこでわれわれは以下の提言を行う。 

  

提言一  港湾施設のハード、ソフト面での拡充を急げ 

 
 新潟港のコンテナバースは年間十二万ＴＥＵの取扱いを前提に設計されたといわ

れている。ところが二〇〇六年で既に十六万ＴＥＵを上回る貨物を扱うまでになってい

る。施設の不足は明らかであり、二〇〇六年の場合年間で六十九回の沖待ちが発生、五

十五時間も待たされた船があったという。 
 伏木富山港については、一バースに一ガントリークレーンしかないためコンテナ処

理が追いつかず、沖待ちはもちろんコンテナの積み残しも発生している。同港ではバル

ク対応の一般岸壁も容量が不足しており、一般貨物船の原材料の荷役が間に合わず、や

はり沖待ち状態が恒常化している。 
 政府は現在、東京湾、伊勢湾、大阪湾の各港をスーパー中枢港湾に指定、設備の増

強を図っているが、「シームレスアジア」を実現していくためには、日本海側の港湾の

拡充も必要である。今後十年で日本海側の貨物は少なくとも倍増、場合によっては三倍

にも四倍にもなるという計算で計画を立てるべきであろう。 
新潟港については既にもう一バース増設する計画があるというが、これは早期に着工

する必要がある。そのうえでさらに増強する余地を残しておかなくてはならない。伏木

富山港ではガントリークレーンを増設するほか万葉埠頭の充実を図っているが、もっと

スピードアップすべきである。 
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日本海側の港湾の特徴は、いずれも道路や鉄道との結節が容易なことである。これか

らの物流はＣＯ２の排出量を最小にし、コストも節減できるモーダルシフトを取り入れ

なければならないが、日本海側港湾にはそうした効率性を実現できる余地が残っている

のである。それを考慮して増強計画を進めてもらいたい。 
同時にソフト面での充実も図るべきである。世界の海運業界では常識とされているコ

ンテナ・ターミナルの二十四時間対応、通関その他の手続きのシングル・ウインドー化、

きめ細かなターミナルサービスといった条件を整えなくてはならない。 
 

提言二 北陸広域ブロックで物流の効率化を図れ 

 
現在策定中の国土形成計画は「シームレスアジア」をひとつの政策目標に掲げる模様

であるが、そうなると北陸地方の役割は現在と比較にならないほど大きくなると思われ

る。また国土形成計画は、広域ブロックごとに独自性のある広域地方計画を策定するよ

う求めるという。北陸にとってはチャンスの到来といえる。 
最大の課題は物流問題である。対岸貿易の拡大に備えてきちんとしたインフラを整備

する必要があるからである。港湾については提言一のとおりだが、厳しい財政事情のな

かで実現は容易ではない。そこで港湾間の広域連携が必要となる。日本の港湾は現在、

国が作った施設、設備を含め、都道府県や政令指定都市などの地方自治体を中心にした

港湾管理者が運営にあたっている。そうしてそれぞれが営業活動を行い、施設利用料も

独自に設定している。このため近くの港でも連携した行動はみられず港湾ごとにばらつ

きがあり、結果としてコストアップにつながっている。物流コストの低減が国家間競争

の一大テーマになっているだけに、このやり方では非効率である。 
好調が続いている北陸の港湾をみても、新潟港は輸出よりも輸入がかなり多いから空

コンテナが発生、貨物を入れないまま送り返すことがしばしばある。伏木富山港は輸出

入のバランスがよいからその心配はないが、北陸全体の港を視野にいれて考えるともっ

と効率的運用方法があるはずである。 
また各港湾はその後背地や歴史的背景、地理的条件などによりそれぞれ特色を持って

いる。その特色を活かしながら、国家として、地域として真に必要な港の整備をどこで

どう実現していくか、お互いにどう連携していくかなどを検討すべきである。 
北陸の港湾の長所はいずれも鉄道とつながっているか、つなぐことが容易なことであ

る。そうした整備をおこなったうえで、港湾、鉄道、空港などの交通インフラとの一体

運営はできないか、政府はこれまで以上に前面に出て知恵をしぼり計画を構築していか

なければならない。同時にどのような管理運営を行うか、民間ノウハウを最大限に活用

する仕組みなどについても研究すべきである。 
物流問題を重視しているシンガポールは、港湾、空港、道路、鉄道を一体で運営して
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いる。欧米にも港湾だけでなく道路、鉄道を一括管理する「ポート・オーソリティー」

を置いているところがかなりある。わが国もこれらを見習い、複数の港湾、鉄道、空港

などの交通インフラの一体運営を、これからの飛躍が期待できる北陸でまず実現すべき

である。 
 

提言三 北東アジアフェリーを推進しよう 

 
 日本とロシア、中国、韓国を結ぶ新しい国際フェリー「北東アジアフェリー」の就

航は、四カ国の関係に新たな一ページを刻むものとして注目される。最大のメリットは

中国東北部の人たちに日本への門戸を開くことができる、という事実である。かつて満

州国という日本と特殊な関係にあったこの地域の人々は、未だに貧困から抜け出せない

ままである。 
そこに日本への通路が開ければ事情は変わってくるはずであり、仮にトヨタが吉林省

に新工場を建設することになれば、そのもたらす効果は大きい。 
 国際フェリーの特徴は目的地まで直行するから定時制があること、手続きが比較的

簡単であること、貨物を車に積んだまま運べること、などである。しかしわが国の国際

フェリーは西日本に偏在しており、ほとんどが韓国や中国南部への航路である。日本海

での航路は伏木富山―ウラジオストックがある程度。以前は秋田とロシアのポシェット

の間で就航していたが、現在は中止されている。 
新潟―トロイツァー束草-―新潟の三角航路は、よくよく考えると採算的にもメリット
のある航路と言えるかも知れない。新潟からトロイツァまでは最近急増しているロシア

向けの輸出貨物を積み、トロイツァからは中国東北部で作られたアパレル製品などの軽

工業品を韓国、日本に運んでくる。効率的運航ができると思われる。 
ただ関係者が懸念しているのは、中国とロシア国境でロシア側税関が機敏に対応して

くれるだろうか、という問題と、北朝鮮が突如国策を変更、国際社会に復帰して羅津港

が使えるようになった場合、トロイツァ航路はどうなるのかということである。 
税関の問題は、密入出国者を厳しく取り締まるというロシア政府の方針があるため、

担当官次第で貨物が滞る恐れがあるのは避けられない。そこでトロイツァ港の横に関係

国による人工の国際港湾を建設、中国国境から専用道路を敷設する構想も浮上している。 
北朝鮮の政策変更については、確かに羅津―琿春間は四十八キロしかなく、トロイツ

ァ―琿春より二十キロ以上短いから関係者が心配するのも無理はない。北朝鮮の国際社

会復帰は世界平和のためにも望ましいことであり、一日も早くそうなることを期待した

い。ところがこれまでの同国の外交姿勢をみるとそれは容易ではない。また仮に北朝鮮

が国際社会に復帰したとしても、道路舗装などのインフラ整備に時間がかかり、羅津―

琿春路線がフル稼働するのは当分先だと思われる。 
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トロイツァ航路がそれまでに顧客を開拓しておけば、それほど心配する必要はないだ

ろう。しかもトロイツァ航路にはシベリア鉄道を経由して欧州に物資を運ぶという大き

な需要が期待できるのである。トヨタと日産、スズキが競争するように建設しているサ

ンクトペテルブルグの自動車工場も、そうした需要を拡大することになるだろう。 
北東アジアフェリーが一日も早く就航し、その航路をいつまでも継続できるよう、北

陸に住む人たちだけでなく、後背地にあたる首都圏、関東一円の人たち、そして関係す

る諸官庁は全力で支援すべきではないだろうか。それは日本海を利用した物流の動きを

活発化させ、ひいては北朝鮮の国際社会への復帰を促す起爆剤にもなると思われる。 
 

提言四 観光資源の開発に力を注げ 

 
 今回開設される北東アジアフェリーの航路は観光開発にも大きく貢献すると思われ

る。国際フェリー航路というのはお互いの国の文化、伝統、人間性、言語、地形などにつ

いての理解を深めるのに役立つといわれている。観光を売り出すにはうってつけの乗り物

なのだ。わが国は現在、二〇一〇年までに訪日旅客を一千万人にするのを目標にビジッ

ト・ジャパン政策を展開、海外からの観光客誘致に取り組んでいる。新航路は政府の政策

にも沿っている。 
 しかしわが国のフェリー発着場はどこを見ても観光客を迎え入れる施設にはなって

いない。フェリー発着場は表玄関であることを意識し、魅力あるものにしなくてはならな

い。ウラジオストック港のフェリー岸壁では、フェリーが到着するたびに華やかな歓迎風

景が繰り広げられるという。できるならばそうした施設にしてもらいたい。 
新潟にはこのところロシアからのスキー客がしばしば訪れるようになってきた。シベリ

アよりも雪質がよく、起伏もあって滑り易いからだという。日本を訪れる観光客の大半は

東京を最終目的地にしているようである。しかしその前後に北陸のリゾート地で二、三日

ゆっくりしてもらえば、より日本への理解が深まるはずである。 
韓国の束草はいまや韓国随一のリゾート地として韓国人の憧れの的といわれている。シ

ーズンにはソウルからの道路は渋滞で身動きできないといわれるほど、人気スポットにな

っている。日本人にも親しみやすい町とされており、現在は日本での知名度は低いがいず

れ脚光を浴びると思われる。 
トロイツァについては、渤海国の遺跡の調査が次第に進んでおり、観光地化される可能

性がある。また中国側に入れば長白山(韓国では白頭山)観光ができる。中国政府はこの長
白山観光を大々的に売り出す方針といわれ、魅力的な観光ルートになるとみられる。 
 いずれにせよフェリーの定期航路が開通すれば、日中韓ロ間の観光客は飛躍的にふえ

ると期待できる。 
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提言五 ＣＯ２排出を最小にする交通網のモデルをつくれ 

 
いま世界の国々はＣＯ２の排出量をどうやって減らし、運輸部門での物流コストをど

うやって引き下げるか知恵を絞っている。そのひとつの答えが、道路だけに頼るのでは

なく鉄道の活用と内航海運の利用である。いわゆるモーダルシフトへの積極的取り組み

とスピーディーな処理が求められているのである。 
シームレスアジアの進展は、太平洋側に偏在している工場から日本海側に大量の貨物

が移動する流れを生むと予想される。北陸の諸港湾は、その動きに備えて態勢を整えな

くてはならない。 
その点、北陸の諸港湾はそうした機能を備えるうえで極めて恵まれている。先にも述

べたように、伏木富山港には鉄道の引込み線が入っているし、新潟港はかつて存在した

引込み線の路床が残っており鉄道再敷設は容易である。また高速道路網は二〇〇八年夏

の東海北陸自動車道の完成でほぼネックが解消する。港湾と高速道路との結節も問題は

ない。 
課題は鉄道輸送である。貨物輸送の主役であるはずのＪＲ貨物は、自前の線路を持た

ないからＪＲ東日本、ＪＲ東海、ＪＲ西日本などから線路を借りて列車を走らせなけれ

ばならないのである。従って旅客の多い時間帯は利用しにくいという事情がある。また

ＪＲ貨物には世界の主流となっている四十フィートコンテナを積める車両は全国で四

千両しかない。通貨できないトンネルもいくつかある。 
港湾と港湾を連携させる内航フィーダー輸送やバージによるコンテナ横もち輸送も

活発化させなければならない。ただ内航については、割高な運賃の是正など手をつけな

ければならない課題がたくさんある。 
 こうした問題をひとつひとつ解決したうえで、ＣＯ２排出量の少ない輸送方法、コス

トの安い輸送方法を検証、最適な方式を確立すべきである。 
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地域自立・活性化調査 第６回 専門研究会 

 
                  日 時：平成 20年 3月 7 日（金）15:00 ～ 17:00  
                  場 所：日本プレスセンタービル 9階 大会議室 

＜開催場所所在地：東京都千代田区内幸町２－２－１＞ 

 

議 事 次 第 

 

１．開  会 

     挨拶 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾計画課長 佐々木規雄 

 

２．討議（意見交換） 

      政策提言の内容について 

 

３．閉  会 

 

（以 上）  

 

【配布資料】             

・議事次第               

・出席者名簿              

・座席表                

・政策提言（案） 

・第１回～第５回専門研究会の議事要旨 
 

326



氏　　名

理事長 玉置　和宏

常務理事 高松　　亨

理事 吉原　　勇

読売新聞社 論説副委員長 松田　英三

エフシージー総合研究所 編集委員 縣　　忠明

日本郵船株式会社 経営委員 楢岡　孝武

国土交通省　北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課長 佐々木　規雄

事務局

港湾空港部 港湾計画課 課長補佐 佐川　雅悦

港湾空港部 港湾計画課 係長 竹内　　悟

財団法人　ＷＡＶＥ 情報研究部長兼政策・計画研究部長 加藤　久晶

NPO法人 総合政策研究会 監事 本間　忠夫

順不同

地域自立・活性化調査

第６回　専門研究会　出席者名簿

所　　　　　　　属

NPO法人 総合政策研究会

国土交通省　北陸地方整備局
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地域自立・活性化調査 第６回 専門研究会の議事要旨 
 

 
日時：平成 20 年 3 月 7日 （金）15：00～17：00 

場所：日本プレスセンタービル 9 階 大会議室 

■ 出席者 

NPO 法人 総合政策研究会理事長 玉置和宏 

NPO 法人 総合政策研究会常務理事 高松亨 

NPO 法人 総合政策研究会理事 吉原勇 

読売新聞社 論説副委員長 松田英三 

エフシージー総合研究所 編集委員 懸忠明 

日本郵船株式会社 経営委員 楢岡孝武 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課長 佐々木規雄 

事務局 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課 課長補佐 佐川雅悦 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾空港部 港湾計画課 係長 竹内雅悦 

財団法人 WAVE 情報研究部長兼政策・計画研究部長 加藤久晶 

NPO 法人 総合政策研究会 幹事 本間忠夫 

 

■配布資料 

・ 議事次第 

・ 出席者名簿 

・ 座席表 

・ 政策提言（案） 

・ 第１回～第 5回 専門研究会の議事要旨 

 
■会議内容 

１．開会 

挨拶 

国土交通省 北陸地方整備局 港湾計画課長 佐々木規雄 

 

２．討議（意見交換） 

  政策提言の内容について 

 

 

【議事要旨】 

※ 敬称は省略 
 

佐々木規雄 
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最後の研究会になる。 
原さんに政策提言をして頂くが、皆様から政策提言についてのご意見を頂きたい。 

 
吉原勇 

まとめてきた政策提言は、以下の通りである。皆様のご意見を頂きたい。 

提言１としては、港湾施設のハード、ソフト面での拡充を行くがなければならない。 

提言２としては、北東アジア・フェリーを推進しなければならない。 

提言３としては、観光資源の開発に力を注がなければならない。 

提言 4としては、国際標準の物流が可能な交通網を備えなければならない。 

提言５としては、港湾の管理運営を広域化しなければならない。 

 

楢岡孝武 

日本の外航船社に三角航路の要請をしたと記しているが、どちらの外航船社に要請した

のか？私の知る限り、そういった要請はなかったように思われる。また、45ft のコンテナ

が世界標準としていると記しているが、これは国内輸送を指しているのか？それとも対外

輸送を指しているのか？ 

 

吉原勇 

海外の 45ft のコンテナを国内に持ってきた場合、国内で輸送できるようにするという意

味である。 

 

楢岡孝武 

アメリカでは、アメリカ国内において 45ft コンテナ輸送は一般的であるが、海上コンテ

ナとして 45ft コンテナは少ない。45ft コンテナを入れている所は、上海、マニラーであ

る。日本、イギリスは入れていなく、ヨーロッパも殆ど入れていない。その理由としては、

船会社は、船のスペースが減るので、45ft コンテナを嫌がる。また、45ft コンテナは、限

られている所しか通らない。 

現在、海上コンテナとして主流になっているのは、40ft コンテナと 49ft 背高（ハイキ

ュブ）コンテナである。しかし、40ft 背高コンテナも低台車ではないと運送できないし、

船に積んだ場合でも、20ft コンテナや 40ft コンテナを積んでから、最後に積むようにな

る。まだ、余分なスペースを使うようになるので、あまり好まない。 

環境問題を考慮するのであれば、40ft コンテナを 2本シャーシーに繋げて走る方法のほ

うがむしろ良いのではないかと思う。最近、たまに見かける。 

60 トンの車が走り始めていると記しているが、トラックの重さの制限があり、24 トンま

でである。アメリカの場合、トラックの重さが 24 トンを超えるとペナルティーがかかる。 

アメリカにおいて州によっては、24 トンのトラックまでしか走れない。60 トンのトラッ

クが走るためには、警察への通報、時間の制限など様々な条件を満たさなければならない。

大概は、夜間に走ることが多い。 

 

吉原勇 
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何故 24 トンが規制の基準なのか？ 

 

楢岡孝武 

恐らく、橋や道路の安全性に関わると思う。 

 

吉原勇 

道路の強度によるものであろう。 

 

懸忠明 

45ft コンテナは、標準化されているのか？ 

 

佐々木規雄 

規格としては、標準化されている。 

 

懸忠明 

北米と中国においては、45ft コンテナが半分以上を占めていると聞いている。 

 

楢岡孝武 

そうではない。北米、中国においても 45ft コンテナは少ない。 

 

高松亨 

45ft コンテナの世界市場占有率は、４～５％程度である。また、40ft のハイキュブのコ

ンテナが世界市場占有率では、最も高いと言われている。45ft のコンテナが世界標準であ

るという前提は、修正した方が良いと思う。 

 

懸忠明 

日本において国土交通省の港湾審議会において、45ft に対してインプラ整備をしようと

いう計画があり、世界の流れとして 45ft が普及する可能性はあると思う。 

45ft コンテナの利用は、主にスーパー中枢港湾を中心に考えていると思う。新潟港や富

山港は、近距離の航路が主流なので、まだ、45ft は使わないと思う。 

 

楢岡孝武 

韓国は 45ft を入れている。全く受け付けていないのは、日本である。 

 

佐々木規雄 

港湾審議会の主旨は、45ft のコンテナが日本に入っていないが、世界で徐徐に入ってく

るとしたら、港に 45ft のコンテナが入ってきた場合、少なくとも日本の玄関口である東京

港や大阪港では、受け入れられる体制を作って置こうとすることである。 
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楢岡孝武 

メーカーさんが在庫を持ちたくないというサプライ・チェーン・マネジメントが主流で

ある。45ft コンテナで大量に物を輸送しない。しかし、CO２削減など環境問題からすれば、

逆風するかもしれない。 

 

懸忠明 

モーダル・シフトの面で、今後鉄道はかなり利用されるのではないかと思う。 

 

楢岡孝武 

鉄道はハンドリングが遅いことや旅客線が走っていない時に貨物を運ぶため、貨物が後

回しにされるなど、荷主からはあまり反響が良くない。 

 

高松亨 

ヨーロッパ地域はコンテナターミナルから直接鉄道に繋がるようになっている。 

国際標準と CO２削減は非常に重要な問題なので、これらを二本立てにし、鉄道の事を考

えるべきなのではないかと思う。 

 

懸忠明 

スーパー中枢港湾は鉄道が過密していて無理かもしれないが、新潟港などは今後良いモ

デルになるかも知れない。バースだけではなく道路や鉄道も含めたトータル的なインフラ

整備が良いと思う。 

 

高松亨 

港だけではなく物流全般に関わる全てを入れて総合的な観点から考えるべきだと思う。 

 

吉原勇 

物流を考えた場合、道路も鉄道も変えるべきだと思う。 

 

楢岡孝武 

海上コンテナを自由に運べるようなレールにするという事は、大変な投資額が必要にな

る。日本にある港を全て国際港にするという考え方から来ているが、レールを敷くよりも、

ハブ港を利用したほうが CO2削減に繋がるのではないかと思う。 

余計に港を作りすぎている感じがする。 

 

佐々木規雄 

内港の問題が難しい。 

港が多すぎるという批判は、確かにある。 

 

吉原勇 

国際フェリーの就航のための出資金の払い込みは、終わったのか？ 
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佐々木規雄 

まだ、中国側が終わっていない。 

 

松田英三 

中国とロシアの国境の通関は、トップダウンになればうまく行くと思う。 

 

佐々木規雄 

貨物が集まれば、中国もロシアも体制を作ると言っている。 

 

高松亨 

フェリーは、とこに着くのか？ 

 

佐々木規雄 

西港に着く。貨物の上げ降ろしをするスペースがないので、拡充する必要がある。 

 

高松亨 

方法はあるのか？ 

 

佐々木規雄 

古い小屋があるので、何とか少しは作れると思うが足りない。 

 

懸忠明 

西港で旅客を下ろして、東港に行って貨物を下ろすという方法はどうか？ 

 

佐々木規雄 

そういう意見もあったが、そうすると、東港までの貨物を持っていくと横持ち費用が

20,000 万円ほどかかり、船会社が望まない。 

 

高松亨 

フェリーの場合は、貨物と人流と両方があり、両方とも充実させる事が難しい。 

 

佐々木規雄 

国際フェリーになると通関などの問題があり、国内フェリーに比べて難しい面がある。 

 

松田英三 

地方自治体は専門性をもつ人材が少ないのが問題である。 

 

高松亨 

「ERINA」の存在は、新潟県の強みである。 
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松田英三 

北陸３県で最も大きい船が入る港はどこか？また、何トンまで入るのか？ 

 

佐々木規雄 

新潟港である。水深が 12ｍあるので、5万トンの船は入る。航路が東南アジアまでなの

で、水深 12ｍで十分である。 

 

松田英三 

船隻の数を増やすのではなくで、滞船が起きないようにバースを増やす方針なのか？ 

 

佐々木規雄 

その通りである。バースと背後地埠頭用地、その 2点である。 

 

楢岡孝武 

名古屋からサンクト・ペテルブルクまで、SLB で運ぶと 40ft/1 本当たり 7,000 ドル～
8,000 ドルである。名古屋からサンクト・ペテルブルクまでフェリーで運ぶと 5,000 ドル
である。SLBは決して安くない。 

SLBのメリットは日数である。 
サンクトペトクルのヤードは、ものすごく狭い。日本郵船は背後の背地を買ってヤード

にするつもりである。 
 
松田英三 

SLBの容量はどうなのか？ 
 
楢岡孝武 

一杯である。昔はイラン向けの荷物が多かったらしい。今は、ヨーロッパ向けが多い。 
 
吉原勇 

また、政策提言にご意見があれば頂きたい。 

 
懸忠明 

政策提言については、このままで良いと思う。 
高付加価値製品が中国やロシアに輸送されるであろうという予測が出ている。例えば、

液晶パネルはエア便では運べないので、高付加価値製品を運ぶにはフェリーが良いと思う。

これを提言に加えて頂きたい。 
以上。 
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   日 本 海 を 物 流 の 動 脈 に せ よ 
      日 中 韓 ロ 四 カ 国 国 際 フ ェ リ ー 就 航 を 梃 子 に 

 
 江 戸 時 代 か ら 明 治 の 中 ご ろ ま で は 北 前 船 が 行 き 交 い 栄 え て い た 日 本 海 沿 岸 は 、 鉄 道 の 開

通 と と も に 勢 い を 失 い 、 と く に 第 二 次 世 界 大 戦 後 対 岸 と の 交 易 が 寂 れ て か ら 停 滞 を 続 け て

い た 。｢ 裏 日 本｣ と 呼 ば れ 、 ど ち ら か と い う と 陽 の 当 た ら な い 地 域 と い う イ メ ー ジ が あ っ た

が ど う や ら 再 浮 上 す る 時 が 近 づ き つ つ あ る よ う だ 。 原 油 高 を 背 景 に ロ シ ア の 購 買 力 が 急 速

に 高 ま っ て い る ほ か 中 国 東 北 部 の 経 済 が 明 る さ を 増 し 、 対 岸 貿 易 が 伸 び て い る か ら で あ る 。

こ の た め 北 陸 地 区 の 都 市 や 港 湾 は 他 の 港 湾 を 尻 目 に 快 進 撃 を 続 け て い る 。 
 例 え ば 新 潟 港 の 二 〇 〇 六 年 の 国 際 コ ン テ ナ 取 扱 量 を み る と 十 六 万 三 千 八 百 九 十 八 Ｔ Ｅ Ｕ

（ 二 十 フ ィ ー ト コ ン テ ナ 一 個 を 基 準 と す る 単 位) で 前 年 比 四 ％ 増 と な り 、 全 国 の 第 十 位 に 上

が っ て き て い る 。 一 九 九 五 年 に は 十 四 位 だ っ た か ら 、 確 実 に 上 昇 傾 向 に あ る 。 こ の 間 の 新

潟 港 の コ ン テ ナ 取 扱 量 は 四 ・ 五 倍 で あ り 、 全 国 平 均 の 一 ・ 五 倍 を 大 き く 上 回 っ て い る 。 
 伏 木 富 山 港 も ほ ぼ 同 じ 傾 向 を 示 し て い る 。 同 港 の 二 〇 〇 六 年 の 国 際 コ ン テ ナ 取 扱 量 は 六

万 千 八 百 二 十 一 Ｔ Ｅ Ｕ で 前 年 比 一 〇 ・ 八 ％ 増 。 こ の 取 扱 量 は 十 年 前 の 二 ・ 八 五 倍 で あ る 。

同 港 の 特 色 は ロ シ ア 航 路 を 持 っ て い る こ と で あ り 、 近 年 、 ロ シ ア 向 け 中 古 車 輸 出 が 急 増 し

て い る こ と が 輸 出 の 伸 び に 大 き く 貢 献 し て い る 。 伏 木 税 関 支 署 に よ る と 二 〇 〇 七 年 の 実 績

は 十 六 万 五 千 台 、 金 額 は 千 六 十 二 億 円 で 前 年 比 七 〇 ・ 九 ％ 増 で あ る 。 
 両 港 と も 二 〇 〇 七 年 の 後 半 か ら サ ブ プ ラ イ ム 問 題 や 日 本 国 内 の 住 宅 着 工 の 落 ち 込 み で や

や 伸 び 悩 ん で い る も の の ロ シ ア と の 貿 易 は 好 調 で 、 最 近 は チ ュ ー リ ッ プ 、 り ん ご 、 イ チ ゴ 、

梨 な ど が ロ シ ア に 輸 出 さ れ 、 高 値 で 取 引 さ れ て い る と い う 。 チ ュ ー リ ッ プ は オ ラ ン ダ 産 と

競 合 関 係 に あ る が 、 オ ラ ン ダ 産 は 二 、 三 日 し か 持 た な い が 日 本 産 は 一 週 間 経 っ て も 鮮 度 が

落 ち な い と し て 好 評 を 博 し て い る 。 
 こ こ 数 年 の 日 本 経 済 は 驚 異 的 な 成 長 を 続 け る 中 国 に 引 っ 張 ら れ る 形 で 上 昇 し て き た 。 「 産

業 の 米 」 と い わ れ る 粗 鋼 生 産 量 を み る と 、 オ イ ル シ ョ ッ ク が あ っ た 一 九 七 三 年 か ら 一 九 九

九 年 ま で 、 世 界 全 体 で も ほ ぼ 七 億 ト ン で 推 移 し て い た 。 と こ ろ が 二 〇 〇 〇 年 か ら 二 〇 〇 一

年 に か け て 八 億 ト ン 台 に 乗 せ 、 二 〇 〇 二 年 に は 九 億 ト ン に 達 し た 。 二 〇 〇 四 年 に は 十 億 ト

ン を 超 え 、 二 〇 〇 六 年 に は 十 二 億 ト ン 、 二 〇 〇 七 年 は 十 三 億 ト ン を 記 録 し て い る 。 こ の 全

て が 中 国 の 増 産 の 影 響 で あ る 。 一 九 九 〇 年 代 後 半 に 一 億 ト ン の 大 台 に 乗 せ た 中 国 は 、 二 〇

〇 三 年 に は 二 億 ト ン を 突 破 、 二 〇 〇 五 年 に は 三 億 五 千 万 ト ン と な り 、 二 〇 〇 七 年 は と う と

う 四 億 八 千 九 百 万 ト ン を 達 成 し た 。 長 ら く ト ッ プ を 維 持 し た こ と が あ る 日 本 の 年 産 は 約 一

億 二 千 万 ト ン だ か ら 、 途 方 も な い 量 を 生 産 し て い る こ と が わ か る 。 そ こ に は 四 億 ト ン を 超

え る 鉄 鉱 石 な ど 膨 大 な 資 源 が 吸 い 込 ま れ 、 生 産 さ れ た 消 費 財 が 世 界 中 に 輸 出 さ れ て い る 。 

鉄 だ け で な く あ ら ゆ る 基 幹 産 業 を 育 成 し 力 を 蓄 え た 中 国 は 、 安 い 人 件 費 を 梃 子 に し て 世

界 中 か ら 資 本 と 技 術 を 導 入 、 世 界 の 工 場 と し て 成 長 し 始 め た 。 東 南 ア ジ ア 諸 国 か ら 必 用 資
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材 や 部 品 を 調 達 す る 一 方 、 日 本 と の 間 で は 複 雑 な 工 程 間 分 業 体 制 を 築 き つ つ あ る 。 
例 え ば 、 い く つ か の 初 歩 的 な 工 程 は 労 賃 の 安 い 国 で こ な し 、 精 密 さ を 要 請 さ れ て い る 工

程 は 日 本 で 行 い 、 そ れ を 中 国 に 集 め て 組 み 立 て る 、 と い っ た 具 合 で あ る 。 な か に は 日 本 に

二 度 持 ち 込 ん で 作 業 を こ な す ケ ー ス も あ る と い わ れ る 。 

か つ て わ が 国 の 家 電 メ ー カ ー は 完 成 品 を 中 国 に 輸 出 、 高 い ブ ラ ン ド 力 を 誇 っ て い た 。 と

こ ろ が 現 在 、 ブ ラ ン ド 力 を 保 持 し て い る 企 業 は 少 な く な り 、 多 く が 中 国 の メ ー カ ー に 重 要

部 品 を 供 給 す る 部 品 メ ー カ ー に な っ て い る の で あ る 。 

日 本 の 自 動 車 メ ー カ ー だ け は ま だ 独 自 の 方 式 を 貫 い て い る 。 ト ヨ タ の 場 合 、 こ れ ま で エ

ン ジ ン 、 変 速 機 な ど 主 要 部 品 は 国 内 で 生 産 、 海 外 の 工 場 に 輸 送 し て 組 み 立 て る 方 式 を と っ

て い た が 、 二 〇 〇 五 年 か ら ガ ソ リ ン エ ン ジ ン は イ ン ド ネ シ ア 、 デ ィ ー ゼ ル エ ン ジ ン は タ イ 、

変 速 機 は イ ン ド で そ れ ぞ れ 集 中 生 産 、 海 外 工 場 間 で 部 品 を や り と り す る 方 式 に 改 め た 。 中

国 で の 現 地 生 産 も こ の 方 式 に 準 じ て い る が 、 日 本 か ら の 輸 送 が や や 多 い 。 ア ジ ア の 港 湾 機

能 の 進 化 が そ う し た 戦 略 を 可 能 に し た の で あ る 。 そ の 結 果 、 あ ら ゆ る 段 階 で の ジ ャ ス ト ・

イ ン ・ タ イ ム 化 が 図 ら れ 、 物 流 経 費 は 一 〇 ％ 削 減 で き た と い う 。 国 内 の 雇 用 を 優 先 し 、 エ

ン ジ ン な ど の 主 要 部 品 は 日 本 国 内 で 生 産 す る と い う 基 本 姿 勢 を 貫 い て き た ト ヨ タ だ が 、 世

界 で 生 き 残 る た め 最 新 の Ｓ Ｃ Ｍ （ サ プ ラ イ ・ チ ェ ー ン ・ マ ネ ー ジ メ ン ト) を 取 り 入 れ た の で

あ る 。 

急 速 に 発 展 し て い る 中 国 南 部 や 沿 海 部 に 比 べ や や 取 り 残 さ れ て い る の が 東 北 部 の 遼 寧 、

黒 竜 江 、 吉 林 の 三 省 で あ る 。 大 連 と い う 港 を 擁 し 重 化 学 工 業 も 発 達 し て い る 遼 寧 省 は と も

か く 、 黒 竜 江 、 吉 林 両 省 に は 約 六 千 五 百 万 人 が 暮 ら し て い る が 、 一 人 当 た り Ｇ Ｎ Ｐ は 中 国

全 土 の 平 均 の 五 分 の 一 に す ぎ な い と い わ れ て い る 。 

国 連 開 発 計 画 （ Ｕ Ｎ Ｄ Ｐ ） は こ う し た 状 況 を 打 破 す る と と も に 北 朝 鮮 の 経 済 発 展 に も つ

な が る と し て 一 九 九 〇 年 台 の は じ め 「 豆 満 江( 中 国 で は 図 們 江) 地 域 開 発 計 画 」 を つ く り 、 中

国 、 ロ シ ア 、 北 朝 鮮 、 韓 国 、 モ ン ゴ ル の 五 カ 国 が 調 印 、 参 加 し た 。 こ の 計 画 は 、 北 朝 鮮 の

羅 津 、 先 鋒 両 港 の 港 湾 施 設 を 整 備 し 、 北 朝 鮮 、 中 国 東 北 部 、 ロ シ ア の 豆 満 江 流 域 一 帯 の 経

済 の ボ ト ム ア ッ プ を 図 る の が 狙 い だ っ た 。 こ の 計 画 に 沿 っ て 中 国 は 豆 満 江 北 岸 の 琿 春( フ エ

チ ュ ン) を 国 境 開 放 都 市 に 指 定 、 琿 春 辺 境 経 済 合 作 区 と し て 外 資 の 導 入 を 進 め た 。 そ の 結 果 、

韓 国 や 日 本 企 業 が 進 出 、 生 産 も 軌 道 に 乗 り 始 め 、 急 ピ ッ チ で 経 済 成 長 中 で あ る 。 

け れ ど も 北 朝 鮮 は 、 核 開 発 問 題 で 国 際 的 に 孤 立 、 日 本 と の 間 で の 拉 致 問 題 が 影 響 し た の

か 豆 満 江 開 発 に は 非 常 に 消 極 的 で そ の 後 北 朝 鮮 の 道 路 ・ 港 湾 整 備 計 画 は 進 展 し て い な い 。

国 連 開 発 計 画 は 二 〇 〇 五 年 、 権 限 を 計 画 に 賛 成 し た 五 カ 国 に 譲 っ て 手 を 引 い た 格 好 に な っ

て い る 。 そ こ で 琿 春 へ の 進 出 企 業 は 製 品 の 輸 出 ル ー ト に 頭 を 悩 ま せ て い る の が 実 情 と い う 。 

問 題 は 、 中 国 東 北 部 の 玄 関 口 が 大 連 港 し か な い こ と で あ る 。 こ の た め 大 連 港 は 大 混 雑 し

て お り 、 沖 待 ち が 多 い 。 し か も 春 先 に は 霧 が た ち こ め 荷 役 作 業 が 出 来 な い こ と が あ る 。 仮

に 日 本 企 業 が 琿 春 か ら 大 連 ま で 千 六 百 キ ロ を 陸 送 し 、 日 本 に コ ン テ ナ 輸 送 す る と 七 日 か ら

十 一 日 か か る と い う 。 日 本 海 を 利 用 で き る と す れ ば そ れ が 二 、 三 日 で で き 、 運 賃 も 三 割 か
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ら 四 割 下 が る と み ら れ て い る 。 
そ こ で 急 に ク ロ ー ズ ア ッ プ さ れ て い る の が 北 朝 鮮 、 中 国 と の 国 境 に 近 い ロ シ ア の 港 ト ロ

イ ツ ァ( 旧 ザ ル ビ ノ) 活 用 案 で あ る 。 ト ロ イ ツ ァ か ら 中 国 の 国 境 ま で 二 十 キ ロ メ ー ト ル 足 ら ず

で 、 琿 春 ま で は 七 十 キ ロ メ ー ト ル で あ る 。 港 は 水 深 八 ・ 五 メ ー ト ル か ら 十 メ ー ト ル で 一 万

ト ン ク ラ ス の 船 も 接 岸 で き 、 羅 津 港 の 代 わ り と し て 十 分 使 え る 。 し か も 舗 装 道 路 が あ る 。

こ の ル ー ト が 開 設 で き れ ば 関 係 国 に と っ て は メ リ ッ ト が 大 き い 。 と く に 中 国 東 北 部 、 ロ シ

ア 極 東 地 区 、 日 本 の 北 陸 は そ れ ぞ れ の 国 の な か で 格 差 が 問 題 に な っ て い る 地 域 だ け に 意 義

が あ る 。 

交 流 促 進 の 突 破 口 を 開 こ う と し て い る の が 新 潟 か ら ト ロ イ ツ ァ を 回 っ て 韓 国 の 束 草( ソ ク

チ ョ) を 経 由 、 新 潟 に 帰 っ て く る 三 角 国 際 フ ェ リ ー 航 路 の 新 設 計 画 で あ る 。 新 潟 の 関 係 者 は

当 初 、 日 本 の 船 会 社 に 就 航 を 要 請 し た が い ず れ も 難 色 を 示 し 、 結 局 韓 国 の 船 会 社 に な っ た

経 緯 が あ る 。 既 に 韓 国 、 ロ シ ア 、 中 国 、 日 本 の 四 カ 国 の 関 係 者 は 共 同 出 資 に よ る 会 社 、 「 北

東 ア ジ ア フ ェ リ ー 」 を 設 立 す る こ と で 合 意 、 現 在 手 続 き 中 で 、 年 内 に は 運 航 を 開 始 す る 予

定 で あ る 。 

「 北 東 ア ジ ア フ ェ リ ー 」 の 資 本 金 は 三 百 万 ド ル で 出 資 比 率 は 韓 国 五 一 ％ 、 ロ シ ア 一 七 ％ 、

中 国 、 日 本 各 一 六 ％ と 決 定 、 韓 国 の 五 一 ％ の 中 に は 地 方 自 治 体 で あ る 束 草( ソ ク チ ョ) 市 の 一

〇 ％ 、 江 原 道 の 一 〇 ％ が 含 ま れ て い る 。 社 長 に は 現 在 束 草- ― ト ロ イ ツ ァ 間 の フ ェ リ ー を 運

航 し て い る 韓 国 企 業 、 東 春 航 運 社 長 の 白 晟 昊( ベ ク ソ ン ホ) 氏 が 就 任 す る 。 
 ロ シ ア 側 の 拠 点 と な る ト ロ イ ツ ァ の 一 帯 は 八 世 紀 か ら 十 世 紀 に か け て 繁 栄 し た 渤 海 国 の

「 日 本 道 」 と い わ れ た と こ ろ で 、 日 本 に 船 出 す る 使 節 や 交 易 船 が 出 発 し た ポ シ ェ ッ ト 港 に

近 い 。 渤 海 国 か ら は 約 二 百 年 の 間 に 三 十 四 回 も 使 節 が 来 日 、 日 本 か ら も 十 数 回 派 遣 さ れ て

い る 。 古 の 交 易 ル ー ト が 千 年 ぶ り に 復 活 し よ う と し て い る の だ 。 
 韓 国 側 の 拠 点 、 束 草 は 三 十 八 度 線 の や や 北 に 位 置 し て い る が 、 朝 鮮 戦 争 以 後 韓 国 が 支 配

す る 地 域 に な っ て い る 。 き れ い な 砂 浜 の 海 水 浴 場 に 加 え て 温 泉 が あ り 、 朝 鮮 半 島 の 名 山 の

ひ と つ の 雪 岳 山 の 登 山 口 で も あ る た め 最 近 韓 国 有 数 の リ ゾ ー ト 地 と し て 急 発 展 、 近 代 的 都

市 に な っ て い る 。 そ う し た こ と か ら こ の フ ェ リ ー 航 路 は 観 光 に も 役 立 つ と 期 待 さ れ て い る 。 

こ う し た 動 き に 拍 車 を 駆 け る と 思 わ れ る の が 、 現 在 国 土 交 通 省 を 中 心 に 関 係 省 庁 の 間 で

策 定 中 の 「 国 土 形 成 計 画 」 で あ る 。 五 次 に わ た っ た 全 国 総 合 開 発 計 画 を 引 き 継 ぐ も の で 、

現 在 全 国 計 画 が ほ ぼ ま と ま り 、 広 域 地 方 計 画 の 策 定 に 移 る 段 階 に あ る が 、 こ の 計 画 の 戦

略 的 目 標 が 「 シ ー ム レ ス ア ジ ア 」 で あ る と い わ れ て い る 。 

す な わ ち ア ジ ア 各 国 は 国 境 も 地 理 的 障 害 も す べ て 克 服 し 、 シ ー ム レ ス 状 態 で 協 力 関 係 を

築 き 上 げ る よ う 努 力 し よ う と い う わ け で あ る 。 そ う な る と 地 理 的 に 大 陸 に 近 い 日 本 海 側 の

地 域 に チ ャ ン ス が 訪 れ る こ と は い う ま で も な い 。 

中 国 は 南 部 や 沿 海 部 の 賃 金 が か な り 上 昇 し て き た こ と や 、 格 差 是 正 、 産 業 の 適 正 配 分 と

い う 観 点 か ら 今 後 東 北 部 で の 産 業 育 成 に 力 を 注 ぐ と 予 想 さ れ て い る 。 既 に ト ヨ タ は 吉 林 省

に 新 し い 自 動 車 組 立 工 場 を 建 設 す る 意 向 を 固 め た と い わ れ て い る 。 加 え て ロ シ ア は そ の 豊

336



か な エ ネ ル ギ ー 資 源 を 北 東 ア ジ ア 回 廊 に 振 り 向 け る 用 意 が あ る と い う 。 
現 在 わ が 国 の 外 国 貿 易 の う ち 、 日 本 海 側 の 港 湾 を 経 由 す る も の の 比 率 は 五 ％ 程 度 と い わ

れ て い る 。 し か し 「 シ ー ム レ ス ア ジ ア 」 が 進 展 す れ ば 劇 的 に 変 化 す る 可 能 性 が あ る の で あ

る 。 三 地 域 の 交 流 が 深 ま れ ば 北 陸 は 大 躍 進 が 見 込 め る わ け で 、 十 年 後 の コ ン テ ナ 貨 物 の 取

扱 量 は 最 低 で も 一 ・ 九 倍 、 場 合 に よ っ て は 九 ・ 四 倍 に な る と い う 予 測 も あ る( 図) 

わ が 国 は こ の 動 き に 備 え な く て は な ら な い 。 日 本 海 側 の 発 展 性 に 目 を 向 け 、 日 本 経 済 全

体 を 成 長 軌 道 に 乗 せ る こ と を 模 索 し な け れ ば な ら な い 。 
 そ こ で わ れ わ れ は 以 下 の 提 言 を 行 う 。 

 
  

提 言 一  港 湾 施 設 の ハ ー ド 、 ソ フ ト 面 で の 拡 充 を 急 げ 

 
 新 潟 港 の コ ン テ ナ バ ー ス は 年 間 十 二 万 Ｔ Ｅ Ｕ の 取 扱 い を 前 提 に 設 計 さ れ た と い わ れ て い

る 。 と こ ろ が 二 〇 〇 六 年 で 既 に 十 六 万 Ｔ Ｅ Ｕ を 上 回 る 貨 物 を 扱 う ま で に な っ て い る 。 施 設

の 不 足 は 明 ら か で あ り 、 二 〇 〇 六 年 の 場 合 年 間 で 六 十 九 回 の 沖 待 ち が 発 生 、 五 十 五 時 間 も

待 た さ れ た 船 が あ っ た と い う 。 
 伏 木 富 山 港 に つ い て は 、 一 バ ー ス に 一 ガ ン ト リ ー ク レ ー ン し か な い た め コ ン テ ナ 処 理 が

追 い つ か ず 、 沖 待 ち は も ち ろ ん コ ン テ ナ の 積 み 残 し も 発 生 し て い る 。 同 港 で は バ ル ク 対 応

の 一 般 岸 壁 も 容 量 が 不 足 し て お り 、 一 般 貨 物 船 の 原 材 料 の 荷 役 が 間 に 合 わ ず 、 や は り 沖 待

ち 状 態 が 恒 常 化 し て い る 。 
 政 府 は 現 在 、 東 京 湾 、 伊 勢 湾 、 大 阪 湾 の 各 港 を ス ー パ ー 中 枢 港 湾 に 指 定 、 設 備 の 増 強 を

図 っ て い る が 、 「 シ ー ム レ ス ア ジ ア 」 を 実 現 し て い く た め に は 、 日 本 海 側 の 港 湾 の 拡 充 も 必

要 で あ る 。 今 後 十 年 で 日 本 海 側 の 貨 物 は 少 な く と も 倍 増 、 場 合 に よ っ て は 三 倍 に も 四 倍 に

も な る と い う 計 算 で 計 画 を 立 て る べ き で あ ろ う 。 

新 潟 港 に つ い て は 既 に も う 一 バ ー ス 増 設 す る 計 画 が あ る と い う が 、 こ れ は 早 期 に 着 工 す

る 必 要 が あ る 。 そ の う え で さ ら に 増 強 す る 余 地 を 残 し て お か な く て は な ら な い 。 伏 木 富 山

港 で は ガ ン ト リ ー ク レ ー ン を 増 設 す る ほ か 万 葉 埠 頭 の 充 実 を 図 っ て い る が 、 も っ と ス ピ ー

ド ア ッ プ す べ き で あ る 。 

日 本 海 側 の 港 湾 の 特 徴 は 、 い ず れ も 道 路 や 鉄 道 と の 結 節 が 容 易 な こ と で あ る 。 こ れ か ら

の 物 流 は Ｃ Ｏ ２ の 排 出 量 を 最 小 に し 、 コ ス ト も 節 減 で き る モ ー ダ ル シ フ ト を 取 り 入 れ な け

れ ば な ら な い が 、 日 本 海 側 港 湾 に は そ う し た 効 率 性 を 実 現 で き る 余 地 が 残 っ て い る の で あ

る 。 そ れ を 考 慮 し て 増 強 計 画 を 進 め て も ら い た い 。 

同 時 に ソ フ ト 面 で の 充 実 も 図 る べ き で あ る 。 世 界 の 海 運 業 界 で は 常 識 と さ れ て い る コ ン

テ ナ ・ タ ー ミ ナ ル の 二 十 四 時 間 対 応 、 通 関 そ の 他 の 手 続 き の シ ン グ ル ・ ウ イ ン ド ー 化 、 き

め 細 か な タ ー ミ ナ ル サ ー ビ ス と い っ た 条 件 を 整 え な く て は な ら な い 。 

337



提 言 二 北 陸 広 域 ブ ロ ッ ク で 物 流 の 効 率 化 を 図 れ 

 

現 在 策 定 中 の 国 土 形 成 計 画 は 「 シ ー ム レ ス ア ジ ア 」 を ひ と つ の 政 策 目 標 に 掲 げ る 模 様 で

あ る が 、 そ う な る と 北 陸 地 方 の 役 割 は 現 在 と 比 較 に な ら な い ほ ど 大 き く な る と 思 わ れ る 。

ま た 国 土 形 成 計 画 は 、 広 域 ブ ロ ッ ク ご と に 独 自 性 の あ る 広 域 地 方 計 画 を 策 定 す る よ う 求 め

る と い う 。 北 陸 に と っ て は チ ャ ン ス の 到 来 と い え る 。 

最 大 の 課 題 は 物 流 問 題 で あ る 。 対 岸 貿 易 の 拡 大 に 備 え て き ち ん と し た イ ン フ ラ を 整 備 す

る 必 要 が あ る か ら で あ る 。 港 湾 に つ い て は 提 言 一 の と お り だ が 、 厳 し い 財 政 事 情 の な か で

実 現 は 容 易 で は な い 。 そ こ で 港 湾 間 の 広 域 連 携 が 必 要 と な る 。 日 本 の 港 湾 は 現 在 、 国 が 作

っ た 施 設 、 設 備 を 含 め 、 都 道 府 県 や 政 令 指 定 都 市 な ど の 地 方 自 治 体 を 中 心 に し た 港 湾 管 理

者 が 運 営 に あ た っ て い る 。 そ う し て そ れ ぞ れ が 営 業 活 動 を 行 い 、 施 設 利 用 料 も 独 自 に 設 定

し て い る 。 こ の た め 近 く の 港 で も 連 携 し た 行 動 は み ら れ ず 港 湾 ご と に ば ら つ き が あ り 、 結

果 と し て コ ス ト ア ッ プ に つ な が っ て い る 。 物 流 コ ス ト の 低 減 が 国 家 間 競 争 の 一 大 テ ー マ に

な っ て い る だ け に 、 こ の や り 方 で は 非 効 率 で あ る 。 

好 調 が 続 い て い る 北 陸 の 港 湾 を み て も 、 新 潟 港 は 輸 出 よ り も 輸 入 が か な り 多 い か ら 空 コ

ン テ ナ が 発 生 、 貨 物 を 入 れ な い ま ま 送 り 返 す こ と が し ば し ば あ る 。 伏 木 富 山 港 は 輸 出 入 の

バ ラ ン ス が よ い か ら そ の 心 配 は な い が 、 北 陸 全 体 の 港 を 視 野 に い れ て 考 え る と も っ と 効 率

的 運 用 方 法 が あ る は ず で あ る 。 

ま た 各 港 湾 は そ の 後 背 地 や 歴 史 的 背 景 、 地 理 的 条 件 な ど に よ り そ れ ぞ れ 特 色 を 持 っ て い

る 。 そ の 特 色 を 活 か し な が ら 、 国 家 と し て 、 地 域 と し て 真 に 必 要 な 港 の 整 備 を ど こ で ど う

実 現 し て い く か 、 お 互 い に ど う 連 携 し て い く か な ど を 検 討 す べ き で あ る 。 

北 陸 の 港 湾 の 長 所 は い ず れ も 鉄 道 と つ な が っ て い る か 、 つ な ぐ こ と が 容 易 な こ と で あ る 。

そ う し た 整 備 を お こ な っ た う え で 、 港 湾 、 鉄 道 、 空 港 な ど の 交 通 イ ン フ ラ と の 一 体 運 営 は

で き な い か 、 政 府 は こ れ ま で 以 上 に 前 面 に 出 て 知 恵 を し ぼ り 計 画 を 構 築 し て い か な け れ ば

な ら な い 。 同 時 に ど の よ う な 管 理 運 営 を 行 う か 、 民 間 ノ ウ ハ ウ を 最 大 限 に 活 用 す る 仕 組 み

な ど に つ い て も 研 究 す べ き で あ る 。 

物 流 問 題 を 重 視 し て い る シ ン ガ ポ ー ル は 、 港 湾 、 空 港 、 道 路 、 鉄 道 を 一 体 で 運 営 し て い

る 。 欧 米 に も 港 湾 だ け で な く 道 路 、 鉄 道 を 一 括 管 理 す る 「 ポ ー ト ・ オ ー ソ リ テ ィ ー 」 を 置

い て い る と こ ろ が か な り あ る 。 わ が 国 も こ れ ら を 見 習 い 、 複 数 の 港 湾 、 鉄 道 、 空 港 な ど の

交 通 イ ン フ ラ の 一 体 運 営 を 、 こ れ か ら の 飛 躍 が 期 待 で き る 北 陸 で ま ず 実 現 す べ き で あ る 。 
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提 言 三 北 東 ア ジ ア フ ェ リ ー を 推 進 し よ う 

 
 日 本 と ロ シ ア 、 中 国 、 韓 国 を 結 ぶ 新 し い 国 際 フ ェ リ ー 「 北 東 ア ジ ア フ ェ リ ー 」 の 就 航 は 、

四 カ 国 の 関 係 に 新 た な 一 ペ ー ジ を 刻 む も の と し て 注 目 さ れ る 。 最 大 の メ リ ッ ト は 中 国 東 北

部 の 人 た ち に 日 本 へ の 門 戸 を 開 く こ と が で き る 、 と い う 事 実 で あ る 。 か つ て 満 州 国 と い う

日 本 と 特 殊 な 関 係 に あ っ た こ の 地 域 の 人 々 は 、 未 だ に 貧 困 か ら 抜 け 出 せ な い ま ま で あ る 。 

そ こ に 日 本 へ の 通 路 が 開 け れ ば 事 情 は 変 わ っ て く る は ず で あ り 、 仮 に ト ヨ タ が 吉 林 省 に 新

工 場 を 建 設 す る こ と に な れ ば 、 そ の も た ら す 効 果 は 大 き い 。 
 国 際 フ ェ リ ー の 特 徴 は 目 的 地 ま で 直 行 す る か ら 定 時 制 が あ る こ と 、 手 続 き が 比 較 的 簡 単

で あ る こ と 、 貨 物 を 車 に 積 ん だ ま ま 運 べ る こ と 、 な ど で あ る 。 し か し わ が 国 の 国 際 フ ェ リ

ー は 西 日 本 に 偏 在 し て お り 、 ほ と ん ど が 韓 国 や 中 国 南 部 へ の 航 路 で あ る 。 日 本 海 で の 航 路

は 伏 木 富 山 ― ウ ラ ジ オ ス ト ッ ク が あ る 程 度 。 以 前 は 秋 田 と ロ シ ア の ポ シ ェ ッ ト の 間 で 就 航

し て い た が 、 現 在 は 中 止 さ れ て い る 。 

新 潟 ― ト ロ イ ツ ァ ー 束 草- ― 新 潟 の 三 角 航 路 は 、 よ く よ く 考 え る と 採 算 的 に も メ リ ッ ト の

あ る 航 路 と 言 え る か も 知 れ な い 。 新 潟 か ら ト ロ イ ツ ァ ま で は 最 近 急 増 し て い る ロ シ ア 向 け

の 輸 出 貨 物 を 積 み 、 ト ロ イ ツ ァ か ら は 中 国 東 北 部 で 作 ら れ た ア パ レ ル 製 品 な ど の 軽 工 業 品

を 韓 国 、 日 本 に 運 ん で く る 。 効 率 的 運 航 が で き る と 思 わ れ る 。 

た だ 関 係 者 が 懸 念 し て い る の は 、 中 国 と ロ シ ア 国 境 で ロ シ ア 側 税 関 が 機 敏 に 対 応 し て く

れ る だ ろ う か 、 と い う 問 題 と 、 北 朝 鮮 が 突 如 国 策 を 変 更 、 国 際 社 会 に 復 帰 し て 羅 津 港 が 使

え る よ う に な っ た 場 合 、 ト ロ イ ツ ァ 航 路 は ど う な る の か と い う こ と で あ る 。 

税 関 の 問 題 は 、 密 入 出 国 者 を 厳 し く 取 り 締 ま る と い う ロ シ ア 政 府 の 方 針 が あ る た め 、 担

当 官 次 第 で 貨 物 が 滞 る 恐 れ が あ る の は 避 け ら れ な い 。 そ こ で ト ロ イ ツ ァ 港 の 横 に 関 係 国 に

よ る 人 工 の 国 際 港 湾 を 建 設 、 中 国 国 境 か ら 専 用 道 路 を 敷 設 す る 構 想 も 浮 上 し て い る 。 

北 朝 鮮 の 政 策 変 更 に つ い て は 、 確 か に 羅 津 ― 琿 春 間 は 四 十 八 キ ロ し か な く 、 ト ロ イ ツ ァ

― 琿 春 よ り 二 十 キ ロ 以 上 短 い か ら 関 係 者 が 心 配 す る の も 無 理 は な い 。 北 朝 鮮 の 国 際 社 会 復

帰 は 世 界 平 和 の た め に も 望 ま し い こ と で あ り 、 一 日 も 早 く そ う な る こ と を 期 待 し た い 。 と

こ ろ が こ れ ま で の 同 国 の 外 交 姿 勢 を み る と そ れ は 容 易 で は な い 。 ま た 仮 に 北 朝 鮮 が 国 際 社

会 に 復 帰 し た と し て も 、 道 路 舗 装 な ど の イ ン フ ラ 整 備 に 時 間 が か か り 、 羅 津 ― 琿 春 路 線 が

フ ル 稼 働 す る の は 当 分 先 だ と 思 わ れ る 。 

ト ロ イ ツ ァ 航 路 が そ れ ま で に 顧 客 を 開 拓 し て お け ば 、 そ れ ほ ど 心 配 す る 必 要 は な い だ ろ

う 。 し か も ト ロ イ ツ ァ 航 路 に は シ ベ リ ア 鉄 道 を 経 由 し て 欧 州 に 物 資 を 運 ぶ と い う 大 き な 需

要 が 期 待 で き る の で あ る 。 ト ヨ タ と 日 産 、 ス ズ キ が 競 争 す る よ う に 建 設 し て い る サ ン ク ト

ペ テ ル ブ ル グ の 自 動 車 工 場 も 、 そ う し た 需 要 を 拡 大 す る こ と に な る だ ろ う 。 

北 東 ア ジ ア フ ェ リ ー が 一 日 も 早 く 就 航 し 、 そ の 航 路 を い つ ま で も 継 続 で き る よ う 、 北 陸

に 住 む 人 た ち だ け で な く 、 後 背 地 に あ た る 首 都 圏 、 関 東 一 円 の 人 た ち 、 そ し て 関 係 す る 諸
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官 庁 は 全 力 で 支 援 す べ き で は な い だ ろ う か 。 そ れ は 日 本 海 を 利 用 し た 物 流 の 動 き を 活 発 化

さ せ 、 ひ い て は 北 朝 鮮 の 国 際 社 会 へ の 復 帰 を 促 す 起 爆 剤 に も な る と 思 わ れ る 。 

 
 
 

提 言 四 観 光 資 源 の 開 発 に 力 を 注 げ 

 
 今 回 開 設 さ れ る 北 東 ア ジ ア フ ェ リ ー の 航 路 は 観 光 開 発 に も 大 き く 貢 献 す る と 思 わ れ る 。

国 際 フ ェ リ ー 航 路 と い う の は お 互 い の 国 の 文 化 、 伝 統 、 人 間 性 、 言 語 、 地 形 な ど に つ い て

の 理 解 を 深 め る の に 役 立 つ と い わ れ て い る 。 観 光 を 売 り 出 す に は う っ て つ け の 乗 り 物 な の

だ 。 わ が 国 は 現 在 、 二 〇 一 〇 年 ま で に 訪 日 旅 客 を 一 千 万 人 に す る の を 目 標 に ビ ジ ッ ト ・ ジ

ャ パ ン 政 策 を 展 開 、 海 外 か ら の 観 光 客 誘 致 に 取 り 組 ん で い る 。 新 航 路 は 政 府 の 政 策 に も 沿

っ て い る 。 
 し か し わ が 国 の フ ェ リ ー 発 着 場 は ど こ を 見 て も 観 光 客 を 迎 え 入 れ る 施 設 に は な っ て い な

い 。 フ ェ リ ー 発 着 場 は 表 玄 関 で あ る こ と を 意 識 し 、 魅 力 あ る も の に し な く て は な ら な い 。

ウ ラ ジ オ ス ト ッ ク 港 の フ ェ リ ー 岸 壁 で は 、 フ ェ リ ー が 到 着 す る た び に 華 や か な 歓 迎 風 景 が

繰 り 広 げ ら れ る と い う 。 で き る な ら ば そ う し た 施 設 に し て も ら い た い 。 

新 潟 に は こ の と こ ろ ロ シ ア か ら の ス キ ー 客 が し ば し ば 訪 れ る よ う に な っ て き た 。 シ ベ リ

ア よ り も 雪 質 が よ く 、 起 伏 も あ っ て 滑 り 易 い か ら だ と い う 。 日 本 を 訪 れ る 観 光 客 の 大 半 は

東 京 を 最 終 目 的 地 に し て い る よ う で あ る 。 し か し そ の 前 後 に 北 陸 の リ ゾ ー ト 地 で 二 、 三 日

ゆ っ く り し て も ら え ば 、 よ り 日 本 へ の 理 解 が 深 ま る は ず で あ る 。 

韓 国 の 束 草 は い ま や 韓 国 随 一 の リ ゾ ー ト 地 と し て 韓 国 人 の 憧 れ の 的 と い わ れ て い る 。 シ

ー ズ ン に は ソ ウ ル か ら の 道 路 は 渋 滞 で 身 動 き で き な い と い わ れ る ほ ど 、 人 気 ス ポ ッ ト に な

っ て い る 。 日 本 人 に も 親 し み や す い 町 と さ れ て お り 、 現 在 は 日 本 で の 知 名 度 は 低 い が い ず

れ 脚 光 を 浴 び る と 思 わ れ る 。 

ト ロ イ ツ ァ に つ い て は 、 渤 海 国 の 遺 跡 の 調 査 が 次 第 に 進 ん で お り 、 観 光 地 化 さ れ る 可 能

性 が あ る 。 ま た 中 国 側 に 入 れ ば 長 白 山( 韓 国 で は 白 頭 山) 観 光 が で き る 。 中 国 政 府 は こ の 長 白

山 観 光 を 大 々 的 に 売 り 出 す 方 針 と い わ れ 、 魅 力 的 な 観 光 ル ー ト に な る と み ら れ る 。 
 い ず れ に せ よ フ ェ リ ー の 定 期 航 路 が 開 通 す れ ば 、 日 中 韓 ロ 間 の 観 光 客 は 飛 躍 的 に ふ え る

と 期 待 で き る 。 
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提 言 五 Ｃ Ｏ ２ 排 出 を 最 小 に す る 交 通 網 の モ デ ル を つ く れ 

 

い ま 世 界 の 国 々 は Ｃ Ｏ ２ の 排 出 量 を ど う や っ て 減 ら し 、 運 輸 部 門 で の 物 流 コ ス ト を ど う

や っ て 引 き 下 げ る か 知 恵 を 絞 っ て い る 。 そ の ひ と つ の 答 え が 、 道 路 だ け に 頼 る の で は な く

鉄 道 の 活 用 と 内 航 海 運 の 利 用 で あ る 。 い わ ゆ る モ ー ダ ル シ フ ト へ の 積 極 的 取 り 組 み と ス ピ

ー デ ィ ー な 処 理 が 求 め ら れ て い る の で あ る 。 

シ ー ム レ ス ア ジ ア の 進 展 は 、 太 平 洋 側 に 偏 在 し て い る 工 場 か ら 日 本 海 側 に 大 量 の 貨 物 が

移 動 す る 流 れ を 生 む と 予 想 さ れ る 。 北 陸 の 諸 港 湾 は 、 そ の 動 き に 備 え て 態 勢 を 整 え な く て

は な ら な い 。 

そ の 点 、 北 陸 の 諸 港 湾 は そ う し た 機 能 を 備 え る う え で 極 め て 恵 ま れ て い る 。 先 に も 述 べ

た よ う に 、 伏 木 富 山 港 に は 鉄 道 の 引 込 み 線 が 入 っ て い る し 、 新 潟 港 は か つ て 存 在 し た 引 込

み 線 の 路 床 が 残 っ て お り 鉄 道 再 敷 設 は 容 易 で あ る 。 ま た 高 速 道 路 網 は 二 〇 〇 八 年 夏 の 東 海

北 陸 自 動 車 道 の 完 成 で ほ ぼ ネ ッ ク が 解 消 す る 。 港 湾 と 高 速 道 路 と の 結 節 も 問 題 は な い 。 

課 題 は 鉄 道 輸 送 で あ る 。 貨 物 輸 送 の 主 役 で あ る は ず の Ｊ Ｒ 貨 物 は 、 自 前 の 線 路 を 持 た な

い か ら Ｊ Ｒ 東 日 本 、 Ｊ Ｒ 東 海 、 Ｊ Ｒ 西 日 本 な ど か ら 線 路 を 借 り て 列 車 を 走 ら せ な け れ ば な

ら な い の で あ る 。 従 っ て 旅 客 の 多 い 時 間 帯 は 利 用 し に く い と い う 事 情 が あ る 。 ま た Ｊ Ｒ 貨

物 に は 世 界 の 主 流 と な っ て い る 四 十 フ ィ ー ト コ ン テ ナ を 積 め る 車 両 は 全 国 で 四 千 両 し か な

い 。 通 貨 で き な い ト ン ネ ル も い く つ か あ る 。 

港 湾 と 港 湾 を 連 携 さ せ る 内 航 フ ィ ー ダ ー 輸 送 や バ ー ジ に よ る コ ン テ ナ 横 も ち 輸 送 も 活 発

化 さ せ な け れ ば な ら な い 。 た だ 内 航 に つ い て は 、 割 高 な 運 賃 の 是 正 な ど 手 を つ け な け れ ば

な ら な い 課 題 が た く さ ん あ る 。 
 こ う し た 問 題 を ひ と つ ひ と つ 解 決 し た う え で 、 Ｃ Ｏ ２ 排 出 量 の 少 な い 輸 送 方 法 、 コ ス ト

の 安 い 輸 送 方 法 を 検 証 、 最 適 な 方 式 を 確 立 す べ き で あ る 。 
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